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第１章 総則 

（適用） 

第１条 ＩＰ通信網サービス契約約款共通編(以下「共通編」といいます。)第１条（約

款の適用）第２項に規定する別冊として、当社はこの別冊を定め、共通編に加えて

この別冊によりオープンコンピュータ通信網サービスを提供します。 

（用語の定義） 

第２条 この別冊においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 
 

用   語 用  語  の  意  味 

１ オープンコン

ピュータ通信網

契約 

当社からオープンコンピュータ通信網サービスの提供を受け

るための契約 

２ オープンコン

ピュータ通信網

契約者 

当社とオープンコンピュータ通信網契約を締結している者 

３ 削除 削除 

４ 削除 削除 

５ 削除 削除 

６ 削除 削除 

７ 第４種契約 オープンコンピュータ通信網契約であって、当社から第４種

オープンコンピュータ通信網サービスの提供を受けるための

契約 

８ 第４種契約者 オープンコンピュータ通信網契約者であって、当社と第４種

契約を締結している者 

９ 削除 削除 

10 削除 削除 

11 第６種契約 オープンコンピュータ通信網契約であって、当社から第６種

オープンコンピュータ通信網サービスの提供を受けるための

契約 

12 第６種契約者 オープンコンピュータ通信網契約者であって、当社と第６種

契約を締結している者 

13 第７種契約 オープンコンピュータ通信網契約であって、当社から第７種

オープンコンピュータ通信網サービスの提供を受けるための

契約 

14 第７種契約者 オープンコンピュータ通信網契約者であって、当社と第７種

契約を締結している者 

15 削除 削除 

16 削除 削除 

17 削除 削除 

18 第４種契約者

識別番号 

第４種契約者を識別するための番号であって、第４種契約に

基づいて当社が第４種契約者に割り当てるもの 
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19 利用者識別共

通符号 

第４種契約者が指定する者（第４種契約者を含みます。以下

同じとします。）の全員にその第４種契約者が割り当てる１の

英字及び数字の組合せであって、その第４種契約者に係るド

メイン名を含むもの 

20 利用者識別付

加符号 

第４種契約者がその指定する者を識別するための英字及び数

字の組み合わせであって、第４種契約者がその指定する者に

利用者識別共通符号に付加して割り当てるもの 

21 利用者識別符

号 

利用者識別共通符号と利用者識別付加符号から構成される英

字及び数字の組み合わせ 

22 削除 削除 

23 無線基地局設

備 

移動無線装置との間で電波を送り、又は受けるための電気通

信設備 

24 モバイルアク

セス 

ＩＰ通信網契約に基づいて当社（共通編別記17の(4)のケに規

定する契約事業者を含みます。）の無線基地局設備とＩＰ通信

網契約者が指定する移動無線装置（契約者カードが利用でき

るものに限ります。）との間に設定される電気通信回線 

25 契約者カード １のモバイルアクセス回線番号その他の情報を記憶すること

ができるカード及びチップであって、当社が第６種オープン

コンピュータ通信網サービス又は第７種オープンコンピュー

タ通信網サービスに係るモバイルアクセスの提供のために第

６種契約者又は第７種契約者に貸与するもの 

26 削除 削除 

27 ＶＰＮグルー

プ 

相互に通信を行うことのできる第７種契約に係る契約者回線

等から構成されるグループ 

28 ＶＰＮ代表契

約 

第７種契約であって、そのＶＰＮグループに所属する契約者

回線等相互間の通信又はＶＰＮグループに係る設定、変更又

は廃止の手続き等を代表して行うための契約 

29 ＶＰＮ代表契

約者 

当社とＶＰＮ代表契約を締結している者 

30 ＶＰＮ回線契

約 

第７種契約であって、その契約者回線等からＶＰＮグループ

に接続して通信を行うための契約 

31 ＶＰＮ回線契

約者 

当社とＶＰＮ回線契約を締結している者 

32 光コラボレー

ション事業者 

東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社と光コ

ラボレーションモデルに関する契約（東日本電信電話株式会

社及び西日本電信電話株式会社が定めるＩＰ通信網サービス

契約約款に規定する光コラボレーションモデルに関する契約

をいいます。以下同じとします。）を締結している電気通信事

業者 

33 光コラボレー

ションモデルサ

ービス 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社が定め

るＩＰ通信網サービス契約約款に基づき提供されるＩＰ通信

網サービスであって、光コラボレーションモデルに関する契

約に基づき光コラボレーション事業者が提供を受けるもの 
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34 光アクセス回

線の転用 

オープンコンピュータ通信網契約の申込み又はオープンコン

ピュータ通信網サービスの品目等の変更（他社接続契約者回

線に係るものから特定加入者回線に係るものへの変更に限り

ます。）の請求を行うにあたり、その申込者又はオープンコン

ピュータ通信網契約者が現に利用している電気通信サービス

（東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社が定

めるＩＰ通信網サービス契約約款に基づき提供されるＩＰ通

信網サービスであって、光コラボレーションモデルサービス

以外のものとします。）をオープンコンピュータ通信網サービ

スに移行して、オープンコンピュータ通信網サービスの特定

加入者回線として利用開始すること 

35 光アクセス回

線の事業者変更 

(1) オープンコンピュータ通信網契約の申込み又はオープ

ンコンピュータ通信網サービスの品目等の変更（他社接続

契約者回線に係るものから特定加入者回線に係るものへの

変更に限ります。）の請求を行うにあたり、その申込者又は

オープンコンピュータ通信網契約者が現に利用している電

気通信サービス（当社以外の光コラボレーション事業者が

光コラボレーションモデルサービスを用いて提供する電気

通信サービスとします。）をオープンコンピュータ通信網サ

ービスに移行して、オープンコンピュータ通信網サービス

の特定加入者回線として利用開始すること（以下この(1)

の場合を「光アクセス回線の事業者変更（入）」といいます。） 

 (2) オープンコンピュータ通信網契約の解除又はオープン

コンピュータ通信網サービスの品目等の変更（特定加入者

回線に係るものから他社接続契約者回線に係るものへの変

更に限ります。）の請求を行うにあたり、そのオープンコン

ピュータ通信網契約者が現に利用しているオープンコンピ

ュータ通信網サービス（特定加入者回線の部分に限りま

す。）を当社以外の光コラボレーション事業者が光コラボレ

ーションモデルサービスを用いて提供する電気通信サービ

ス又は東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会

社が定めるＩＰ通信網サービス契約約款に基づき提供され

るＩＰ通信網サービス（光コラボレーションモデルサービ

スを除きます。）に移行すること（以下この(2)の場合を「光

アクセス回線の事業者変更（出）」といいます。） 

36 トラフィック

レポート 

契約者回線等に係る使用状況等の情報を提供するサービス 

37 ビジネスポー

タル 

カスタマポータル規約の定めに従い提供するポータル機能及

びその機能を提供するためのＷｅｂサイト 

38 モバイルアク

セス回線群識別

番号 

モバイルアクセスに係る第６種契約者が指定する同一名義の

モバイルアクセス回線番号から構成されるグループを識別す

るために当社が付与する番号 

 

第２章 オープンコンピュータ通信網サービスの種類 

（オープンコンピュータ通信網サービスの種類） 

第３条 オープンコンピュータ通信網サービス（この別冊により提供するものに限り

ます。以下同じとします。）には、次の種類があります。 
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種  類 内         容 

１ 削除 削除 

２ 第４種オープ

ンコンピュータ

通信網サービス 

ＤＳＬ回線又は光アクセス回線を使用して提供するオープン

コンピュータ通信網サービスであって、利用者識別符号を送

信することにより通信を行うことができるメニューを含むも

の 

３ 削除 削除 

４ 第６種オープ

ンコンピュータ

通信網サービス 

ＤＳＬ回線、光アクセス回線又はモバイルアクセスを使用し

て提供するオープンコンピュータ通信網サービスであって、

その契約に係る特定のＩＰアドレスを使用して通信を行うこ

とができるメニューを含むもの 

５ 第７種オープ

ンコンピュータ

通信網サービス 

ＤＳＬ回線又は光アクセス回線を使用して提供するオープン

コンピュータ通信網サービスであって、第４種オープンコン

ピュータ通信網サービス及び第６種オープンコンピュータ通

信網サービス以外のもの 

６ 削除 削除 

第３章 オープンコンピュータ通信網サービスの提供区間等 

（オープンコンピュータ通信網サービスの提供区間等） 

第４条 当社のオープンコンピュータ通信網サービスは、共通編別記１に定める提供

区間において提供します。 

２ 相互接続点の所在場所等については、当社の業務の遂行上の理由により又は相互

接続協定に基づき、これを変更することがあります。 

第４章 契約 

第１節 削除 

第５条 削除 

第６条 削除 

第７条 削除 

第８条 削除 

第９条 削除 

第10条 削除 

第11条 削除 

第12条 削除 

第13条 削除 

第14条 削除 

第15条 削除 

第16条 削除 

第17条 削除 

第18条 削除 

第19条 削除 

第20条 削除 

第21条 削除 

第22条 削除 
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第２節 第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る契約 

（第４種契約の単位） 

第23条 当社は、共通編第８条（ＩＰ通信網契約の単位）に規定する契約の単位とし

て、１の第４種契約者識別番号ごとに１の第４種契約を締結します。この場合、第

４種契約者は、１の第４種契約につき１人に限ります。 

（第４種契約申込みの方法） 

第24条 共通編第９条（ＩＰ通信網契約申込みの方法）に規定する契約申込みの方法

として、第４種契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について当社が指定し

た方法により第４種契約の申込みを行っていただきます。 

 (1) 利用者識別共通符号 

(2) 第４種オープンコンピュータ通信網サービスの区別及び通信又は保守の態様

による細目 

(3) ＤＳＬ回線又は光アクセス回線に係る特定協定事業者の氏名又は名称 

(4) ＤＳＬ回線又は光アクセス回線について特定協定事業者と締結している契約

の内容（当社が別に定めるものに限ります。） 

(5) その他申込みの内容を特定するために必要な事項 

（注）本条第４号に規定する当社が別に定める契約の内容は、特定協定事業者の契

約約款及び料金表（ＤＳＬ回線又は光アクセス回線に係るものに限ります。）に

規定する事項のうち、当社が第４種オープンコンピュータ通信網サービスを提

供するために必要な事項及び料金又は工事に関する費用を適用するために必要

な事項とします。 

（第４種契約申込みの承諾） 

第24条の２ 当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込の承諾）第２項のほか、次

に掲げる場合には、その第４種契約の申込みを承諾しないことがあります。 

料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー２のタイプ４（コースｖ６に限りま

す。）に係る申込みの場合に、その申込みをした者が第４種契約者（カテゴリー２の

タイプ４（コース１、コースＮ若しくはコースＰ１に限ります。）に係る者に限りま

す。）ではないとき又はその申込みと同時にカテゴリー２のタイプ４（コース１、コ

ースＮ若しくはコースＰ１に限ります。）に係る申込みがないとき。 

第25条 削除 

第26条 削除 

第27条 削除 

（併用サービスに係る契約の解除に伴う第４種契約の扱い） 

第27条の２ 当社は、第４種契約（カテゴリー２のタイプ４（コース１、コースＮ又

はコースＰ１に限ります。）に係るものに限ります。）の解除があったときは、その

第４種契約者に係る第４種契約（カテゴリー２のタイプ４（コースｖ６に限ります。）

に係るものに限ります。）を解除します。 

（最低利用期間） 

第28条 共通編第11条（最低利用期間）に規定する最低利用期間として、第４種オー

プンコンピュータ通信網サービスには、料金表第１表（料金）に定めるところによ

り最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、第４種オープンコンピュータ通信網サービスの提供を開

始した日から起算して１年間とします。 

３ 第４種契約者は、前項の最低利用期間内に第４種契約の解除又は品目等の変更が

あった場合は、当社が定める期日までに、料金表第１表に規定する額を支払ってい

ただきます。 

（品目等の変更） 

第29条 第４種契約者は、第４種オープンコンピュータ通信網サービスの通信又は保

守の態様による細目の変更の請求をすることができます。 

ただし、料金表第１表（料金）に別段の定めがある場合は、その定めるところに
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よります。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）の規定に準じて取り扱います。 

（利用者識別共通符号の変更等） 

第30条 第４種契約者（料金表第１表（料金）に規定するPPPoE接続に係る者に限りま

す。）は、第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る利用者識別共通符号の

変更の請求をすることができます。 

２ 第４種契約者（料金表第１表に規定するカテゴリー３又はカテゴリー４であって、

PPPoE接続に係る者に限ります。）は、第４種オープンコンピュータ通信網サービス

に係る利用者識別共通符号の追加の請求をすることができます。 

３ 前２項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの

承諾）の規定に準じて取り扱います。 

（第４種契約に基づく権利の譲渡） 

第30条の２ 当社は、共通編第13条（ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡）第２項の

規定により第４種利用権（第４種契約者が第４種契約に基づいて第４種オープンコ

ンピュータ通信網サービスの提供を受ける権利をいいます。以下同じとします。）の

譲渡の承認を求められたときは、共通編第13条第３項のほか次の場合を除いて、こ

れを承認します。 

第４種利用権（カテゴリー２のタイプ４（コースｖ６に限ります。）に限ります。）

を譲り受けようとする者が、その第４種利用権に係る第４種オープンコンピュータ

通信網サービスとともに第４種オープンコンピュータ通信網サービス（カテゴリー

２のタイプ４（コース１、コースＮ又はコースＰ１に限ります。）に限ります。）を

利用することとならないとき。 

（第４種契約者からのＩＰアドレスの提供） 

第30条の３ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスの提供にあたり、第４種契

約者の持つＩＰアドレスを当社に提供していただくことがあります。 

（その他の契約内容の変更） 

第31条 当社は、第４種契約者から請求があったときは、第24条（第４種契約申込み

の方法）第５号に規定する契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）の規定に準じて取り扱います。 

 

第３節 削除 

第32条 削除 

第33条 削除 

第34条 削除 

第35条 削除 

第36条 削除 

第37条 削除 

第38条 削除 

第39条 削除 

第40条 削除 

第41条 削除 

第42条 削除 

第43条 削除 

 

第４節 第６種オープンコンピュータ通信網サービスに係る契約 

（第６種契約の単位） 

第44条 当社は､共通編第８条（ＩＰ通信契約の単位）に規定する契約の単位として、

次のとおり第６種契約を締結します｡この場合、第６種契約者は、１の第６種契約に
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つき１人に限ります。 

(1) 料金表第１表（料金）に規定するタイプ６又はタイプ７に係る第６種オープン

コンピュータ通信網サービスの場合 

１のモバイルアクセス回線番号ごとに１の第６種契約 

(2) 前号以外の第６種オープンコンピュータ通信網サービスの場合 

１の契約者識別符号ごとに１の第６種契約 

（加入者回線又は接続契約者回線等の収容） 

第45条 加入者回線は、当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所の交換設備等に収

容し、接続契約者回線等は回線収容部に収容します。 

２ 当社は、技術上又は業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、他のＩＰ通信

網サービス取扱所の交換設備等又は回線収容部への収容の変更を行うことがありま

す。 

（第６種契約申込みの方法） 

第46条 共通編第９条（ＩＰ通信網契約申込みの方法）に規定する契約申込みの方法

として、第６種契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について当社が指定し

た方法により第６種契約の申込みを行っていただきます。 

(1) 第６種オープンコンピュータ通信網サービスの区別、品目及び通信又は保守の

態様による細目 

(2) ＤＳＬ回線又は光アクセス回線に係る特定協定事業者の氏名又は名称 

(3) ＤＳＬ回線又は光アクセス回線に係る終端の場所 

(4) ＤＳＬ回線又は光アクセス回線について特定協定事業者と締結している契約

の内容（当社が別に定めるものに限ります。） 

(5) 削除 

(6) その他申込みの内容を特定するために必要な事項 

（注）本条第１項第４号に規定する当社が別に定める契約の内容は、特定協定事業者

の契約約款及び料金表（ＤＳＬ回線又は光アクセス回線に係るものに限ります。）

に規定する事項のうち、当社が第６種オープンコンピュータ通信網サービスの料

金又は工事に関する費用を適用するために必要な事項とします。 

（第６種契約申込みの承諾） 

第47条 当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込の承諾）第２項のほか、次に掲

げる場合には、その第６種契約の申込みを承諾しないことがあります。 

(1) 料金表第１表に規定するカテゴリー１又はカテゴリー３のタイプ６又はタイ

プ７に係る第６種契約の申込みをした者が、法人（法人に相当すると当社が認め

るものを含みます。）でないとき。 

(2) 第６種オープンコンピュータ通信網サービス（カテゴリー１又はカテゴリー３

のタイプ６又はタイプ７に係るものに限ります。）の利用目的が、その第６種オー

プンコンピュータ通信網サービスを利用した電気通信サービスの提供の場合であ

って、法人以外の者への提供であるとき。 

（最低利用期間） 

第48条 共通編第11条（最低利用期間）に規定する最低利用期間として、第６種オー

プンコンピュータ通信網サービスには、料金表第１表（料金）に定めるところによ

り最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、次のとおりとします。 

(1) 料金表第１表に規定する第６種オープンコンピュータ通信網サービスのタイ

プ３又はタイプ４の場合 

 第６種オープンコンピュータ通信網サービスの提供を開始した日から起算して

１月間とします。 

(2) 料金表第１表に規定する第６種オープンコンピュータ通信網サービスのタイ

プ６のテレワーク・スタートパックプランの場合 

 第６種オープンコンピュータ通信網サービスの提供を開始した日から起算して
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１年間とします。 

(3) 料金表第１表に規定する第６種オープンコンピュータ通信網サービスのタイ

プ６（テレワーク・スタートパックプランを除きます。）又はタイプ７の場合 

 最低利用期間を設定しません。 

３ 第６種契約者は、前項の最低利用期間内に第６種契約の解除又は第６種オープン

コンピュータ通信網サービスの品目等の変更等があった場合は、当社が定める期日

までに、料金表第１表に規定する額を支払っていただきます。 

（品目等の変更） 

第49条 第６種契約者は、第６種オープンコンピュータ通信網サービスの区別、品目

又は通信又は保守の態様による細目の変更の請求をすることができます。 

  ただし、料金表第１表（料金）に別段の定めがある場合は、その定めるところに

よります。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）及び第47条（第６種契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

第50条 削除 

（特定加入者回線の移転） 

第51条 第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー５からカテゴリ

ー７又はカテゴリー９に係るものに限ります。）は、特定加入者回線の移転の請求を

することができます。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）及び第47条（第６種契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

（回線収容部の変更等） 

第52条 第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー１のタイプ３又

はタイプ４に係る者又はカテゴリー８に係る者に限ります。）は、ＤＳＬ回線又は光

アクセス回線に係る終端の場所について変更の申込みを特定協定事業者に行うとき

は、その内容について契約事務を行うＩＰ通信網サービス取扱所に届け出ていただ

きます。 

２ 前項の届出により、そのＤＳＬ回線又は光アクセス回線について他のＩＰ通信網

サービス取扱所の回線収容部ヘの収容の変更その他そのＤＳＬ回線又は光アクセス

回線に係る第６種契約について契約内容の変更を行う必要が生じたときは、当社は、

その変更を行います。 

 ただし、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承諾）第２項各号及び第47条（第

６種契約申込みの承諾）各号のいずれかに該当する場合は、その変更を行わないこ

とがあります。 

３ 前項ただし書きの場合において、第６種契約者は、第６種オープンコンピュータ

通信網サービスを利用できないことがあります。この場合、当社は、その第６種契

約者にそのことを通知します。 

第52条の２ 削除 

（電子メールの利用） 

第53条 第６種契約者は、料金表第１表（料金）に定めるところにより、電子メール

の利用の請求をすることができます。 

（特定ダイヤルアップ接続） 

第54条 第６種契約者は、料金表第１表（料金）に定めるところにより、特定ダイヤ

ルアップ回線からアクセスポイントに接続して通信を行うことができます。 

第55条 削除 

第56条 削除 

第57条 削除 

（第６種契約に基づく権利の譲渡） 

第58条 当社は、共通編第13条（ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡）第２項の規定

により第６種利用権（第６種契約者が第６種契約に基づいて第６種オープンコンピ

ュータ通信網サービスの提供を受ける権利をいいます。以下同じとします。）の譲渡
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の承認を求められたときは、共通編第13条第３項のほか次の場合を除いて、これを

承認します。 

(1) 第６種利用権（カテゴリー１又はカテゴリー３のタイプ６又はタイプ７に係る

ものに限ります。）を譲り受けようとする者が、法人（法人に相当すると当社が認

めるものを含みます。）でないとき。 

(2) 利用権を譲り受けようとする者に係る第６種オープンコンピュータ通信網サ

ービス（カテゴリー１又はカテゴリー３のタイプ６又はタイプ７に係るものに限

ります。）の利用目的が、その第６種オープンコンピュータ通信網サービスを利用

した電気通信サービスの提供の場合であって、法人以外の者への提供であるとき。 

（光アクセス回線の事業者変更） 

第58条の２ 第６種契約者（特定加入者回線（光コラボレーションモデルに関する契

約に係るものに限ります。）に係る者に限ります。）は、光アクセス回線の事業者変

更（出）の請求をすることができます。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）第２項各号のいずれかに該当する場合のほか、次の場合を除いて、これを承諾

します。 

(1) 事業者変更先の電気通信事業者が承諾しないとき。 

(2) 特定加入者回線に係る品目若しくは細目の変更又は移転の請求があるとき。 

(3) その他光アクセス回線の事業者変更（出）に関する業務の遂行に係る当社と東

日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社との契約に基づく条件に適合

しないとき。 

３ 当社は、第１項の請求を承諾したときは、事業者変更承諾番号（光アクセス回線

の事業者変更の手続きに必要となる番号をいいます。以下同じとします。）を発行し

ます。この場合において、事業者変更承諾番号は、発行日から起算して15日間に限

り有効とします。 

（その他の契約内容の変更） 

第59条 当社は、第６種契約者から請求があったときは、第46条（第６種契約申込み

の方法）第１項第６号に規定する契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）及び第47条（第６種契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

 

第５節 第７種オープンコンピュータ通信網サービスに係る契約 

第60条 削除 

（第７種契約の種類） 

第60条の２ 第７種オープンコンピュータ通信網サービス（料金表第１表（料金）に

規定するカテゴリーＶＰＮに限ります。）に係る契約には、次の種類があります。 

(1) ＶＰＮ代表契約 

(2) ＶＰＮ回線契約 

（第７種契約の単位） 

第61条 当社は、共通編第８条（ＩＰ通信網契約の単位）に規定する契約の単位とし

て、次のとおり第７種契約を締結します。 

(1) 料金表第１表（料金）に規定するカテゴリーｖＵＴＭの場合 

１の契約者識別符号ごとに１の第７種契約を締結します。 

(2) 料金表第１表（料金）に規定するカテゴリーＶＰＮの場合 

ＶＰＮ代表契約については、１のＶＰＮグループごとに１のＶＰＮ代表契約を

締結し、ＶＰＮ回線契約については、１の契約者回線等ごとに１のＶＰＮ回線契

約を締結します。 

２ 前項の場合、第７種契約者は、１の第７種契約につき１人に限ります。 

（加入者回線又は他社接続契約者回線の収容） 

第62条 加入者回線は、当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所の交換設備等に収
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容し、他社接続契約者回線は、回線収容部に収容します。 

２ 当社は、技術上又は業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、他のＩＰ通信

網サービス取扱所の交換設備等又は回線収容部への収容の変更を行うことがありま

す。 

（第７種契約申込みの方法） 

第63条 共通編第９条（ＩＰ通信網契約申込みの方法）に規定する契約申込みの方法

として、第７種契約の申込みをするときは、次に掲げる事項について当社が指定し

た方法により第７種契約の申込みを行っていただきます。 

(1) 第７種契約の種類 

(2) 所属するＶＰＮグループ（ＶＰＮ回線契約に係るものに限ります。以下「所属

ＶＰＮグループ」といいます。） 

(3) 第７種オープンコンピュータ通信網サービスの区別、品目及び通信又は保守の

態様による細目 

(4) 光アクセス回線に係る特定協定事業者の氏名又は名称 

(5) 光アクセス回線に係る終端の場所 

(6) 光アクセス回線について特定協定事業者と締結している契約の内容（当社が別

に定めるものに限ります。） 

(7) その他申込みの内容を特定するために必要な事項 

（注）本条第６号に規定する当社が別に定める契約の内容は、特定協定事業者の契約

約款及び料金表（光アクセス回線に係るものに限ります。）に規定する事項のうち、

当社が第７種オープンコンピュータ通信網サービスの料金又は工事に関する費用

を適用するために必要な事項とします。 

第64条 削除 

（第７種契約申込みの承諾） 

第64条の２ 当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承諾）第２項のほか、

ＶＰＮ回線契約の申込みについて、所属ＶＰＮグループのＶＰＮ代表契約者の同意

がない場合は、そのＶＰＮ回線契約の申込みを承諾しないことがあります。 

（最低利用期間） 

第65条 共通編第11条（最低利用期間）に規定する最低利用期間として、第７種オー

プンコンピュータ通信網サービスには、料金表第１表（料金）に定めるところによ

り最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、第７種オープンコンピュータ通信網サービスの提供を開

始した日から起算して１月間とします。 

３ 第７種契約者は、前項の最低利用期間内に第７種契約の解除又は第７種オープン

コンピュータ通信網サービスの品目等の変更があった場合は、当社が定める期日ま

でに、料金表第１表に規定する額を支払っていただきます。 

（品目等の変更） 

第66条 第７種契約者は、第７種オープンコンピュータ通信網サービスの品目又は通

信又は保守の態様による細目の変更の請求をすることができます。 

ただし、料金表第１表（料金）に別段の定めがある場合はこの限りでありません。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）及び第64条の２（第７種契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

第67条 削除 

第68条 削除 

（所属ＶＰＮグループの変更） 

第68条の２ ＶＰＮ回線契約者は、所属ＶＰＮグループの変更（そのＶＰＮ回線契約

の所属先となるＶＰＮグループを変更することその他の変更をいいます。以下同じ

とします。）の請求をすることができます。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）及び第64条の２（第７種契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 



15 

（特定加入者回線の移転） 

第68条の３ 第７種契約者は、特定加入者回線の移転の請求をすることができます。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）及び第64条の２（第７種契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

（回線収容部の変更等） 

第69条 第７種契約者は、光アクセス回線に係る終端の場所について変更の申込みを

特定協定事業者に行うときは、その内容について契約事務を行うＩＰ通信網サービ

ス取扱所に届け出ていただきます。 

２ 前項の届出により、その光アクセス回線について他のＩＰ通信網サービス取扱所

の回線収容部ヘの収容の変更その他その光アクセス回線に係る第７種契約について

契約内容の変更を行う必要が生じたときは、当社は、その変更を行います。 

ただし、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承諾）第２項各号又は第64条の

２（第７種契約申込みの承諾）のいずれかに該当する場合は、その変更を行わない

ことがあります。 

３ 前項ただし書きの場合において、第７種契約者は、第７種オープンコンピュータ

通信網サービスを利用できないことがあります。この場合、当社は、その７種契約

者にそのことを通知します。 

第70条 削除 

第71条 削除 

第72条 削除 

第73条 削除 

（第７種契約に基づく権利の譲渡） 

第73条の２ 当社は、共通編第13条（ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡）第２項の

規定により第７種利用権（第７種契約者が第７種契約に基づいて第７種オープンコ

ンピュータ通信網サービスの提供を受ける権利をいいます。以下同じとします。）の

譲渡の承認を求められたときは、共通編第13条第３項のほか、所属ＶＰＮグループ

のＶＰＮ代表契約者の同意がない場合を除いて、これを承認します。 

（光アクセス回線の事業者変更） 

第73条の３ 第７種契約者（特定加入者回線（光コラボレーションモデルに関する契

約に係るものに限ります。）に係る者に限ります。）は、光アクセス回線の事業者変

更（出）の請求をすることができます。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）第２項各号のいずれかに該当する場合のほか、次の場合を除いて、これを承諾

します。 

(1) 所属ＶＰＮグループのＶＰＮ代表契約者の同意がないとき。 

(2) 事業者変更先の電気通信事業者が承諾しないとき。 

(3) 特定加入者回線に係る品目若しくは細目の変更又は移転の請求があるとき。 

(4) その他光アクセス回線の事業者変更（出）に関する業務の遂行に係る当社と東

日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社との契約に基づく条件に適合

しないとき。 

３ 当社は、第１項の請求を承諾したときは、事業者変更承諾番号を発行します。こ

の場合において、事業者変更承諾番号は、発行日から起算して15日間に限り有効と

します。 

（その他の契約内容の変更） 

第74条 当社は、第７種契約者から請求があったときは、第63条（第７種契約申込み

の方法）第７号に規定する契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承

諾）及び第64条の２（第７種契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

（当社が行う第７種契約の解除） 

第74条の２ 当社は、共通編第15条（当社が行うＩＰ通信網契約の解除）に定めるほ
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か、ＶＰＮ代表契約が解除された場合は、そのＶＰＮグループに係るすべてのＶＰ

Ｎ回線契約を解除することがあります。 

２ 当社は、共通編第15条（当社が行うＩＰ通信網契約の解除）に定めるほか、その

ＶＰＮグループに係るのすべてのＶＰＮ回線契約が解除された場合は、そのＶＰＮ

代表契約を解除することがあります。 

 

第６節 削除 

第75条 削除 

第76条 削除 

第77条 削除 

第78条 削除 

第79条 削除 

第80条 削除 

第81条 削除 

第82条 削除 

第83条 削除 

第84条 削除 

第５章 付加機能 

（付加機能の提供） 

第84条の２ 当社は、共通編第18条（付加機能の提供）第１項に定めるほか、第７種

オープンコンピュータ通信網サービスに係る付加機能について、所属ＶＰＮグルー

プのＶＰＮ代表契約者の同意がない場合を除き提供します。 

（付加機能の変更） 

第85条 オープンコンピュータ通信網契約者は、付加機能の利用内容の変更の請求を

することができます。 

ただし、料金表に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、共通編第18条（付加機能の提供）第２項の

規定に準じて取り扱います。 

（付加機能の廃止） 

第85条の２ 当社は、ＩＰ通信網契約が解除された場合は、共通編第19条（付加機能

の廃止）に定めるところによりそのＩＰ通信網契約に係る付加機能を廃止します。 

（付加機能の最低利用期間） 

第86条 付加機能（料金表第１表（料金）に規定するワイヤレスバックアップ機能に

限ります。以下この条において同じとします。）には、最低利用期間があります。 

２ 前項の最低利用期間は、付加機能の提供を開始した日から起算して１月間としま

す。 

３ ＶＰＮ回線契約者は、前項の最低利用期間内に付加機能の廃止があった場合は、

第89条（オープンコンピュータ通信網サービスに係る料金等の支払義務）及び料金

表通則の規定にかかわらず、残余の期間に対応する付加機能利用料（料金表第１表

に規定するワイヤレスバックアップ機能に係るものに限ります。）に相当する額を、

当社が定める期日までに、一括して支払っていただきます。 

第６章 利用停止 

（利用停止） 

第86条の２ 共通編第24条（利用停止）のほか、当社は、次の場合には、そのオープ

ンコンピュータ通信網サービスの一部又は全部の利用を停止することがあります。 

(1) 第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー１のタイプ６

（200kbpsコースに限ります。）又はカテゴリー３のタイプ６（200kbpsコースに限

ります。）に係る者に限ります。）が１の料金月に行った通信におけるパケットの
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数又は通信量が当社所定の基準を超過した場合 

(2) 第４種契約者が、あらかじめ当社の承諾なく、その第４種オープンコンピュー

タ通信網サービスを利用して、第三者に卸電気通信役務を提供した場合 

(3) 第４種契約者が、料金表第１表（料金）に規定する付加機能（ＩＰｖ４（ＩＰ

ｏＥ）接続機能に限ります。）を利用するにあたり、第４種回線制御装置若しくは

それに相当する機能を有する端末設備以外の端末設備を設置した場合 

(4) 料金表第１表に規定する付加機能（ＩＰｖ４（ＩＰｏＥ）接続機能に限ります。）

を利用するために設置している端末設備に異常がある場合その他電気通信サービ

スの円滑な提供に支障がある場合に当社が行う検査を受けることを拒んだ場合、

又はその検査の結果、当社がその端末設備の利用が不適合と判断したにもかかわ

らず端末設備の利用を中止しなかった場合 

２ 前項の規定によりオープンコンピュータ通信網サービスの利用停止をするときは、

当社は、共通編第24条の規定に準じて取扱います。 

第７章 通信 

（通信利用の制限等） 

第87条 共通編第26条（通信利用の制限等）のほか、モバイルアクセスを利用して行

う通信については、第６種オープンコンピュータ通信網サービス区域内又は第７種

オープンコンピュータ通信網サービス区域内であっても車両等の走行中の車内、屋

内、地下駐車場、ビルの陰、トンネル又は山間部等電波の伝わりにくいところでは、

通信を行うことができない場合（通信速度が低下する場合を含みます。）があります。 

２ 当社は、モバイルアクセスを利用して行う通信のトラフィック量が当社所定の基

準を超過する場合であって、当社の業務の遂行又は当社の電気通信設備に支障を及

ぼし、又は及ぼすおそれがあるときは、そのモバイルアクセスに係るＩＰ通信網サ

ービスの利用を制限することがあります。 

３ 当社は、モバイルアクセスを利用して行う通信（第６種オープンコンピュータ通

信網サービスについては、当社が卸電気通信役務として提供するものに係る通信に

限ります。）について、一定時間内に大量又は多数の通信があったと当社が認める場

合は、そのモバイルアクセスからの通信の利用を制限することがあります。 

４ 当社は、第６種オープンコンピュータ通信網サービスのタイプ６（５Ｇプランに

限ります。）及びタイプ７には、共通編第26条（通信利用の制限等）第１項に定める

特定の機関に係る契約者回線又は加入者回線等における通信の優先的な取扱いを適

用しません。 

（料金適用上必要な事項の測定等） 

第88条 削除 

２ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る利用速度の測定等については、

料金表第１表（料金）に定めるところによります。 

３ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る接続利用者識別符号数（第４

種契約者が指定する者がＤＳＬ回線若しくは光アクセス回線を使用して行った通信

の数をいいます。以下同じとします。）の測定等については、料金表第１表に定める

ところによります。 

４ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスに係る課金対象パケット又は通信量

は、当社（契約事業者を含みます。）の機器により測定します。 

第８章 料金等 

第１節 料金等の支払義務 

（オープンコンピュータ通信網サービスに係る料金等の支払義務） 

第89条 共通編第29条（利用料金等の支払義務）に規定する料金等の支払義務として、

オープンコンピュータ通信網サービスに係る料金等の支払いは第90条（定額利用料

等の支払義務）から第93条（利用料等の支払義務）までのとおりとします。 
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（定額利用料等の支払義務） 

第90条 ＩＰ通信網契約者（第６種契約者又は第７種契約者に限ります。以下本条に

おいて同じとします。）は、その契約に基づいて当社がオープンコンピュータ通信網

サービスの提供を開始した日（付加機能又は端末設備についてはその提供を開始し

た日）から起算して、契約の解除があった日（付加機能又は端末設備についてはそ

の廃止のあった日）の前日までの期間（提供を開始した日と解除又は廃止のあった

日が同一の日である場合は、１日間とします。）について、当社が提供するオープン

コンピュータ通信網サービスの態様に応じて料金表第１表（料金）に規定する第６

種契約又は第７種契約に係る利用料金及び使用料（以下「定額利用料等」といいま

す。）の支払いを要します。 

２ 前項の期間において、利用中止等によりオープンコンピュータ通信網サービスを利

用することができない状態が生じたときの料金の支払いは、次によります。 

(1) 利用停止があったときは、ＩＰ通信網契約者は、その期間中の定額利用料等の

支払いを要します。 

(2) 前号の規定によるほか、ＩＰ通信網契約者は、次の場合を除き、オープンコン

ピュータ通信網サービスを利用できなかった期間中の定額利用料等の支払いを要

します。 
 

区      別 支払いを要しない料金 

１ ＩＰ通信網契約者の責めによらな

い理由により、そのオープンコンピュ

ータ通信網サービスを全く利用でき

ない状態（その契約に係る電気通信設

備によるすべての通信に著しい支障

が生じ、全く利用できない状態と同程

度の状態となる場合を含みます｡以下

この表において同じとします。)が生

じた場合（２欄、３欄又は４欄に該当

する場合及びＤＳＬ回線の区間にお

いて、当社が別に定める理由により全

く利用できない状態となる場合を除

きます。)に、そのことを当社が知っ

た時刻から起算して24時間以上その

状態が連続したとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間（24時間の倍数であ

る部分に限ります。）について、24時間

ごとに日数を計算し、その日数に対応す

るそのオープンコンピュータ通信網サ

ービスについての料金 

２ 当社の故意又は重大な過失により

そのオープンコンピュータ通信網サ

ービスを全く利用できない状態が生

じたとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間について、その時間

に対応するそのオープンコンピュータ

通信網サービスについての料金 

３ 回線収容部の変更等又は移転に伴

って、オープンコンピュータ通信網サ

ービスを利用できなくなった期間が

生じたとき（ＩＰ通信網契約者の都合

によりオープンコンピュータ通信網

サービスを利用しなかった場合であ

って、その設備を保留したときを除き

ます。）。 

利用できなくなった日から起算し、再び

利用できる状態とした日の前日までの

日数に対応するそのオープンコンピュ

ータ通信網サービスについての料金 

４ オープンコンピュータ通信網サー

ビスの接続休止をしたとき。 

接続休止をした日から起算し、再び利用

できる状態とした日の前日までの日数

に対応するそのオープンコンピュータ
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通信網サービスについての料金 

 

３ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その

料金を返還します。 

（注）本条第２項に規定する当社が別に定める理由は、ＤＳＬ回線に係る共通編別記

２の(1)に掲げる特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定するＤＳＬ方式に

起因する事象によるものとします。 

第90条の２ 前条の規定にかかわらず、ＩＰ通信網契約者は、その契約に基づいて当

社が付加機能（料金表第１表（料金）に規定するセキュリティ機能に限ります。以

下この条において同じとします。）の提供を開始した日から起算して、その付加機能

の廃止があった日の前日までの期間について、料金表第１表に規定する付加機能利

用料の支払いを要します。 

 ただし、その付加機能の提供を開始した日を含む料金月については、付加機能利

用料の支払いを要しません。 

２ 前項の期間において、オープンコンピュータ通信網サービスを利用することがで

きない状態が生じたときの料金の支払いは、前条第２項の規定に準ずるものとしま

す。 

３ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その

料金を返還します。 

第91条 削除 

第92条 第６種契約者は、特定ダイヤルアップ回線からアクセスポイントに接続して

行った通信（その第６種契約者以外の者が、その第６種契約者に係る契約者識別符

号及び暗証符号を送信して接続した場合の通信を含みます。）について、料金表第１

表（料金）の規定に基づいて算定した料金の支払いを要します。 

２ 第６種契約者は、モバイルアクセスを利用して行った通信又は付加機能（料金表

第１表に規定する国際ローミング機能に限ります。）を利用して行った通信（その第

６種契約者以外の者が行ったものを含みます。）について、当社が測定した課金対象

パケット又は通信量と料金表第１表の規定とに基づいて算定した料金の支払いを要

します。 

３ 第６種契約者は、前２項の料金について、当社の機器の故障等により正しく算定

することができなかった場合は、料金表第１表に定めるところにより算定した料金

額の支払いを要します。この場合において、当社は、特別の事情があるときは、第

６種契約者と協議し、その事情を参酌するものとします。 

（利用料等の支払義務） 

第93条 第４種契約者は、その契約に基づいて当社がオープンコンピュータ通信網サ

ービスの提供を開始した日を含む料金月（付加機能についてはその提供を開始した

日）から起算して、契約の解除があった日を含む料金月（付加機能についてはその

廃止のあった日の前日）までの期間（提供を開始した日と解除又は廃止のあった日

が同一の日である場合は、１日間とします。）について、当社が測定した接続利用者

識別符号数（その第４種契約者が指定する者以外の者が、その第４種契約者が指定

する者に係る利用者識別符号を含む情報を送信した場合の接続に係る接続利用者識

別符号数を含みます。）、当社（契約事業者を含みます。）が測定した利用速度と料金

表第１表（料金）の規定とに基づいて算定した料金（以下「利用料等」といいます。）

の支払いを要します。 

 ただし、料金表に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

２ 前項の期間において、オープンコンピュータ通信網サービスを利用することがで

きない状態が生じたときの料金の支払いは、次によります。 

(1) 利用停止があったときは、第４種契約者は、その期間中の利用料等の支払いを
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要します。 

(2) 前号の規定によるほか、第４種契約者は、次の場合を除き、オープンコンピュ

ータ通信網サービスを利用できなかった期間中の利用料等の支払いを要します。 
 

区      別 支払いを要しない料金 

１ 第４種契約者の責めによらない理

由により、そのオープンコンピュータ

通信網サービスを全く利用できない

状態（その契約に係る電気通信設備に

よるすべての通信に著しい支障が生

じ、全く利用できない状態と同程度

の状態となる場合を含みます｡以下

この表において同じとします。)が生

じた場合（２欄又は３欄に該当する場

合及びＤＳＬ回線の区間において、当

社が別に定める理由により全く利用

できない状態となる場合を除きま

す。）に、そのことを当社が知った時

刻から起算して、24時間以上その状態

が連続したとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間（24時間の倍数であ

る部分に限ります。）について、24時間

ごとに日数を計算し、その日数に対応す

るそのオープンコンピュータ通信網サ

ービスについての料金（利用料の加算額

を除きます｡) 

２ 当社の故意又は重大な過失により

そのオープンコンピュータ通信網サ

ービスを全く利用できない状態が生

じたとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間について、その時間

に対応するそのオープンコンピュータ

通信網サービスについての料金（利用料

の加算額を除きます。） 

３ オープンコンピュータ通信網サー

ビスの接続休止をしたとき。 

接続休止をした日から起算し、再び利用

できる状態とした日の前日までの日数

に対応するそのオープンコンピュータ

通信網サービスについての料金（利用料

の加算額を除きます｡） 

 

３ 第４種契約者は、利用料等について、当社の機器の故障等により正しく算定する

ことができなかった場合は、料金表第１表（料金）に定めるところにより算定した

料金額の支払いを要します。この場合において、当社は、特別の事情があるときは、

第４種契約者と協議し、その事情を参酌するものとします。 

４ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その

料金を返還します。 

（注）本条第２項に規定する当社が別に定める理由は、ＤＳＬ回線に係る共通編別記

２の(1)に掲げる特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定するＤＳＬ方式に

起因する事象によるものとします。 

第94条 削除 

第95条 削除 

第96条 削除 

（工事費の支払義務） 

第97条 共通編第31条（工事費の支払義務）に加えて、ＩＰ通信網契約者（第６種契

約者又は第７種契約者に限ります。以下本条において同じとします。）は、第52条（回

線収容部の変更等）又は第69条（回線収容部の変更等）に規定する回線収容部の変

更等を行ったときは、ＩＰ通信網契約者は、料金表第２表（工事に関する費用）に

規定する工事費の支払いを要します。 



21 

 ただし、工事の着手前にその契約の解除、その工事の請求の取消しがあった場合

は、この限りでありません。この場合、既にその工事費が支払われているときは、

当社は、その工事費を返還します。 

２ 工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかかわらず、ＩＰ通

信網契約者は､ その工事に関して解除等があったときまでに着手した工事の部分に

ついて、その工事に要した費用を負担していただきます。この場合において、負担

を要する費用の額は、その費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 
 

第２節 保証金 

（保証金） 

第98条 当社は、次の場合には、第４種契約の申込みの承諾にあたり、第４種契約の

申込みをした者に対し、保証金の預入れを請求します。 

 ただし、第４種契約の申込みをした者が、国の機関若しくは地方公共団体（国又

は地方公共団体に準ずる機関を含みます。）又は保証金に代わる銀行（銀行法（昭和

56年法律第59号）第２条に規定する銀行をいいます。以下この条において同じとし

ます。）若しくは当社が指定する金融機関の保証を受けた者である場合には、この限

りでありません。 

(1) 第４種契約の申込みをした者が、第４種オープンコンピュータ通信網サービス

の料金又は工事に関する費用の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

(2) 第４種契約の申込みをした者が、一定の経理的基礎を有していないとき。 

２ 保証金の額及び預入期間は、当社が別に定めるところによります。 

３ 保証金については、無利息とします。 

４ 当社は、第４種契約の解除があったときは、保証金をその第４種契約者に返還し

ます。この場合、その第４種契約者がその第４種契約に基づき支払うべき額がある

ときは、返還額をその額に充当します。 

５ 前３項の規定は、銀行又は当社が指定する金融機関の保証による場合について準

用します。 

（注）本条第２項に規定する当社が別に定める保証金の額はその第４種オープン

コンピュータ通信網サービスの利用料の基本額に12を乗じて得た額とし、預

入期間は１年間とします。 

第９章 損害賠償 

（責任の制限） 

第99条 共通編第38条（責任の制限）第１項の場合において、当社は、オープンコン

ピュータ通信網サービスが全く利用できない状態にあることを当社が知った時刻以

後のその状態が連続した時間（24時間の倍数である部分に限ります。）について、24

時間ごとに日数を計算し、その日数に対応するそのオープンコンピュータ通信網サ

ービスに係る次に掲げる料金（料金表第１表（料金）に規定する付加機能利用料（国

際ローミング機能又は簡易メール（ＳＭＳ）機能（本邦から外国の電気通信事業者

の提供する電気通信サービスの提供区域に送信するもの又は国際ローミング事業者

の提供する電気通信サービスの提供区域から送信するものに限ります。）に係るもの

に限ります。）を除きます。）の合計額を発生した損害とみなし、その額に限って賠

償します。 

(1) 料金表第１表に規定する利用料金及び使用料 

(2) 料金表第１表に規定する利用料、当社が別に定める定額利用料の加算額及び当

社が別に定める付加機能利用料（オープンコンピュータ通信網サービスを全く利

用できない状態が連続した期間の初日の属する料金月の前６料金月の１日当たり

の平均利用料金（前６料金月の実績を把握することが困難な場合には、当社が別

に定める方法により算出した額）により算出します。） 

２ 共通編第38条第１項及び第１項の規定にかかわらず、損害賠償の取扱いについて

料金表第１表に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 
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（注１）第１項第２号に規定する当社が別に定める定額利用料の加算額は、特定ダイ

ヤルアップ回線及びモバイルアクセスの利用の場合の定額利用料の加算額としま

す。 

（注２）第１項第２号に規定する当社が別に定める付加機能利用料は、簡易メール（Ｓ

ＭＳ）機能（本邦から本邦へ送信するものに限ります。）及びＩＰｖ４（ＩＰｏＥ）

接続機能に係るものとします。 

（注３）第１項第２号に規定する当社が別に定める方法により算出した額は、原則と

して、オープンコンピュータ通信網サービスを全く利用できない状態が生じた日

前の実績が把握できる期間における１日当たりの平均の利用に関する料金としま

す。 

（注４）第１項の場合において、日数に対応する料金額の算定に当たっては、料金表

通則の規定に準じて取り扱います。 

（免責） 

第99条の２ 当社は、当社又は協定事業者の電気通信設備の状況等により、工事日の

変更又は再工事（以下本条において「再工事等」といいます。）を行うことがありま

す。この場合において、当社は、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、そ

の再工事等に伴い発生するＩＰ通信網契約者（オープンコンピュータ通信網サービ

スに係る者に限ります。）の費用については負担しません。 

第10章 雑則 

（ＩＰ通信網契約者からの通知） 

第100条 ＩＰ通信網契約者（オープンコンピュータ通信網サービスに係る者に限りま

す。以下本条において同じとします。）は、他社接続契約者回線について、第46条（第

６種契約申込みの方法）に規定する事項又は利用権の譲渡その他当社が別に定める

異動があったときは、その内容について速やかに当社に通知していただきます。 

（注）本条第１項に規定する当社が別に定める異動は、次に掲げるものとします。 

(1) 他社接続契約者回線に係る契約を締結している者の氏名及び住所の変更 

(2) 他社接続契約者回線に係る契約の解除 

（ＩＰ通信網契約者の氏名の通知等） 

第101条 ＩＰ通信網契約者は、契約事業者（東日本電信電話株式会社又は西日本電信

電話株式会社に限ります。以下この条において同じとします。）から当社に請求があ

ったときは、当社がＩＰ通信網契約者（その契約事業者の特定加入者回線を利用し

ている者に限ります。以下この条において同じとします。）の氏名又は名称及び住所

又は居所をその契約事業者に通知する場合があることについて、予め承諾するもの

とします。 

２ ＩＰ通信網契約者は、契約事業者が以下の各号において、前項に基づき契約事業

者の保有するＩＰ通信網契約者の情報を第三者（ＩＰ通信網契約者が契約を締結し

ている事業者又は契約事業者のＩＰ通信網サービス契約約款に定める特定事業者に

限ります。以下この条において同じとします。）に開示する場合があることについて

予め承諾するものとします。 

(1) 第三者から請求があった場合における、そのＩＰ通信網契約者に関する情報の

開示 

(2) 契約事業者の委託によりＩＰ通信網サービスに関する業務を行う事業者への

そのＩＰ通信網契約者に関する情報の開示  

(3) 判決、決定、命令その他の司法上または行政上の要請、要求または命令により

その情報の開示が要求された場合における、その請求元機関への開示 

３ ＩＰ通信網契約者は、光アクセス回線の事業者変更（出）にあたり、その特定加

入者回線に係る情報（光コラボレーション事業者が締結する光コラボレーションモ

デルに関する契約に基づき契約事業者が保有する情報であって、ＩＰ通信網契約者

の氏名又は名称、住所又は居所、特定加入者回線の設置場所、特定加入者回線に係
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る品目又は細目、契約事業者がＩＰ通信網契約者に対して直接提供するサービスが

ある場合には当該サービスに関するＩＰ通信網契約者と契約事業者との契約内容を

いいます。）のうち、光アクセス回線の事業者変更を行うために必要な情報について、

契約事業者が事業者変更先の電気通信事業者に通知する必要があることについて、

予め承諾するものとします。 

（光アクセス回線の契約者の氏名等の通知等） 

第102条 ＩＰ通信網契約者（オープンコンピュータ通信網サービス（IPoE方式による

通信を行うものに限ります。以下この条において同じとします。）に係る者に限りま

す。以下この条において同じとします。）は、当社が次の行為を行う場合があること

を予め承諾するものとします。 

(1) その光アクセス回線に係る契約者の氏名又は名称、連絡先となる電話番号及び

当社が別に定める事項を東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社に

通知すること。 

(2) その光アクセス回線においてIPv6（IPoE）方式による通信を可能とする機能に

係る申込みについて、その光アクセス回線に係る契約者に代わって東日本電信電

話株式会社又は西日本電信電話株式会社に行うこと。 

２ ＩＰ通信網契約者は、光アクセス回線に係る契約者がＩＰ通信網契約者と異なる

場合には、前項の内容についてその光アクセス回線に係る契約者の同意を取得して

いただきます。 

（注）本条第１項に規定する当社が別に定める事項は、当社がオープンコンピュータ

通信網サービスを提供するために必要な事項とします。 

（ＩＰ通信網契約者に対する通知） 

第103条 ＩＰ通信網契約者に対する通知は、当社の判断により、次のいずれかの方法

で行うことができるものとします。 

(1) 当社のＷｅｂサイトに掲載して行います。この場合は、掲載された時をもって、

ＩＰ通信網契約者に対する通知が完了したものとします。 

(2) ＩＰ通信網契約者がＩＰ通信網契約の申込みの際又はその後に当社に届け出

たＩＰ通信網契約者の電子メールアドレス宛に電子メールを送信し、又はＦＡＸ

番号宛にＦＡＸを送信して行います。この場合は、当社が送信した時をもって、

ＩＰ通信網契約者に対する通知が完了したものとします。 

(3) ＩＰ通信網契約者がＩＰ通信網契約の申込みの際又はその後に当社に届け出

たＩＰ通信網契約者の住所宛に郵送して行います。この場合は、当社が発送した

時をもって、ＩＰ通信網契約者に対する通知が完了したものとします。 

(4) その他、当社が適切と判断する方法で行います。この場合は、当該通知の中で

当社が指定した時をもって、ＩＰ通信網契約者に対する通知が完了したものとし

ます。 

２ この約款又は関連法令において書面による通知手続きが求められている場合、前

項各号の手続きにより書面による通知に代えることができるものとします。 
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別記 

１ 削除 

２ 削除 

３ 削除 

４ ＩＰアドレス又はドメイン名に係る申請手続きの代行等 

(1) 当社は、第６種契約者（次のアからウまでに掲げる者に限ります。以下４にお

いて同じとします。）から請求があったときは、その第６種契約者に代わって、社

団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（以下「ＪＰＮＩＣ」とい

います。）にその第６種契約に係るＩＰアドレスの割当て若しくは返却、株式会社

日本レジストリサービス（以下「ＪＰＲＳ」といいます。）にその第６種契約に係

るドメイン名（ＪＰＲＳによって割り当てられるものに限ります。以下４におい

て同じとします。）の割当て、変更、移転若しくは廃止又はＪＰＮＩＣ若しくはＪ

ＰＲＳにその第６種契約に係るＪＰＮＩＣデータベース（ＩＰアドレス又はドメ

イン名の利用にあたりＪＰＮＩＣ又はＪＰＲＳに登録される情報をいいます。）の

登録、変更若しくは更新の申請手続き等を行います。 

ア 料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー１（タイプ６及びプラン１に係

るものを除きます。）に係る者 

イ 料金表第１表に規定するカテゴリー５（プラン１に係るものを除きます。）に

係る者 

ウ 料金表第１表に規定するカテゴリー７からカテゴリー９（いずれもプラン２

及びプラン３に係るものに限ります。）に係る者 

(2) (1)の場合、第６種契約者は、料金表第３表（附帯サービスに関する料金）に

規定する料金の支払いを要します。 

(3) 第６種契約者が利用するドメイン名（その第６種契約に係るもの(利用停止さ

れているもの及び共通編第42条（利用に係るＩＰ通信網契約者の義務）に定める

義務に違反していると当社が判断するものを除きます。）に限ります。）は、第６

種契約者からドメイン名の廃止の請求がない限り、１年ごとにドメイン名の利用

の更新が行われます。この場合、第６種契約者は、料金表第３表に規定する更新

に関する料金の支払いを要します。 

(4) 第６種契約者は、ドメイン名を利用している場合において、第６種契約の解除

をするときは、そのドメイン名について、あらかじめ指定事業者（ＪＰＲＳに対

しドメイン名に係る申請手続き等の代行を行う事業者であって、ＪＰＲＳが定め

る者をいいます。以下４において同じとします。）の変更又はドメイン名の廃止の

申請手続きに係る請求をしていただきます。 

(5) (4)の場合において、指定事業者の変更又はドメイン名の廃止の申請手続きに

係る請求が行われなかったときは、当社は、そのドメイン名について、廃止の申

請手続きを行います。この場合、当社はドメイン名の廃止に伴い発生する損害に

ついて責任を負いません。 

(6) (4)又は(5)の場合において、指定事業者の変更又はドメイン名の廃止が完了す

るまでの間にドメイン名の更新日を越えた場合は、第６種契約者は、料金表第３

表に規定する更新に関する料金の支払いを要します。 

５ オープンコンピュータ通信網サービスに係る回線制御装置の提供等 

(1) 当社は、ＩＰ通信網契約者（(2)に規定する者に限ります。以下５において同

じとします。）から請求があったとき又は料金表第１表（料金）に特定の回線制御

装置を設置又は使用してオープンコンピュータ通信網サービスを提供する旨の定

めがあるときは、そのオープンコンピュータ通信網サービスに係る回線制御装置

（ＩＰ通信網契約者が、そのＩＰ通信網契約に係るオープンコンピュータ通信網

サービスを利用して、コンピュータ通信に係る広域網を自ら構築するために使用

する装置等をいいます。以下同じとします。）を提供します。この場合、ＩＰ通信

網契約者は、料金表第３表（附帯サービスに関する料金）に規定する料金の支払
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いを要します。 

(2) 回線制御装置の提供の請求を行うことができるＩＰ通信網契約者は、料金表第

３表に規定する回線制御装置の種別ごとに、次のとおりとします。 
 

種 別 ＩＰ通信網契約者 

ＶＰＮ型 ア 第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー１

（タイプ６に係るものに限ります。）に係る者、カテゴリー３（タ

イプ６又はタイプ７に係るものに限ります。）に係る者、カテゴリ

ー８に係る者及びカテゴリー９に係る者を除きます。） 

 イ 第６種契約者（料金表第１表に規定するカテゴリー３のタイプ

６（次の(ア)から(エ)までの全てに該当するものに限ります。）に

係る者であって、その第６種契約の申込みと同時に回線制御装置

の提供の請求を行った者に限ります。） 

 (ア) １GBコース、３GBコース又は７GBコース 

(イ) ＬＴＥプラン 

(ウ) 個別認証プラン 

(エ) ＳＭＳ無プラン 

 ウ 第７種契約者 

ＵＴＭ型 第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー１（タ

イプ６に係るものに限ります。）に係る者及びカテゴリー３（タイプ

６又はタイプ７に係るものに限ります。）に係る者を除きます。） 

ＢＢルータ

ー型 

第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー７に係

る者及びカテゴリー９に係る者に限ります。） 

ＩＰｏＥル

ーター型 

第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー８に係

る者及びカテゴリー９に係る者に限ります。） 

 

(3) 当社は、ＩＰ通信網契約者から請求があったときは、料金表第３表に定めると

ころにより回線制御装置に係るオプションサービスを提供します。この場合、Ｉ

Ｐ通信網契約者は、料金表第３表に規定する料金の支払いを要します。 

(4) 当社は、ＩＰ通信網契約者から請求があったときは、回線制御装置の設置若し

くは移転、オプションサービスの利用又はその他の変更に係る工事を行います。

この場合、ＩＰ通信網契約者は、料金表第３表に規定する工事費の支払いを要し

ます。 

(5) 回線制御装置を設置するために必要な場所は、ＩＰ通信網契約者から提供して

いただきます。 

(6) 回線制御装置に必要な電気は、ＩＰ通信網契約者から提供していただきます。 

(7) ＩＰ通信網契約者が回線制御装置を利用することができなくなったときは、当

社に修理の請求をしていただきます。 

(8) 当社は、回線制御装置を提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由

により回線制御装置に障害が発生してその通常の使用ができなくなったときは、

その回線制御装置が全く使用できない状態にあることを当社が知った時刻から起

算して、次表に規定する時間以上その状態が連続したときに限り、そのＩＰ通信

網契約者の損害を賠償します。 
 

区          分 時  間 

ア イ以外の場合 96時間 

イ 料金表第３表に規定する回線制御装置の保守の区別が保守タ

イプ２の場合 

24時間 
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(9) (8)の場合において、当社は、回線制御装置が全く使用できない状態にあるこ

とを当社が知った時刻以後のその状態が連続した時間（24時間の倍数である部分

に限ります。）について、24時間ごとに日数を計算し、その日数に対応するその回

線制御装置の回線制御装置使用料を発生した損害とみなし、その額に限って賠償

します。この場合、日数に対応する料金額の算定にあたっては、料金表通則の規

定に準じて取り扱います。 

(10) 当社の故意又は重大な過失により回線制御装置に障害が発生してその通常の

使用ができなくなったときは、(8)及び(9)の規定は適用しません。 

(11) ＩＰ通信網契約者は、当社が設置した回線制御装置を善良な管理者の注意を

もって保管していただきます。 

(12) ＩＰ通信網契約者は、(11)の規定に違反して回線制御装置を亡失し、又はき

損したときは、当社が指定する期日までにその補充、修繕その他の工事等に必要

な費用を支払っていただきます。 

(13) ＩＰ通信網契約者は、回線制御装置の亡失、き損又は故障等に起因してオー

プンコンピュータ通信網サービスを利用できなかった期間中の利用料金及び回線

制御装置使用料の支払いを要します。 

(14) ＩＰ通信網契約者は、当社が設置した回線制御装置について、回線制御装置

の廃止、ＩＰ通信網契約の解除、オープンコンピュータ通信網サービスの一部若

しくは全部の廃止又はその他の事由により、その回線制御装置を使用する権利を

失ったときは、回線制御装置をＩＰ通信網契約者の費用負担により原状に復した

上で、当社が指定する期日までに当社が指定する方法によりＩＰ通信網サービス

取扱所へ速やかに返還していただきます。 

(15) ＩＰ通信網契約者は、(14)の規定による回線制御装置の返還が遅延したとき

（当社の責めに帰すべき事由による場合を除きます。）は、当社が別に算定する金

額を支払っていただきます。 

(16) ＩＰ通信網契約者は、(14)の規定による回線制御装置の返還に関し、当社が

その回線制御装置をその所在場所から撤去又は回収するときは、その撤去又は回

収に協力するものとし、これを妨害し、又は拒んだりしないものとします。 

(17) 当社は、(14)の規定による回線制御装置の返還に際して、ＩＰ通信網契約者

がその回線制御装置以外の物品等を同梱した場合、その物品等の所有者がその所

有権を放棄したものとみなし、その物品等を任意に処分できるものとします。 

５の２ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る第４種回線制御装置の提

供等 

(1) 当社は、第４種契約者（料金表第１表（料金）に規定する付加機能（ＩＰｖ４

（ＩＰｏＥ）接続機能に限ります。）を利用する者に限ります。以下５の２におい

て同じとします。）から請求があったときは、第４種回線制御装置（付加機能（Ｉ

Ｐｖ４（ＩＰｏＥ）接続機能に限ります。）を利用してIPv4(IPoE)方式の通信を行

うために使用する端末設備をいいます。以下同じとします。）を提供します。この

場合、第４種契約者は料金表第３表（附帯サービスに関する料金）に規定する料

金の支払いを要します。 

(2) 当社は、第４種契約者から請求があったときは、第４種回線制御装置の提供又

はその他の変更に係る工事等を行います。この場合、第４種契約者は、料金表第

３表に規定する手数料又は工事費の支払いを要します。 

(3) 第４種回線制御装置には、最低利用期間があります。 

(4) (3)の最低利用期間は、１の第４種回線制御装置ごとにその第４種回線制御装

置の提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から起算して24料金月とします。 

(5) 第４種契約者は、(4)の最低利用期間内に第４種回線制御装置の廃止があった

場合は、残余の期間（廃止のあった日の翌料金月の初日から起算して最低利用期

間の満了日を含む料金月までとします。）に対応する回線制御装置使用料に相当す

る額を、当社が定める期日までに、一括して支払っていただきます。 
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(6) 第４種回線制御装置を設置するために必要な場所は、第４種契約者から提供し

ていただきます。 

(7) 第４種回線制御装置に必要な電気は、第４種契約者から提供していただきます。 

(8) 第４種契約者は、第４種回線制御装置を使用することができなくなったときは、

当社に修理の請求をしていただきます。この場合、当社は、その第４種回線制御

装置の修理又は復旧について当社の係員（当社の委託により修理又は復旧を行う

者を含みます。）の派遣を行わず、その修理の請求を受け付けた時刻以後の直近の

営業時間において、その第４種回線制御装置の代替となるものの配送の手配を行

います。 

(9) 第４種契約者は、(8)の修理の請求をしたときは、料金表第３表に規定する手

数料の支払いを要します。 

(10) 第４種契約者は、当社が提供した第４種回線制御装置を善良な管理者の注意

をもって保管していただきます。 

(11) 第４種契約者は、(10)の規定に違反して第４種回線制御装置を亡失し、又は

き損したときは、当社が指定する期日までにその補充、修繕その他の工事等に必

要な費用を支払っていただきます。 

(12) 第４種契約者は、第４種回線制御装置の亡失、き損又は故障等に起因して第

４種オープンコンピュータ通信網サービスを利用できなかった期間中の利用料及

び第４種回線制御装置使用料の支払いを要します。 

(13) 第４種契約者は、当社が設置した第４種回線制御装置について、第４種回線

制御装置の廃止、第４種契約の解除、第４種オープンコンピュータ通信網サービ

スの一部若しくは全部の廃止又はその他の事由により、その第４種回線制御装置

を使用する権利を失ったときは、第４種回線制御装置を第４種契約者の費用負担

により原状に復した上で、当社が指定する期限までに当社が指定する方法により

ＩＰ通信網サービス取扱所へ速やかに返還していただきます。 

(14) (13)に規定する期限までに第４種回線制御装置が返還されない場合、当社は、

第４種契約者に対し、当社が別に算定する金額を請求します。 

(15) 当社は、(13)の規定による第４種回線制御装置の返還に際して、第４種契約

者がその第４種回線制御装置以外の物品等を同梱した場合、その物品等の所有者

がその所有権を放棄したものとみなし、その物品等を任意に処分できるものとし

ます。 

(16) 当社は、第４種回線制御装置の亡失、き損又は故障等に起因して第４種契約

者又は第三者に生じた損害について、当社の故意又は重大な過失による場合を除

き、責任を負いません。 

６ 特定加入者回線に係る端末設備の提供 

(1) 当社は、ＩＰ通信網契約者（(2)に定める者に限ります。以下６において同じ

とします。）から請求があったときは、そのオープンコンピュータ通信網サービス

に係る端末設備を提供します。この場合、ＩＰ通信網契約者は料金表第３表（附

帯サービスに関する料金）に規定する料金の支払いを要します。 

(2) 特定加入者回線に係る端末設備の提供の請求を行うことができるＩＰ通信 

網契約者は、料金表第３表に規定する端末設備の種別ごとに、次表のとおりと 

します。 
 

種 別 ＩＰ通信網契約者 

配線設備多重装置（特定加入者回線の

終端と自営端末設備等との間に設置

されるものであって、DSL方式により

１の配線設備において共通編別記２

の(1)の特定協定事業者の提供する電

話サービス又は総合ディジタル通信

第６種契約者（カテゴリー５又はカテ

ゴリー６に係る者であって、タイプ４

のコースＭ（同一の契約者グループに

おける光アクセス回線の終端を１回

線ごとに異なる場所とすることが可

能なもの（以下「光配線方式」といい
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サービスに係る通信とオープンコン

ピュータ通信網サービスに係る通信

を同時に利用できる機能を有する装

置。以下同じとします。）に係るもの 

ます。）を除きます。）に係る者に限り

ます。） 

 

(3) 当社は、ＩＰ通信網契約者から請求があったときは、端末設備の設置若しくは

移転又はその他の変更に係る工事を行います。この場合、ＩＰ通信網契約者は、

料金表第３表に規定する工事費の支払いを要します。 

(4) 端末設備を設置するために必要な場所は、ＩＰ通信網契約者から提供していた

だきます。 

(5) 端末設備に必要な電気は、ＩＰ通信網契約者から提供していただきます。 

(6) ＩＰ通信網契約者が端末設備を使用することができなくなったときは、当社に

修理の請求をしていただきます。 

(7) ＩＰ通信網契約者は、当社が提供した端末設備を善良な管理者の注意をもって

保管していただきます。 

(8) ＩＰ通信網契約者は、(7)の規定に違反して端末設備を亡失し、又はき損した

ときは、当社が指定する期日までにその補充、修繕その他の工事等に必要な費用

を支払っていただきます。 

(9) ＩＰ通信網契約者は、当社が設置した端末設備について、端末設備の廃止、Ｉ

Ｐ通信網契約の解除、オープンコンピュータ通信網サービスの一部若しくは全部

の廃止又はその他の事由により、その端末設備を使用する権利を失ったときは、

端末設備をＩＰ通信網契約者の費用負担により原状に復した上で、当社が指定す

る期日までに当社が指定する方法によりＩＰ通信網サービス取扱所へ速やかに返

還していただきます。 

(10) ＩＰ通信網契約者は、(9)の規定による端末設備の返還が遅延したとき（当社

の責めに帰すべき事由による場合を除きます。）は、当社が別に算定する金額を

支払っていただきます。 

(11) ＩＰ通信網契約者は、(9)の規定による端末設備の返還に関し、当社がその端

末設備をその所在場所から撤去又は回収するときは、その撤去又は回収に協力す

るものとし、これを妨害し、又は拒んだりしないものとします。 

(12) 当社は、(9)の規定による端末設備の返還に際して、ＩＰ通信網契約者がその

端末設備以外の物品等を同梱した場合、その物品等の所有者がその所有権を放棄

したものとみなし、その物品等を任意に処分できるものとします。 

７ 削除 

８ 削除 

９ 契約者カードの貸与 

(1) 当社は、第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するカテゴリー１又はカ

テゴリー３のタイプ６又はタイプ７に係る者に限ります。以下９において同じと

します。）又は第７種契約者（料金表第１表（料金）に規定するワイヤレスバック

アップ機能を利用する者に限ります。以下９において同じとします。）へ契約者カ

ードを貸与します。この場合、貸与する契約者カードの数は、１の第６種契約又

は１の第７種契約につき１とします。 

(2) 契約者カードの貸与を受けている第６種契約者又は第７種契約者は、その第６

種契約若しくは第７種契約の解除があったとき、ワイヤレスバックアップ機能の

廃止があったとき又は契約者カードの利用の終了があったときは、その契約者カ

ードを次のとおり取扱うものとします。 

 ア イ以外の場合 

 当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所へ速やかに返還していただきます。 

 イ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスのタイプ７の場合 

 契約者カードの所有権は当社から第６種契約者へ移転するものとし、第６種

契約者は、あらかじめこれに同意するものとします。この場合、当社は、契約
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者カードを構成する物質について、第６種契約を申込む者又は第６種契約者に

開示し、第６種契約者は、法令に従い、自己の責任と費用負担において、契約

者カードを処分するものとします。 

10 第６種オープンコンピュータ通信網サービスに係る移動無線装置の販売等 

第６種オープンコンピュータ通信網サービス（料金表第１表（料金）に規定する

カテゴリー１又はカテゴリー３のタイプ６又はタイプ７に係るものであって、テレ

ワーク・スタートパックプラン以外のものに限ります。）に係る移動無線装置の販

売等については、当社のモバイルアクセスサービス契約約款別記10（モバイルアク

セスサービスに係る移動無線装置の販売等）及び別記10の６（端末あんしん保証の

提供）に準じます。 

10の２ 削除 

10の２の２ テレワーク・スタートパックプランに係るモバイルノートパソコンの販

売等 

(1) 当社は、第６種契約（料金表第１表（料金）に規定するテレワーク・スタート

パックプランに係るものに限ります。以下の10の２の２において同じとします。）

の申込みをする者に対して、その契約者回線等の終端において使用するモバイル

ノートパソコン等（以下10の２の２において「ＰＣ」といいます。）を販売します。 

(2) (1)に規定するほか、当社は、１の第６種契約につき１台に限り、ＰＣを販売

します。 

(3) 第６種契約の申込みをする者は、その契約申込みと同時に、ＰＣの購入申込み

をしていただきます。 

(4) ＰＣの購入申込みをした者は、次のいずれかの時期に該当する場合は、ＰＣの

購入申込みを取り消し、又はＰＣの売買契約を解除することができません。同時

に契約申込みを行う第６種契約についても同様とします。ただし、その申込みを

当社が承諾していない場合を除きます。 

ア 購入申込日の翌営業日から起算して６営業日後の日以後 

イ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスの提供開始予定日の前営業日か

ら起算して20営業日前の日以後 

(5) 当社が販売するＰＣの機種及び販売価格は、料金表第３表（附帯サービスに関

する料金）に定めるところによります。 

(6) 当社は、当社が販売したＰＣについて、当社の保証書に定めるお買い上げ日か

ら１年間（以下、「保証期間」といいます。）は無料で修理します。 

 ただし、保証期間内であっても、次の場合には、当社が別に算定する費用の支

払いを条件として修理します。 

ア その故障が、第６種契約者（ＰＣを購入し、又は所有する第６種契約者とし、

ＰＣを使用する者を含みます。以下10の２の２において同じといます。）の責め

に帰すべき事由により発生したとき。 

イ その故障が、天災、事変その他不可抗力により発生したとき。 

ウ その他当社の保証書に規定された事由により故障が発生したとき。 

(7) 第６種契約者は、当社が販売するＰＣ（付属する取扱説明書等の文書又は付属

するソフトウェアに含まれる技術情報を含みます。以下10の２の２において同じ

とします。）を海外に輸出し、持ち出し、又は日本国内において外国為替及び外国

貿易法（昭和24年法律第228号）に定める非居住者に提供する場合には、関連法規

を遵守し、経済産業大臣の輸出許可の取得等の適正な手続きをとるものとします。 

(8) 第６種契約者は、次に掲げる事項について保証するものとします。 

ア 第６種契約者が、関連法規によりＰＣに係る技術の提供を禁止されている者

又は経済産業省の定める外国ユーザーリストに掲載されている者ではないこと 

イ ＰＣを核兵器を含む大量破壊兵器若しくは通常兵器等の開発、製造又は使用

に供しないこと 

ウ ＰＣをアに規定する者に輸出し又は提供しないこと 
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(9) 当社は、この10の２の２に定めるＰＣの販売等に係る損害賠償については、当

社の責めに帰すべき事由により当社がＰＣ購入者に損害を与えた場合に限り、購

入代金相当額を限度として、逸失利益を除くＰＣ購入者に現実に生じた通常の損

害に限り賠償する責任を負い、その予見の有無を問わず、特別損害、間接損害等

については、責任を負いません。ただし、当社の故意又は重大な過失による場合

を除きます。 

(10) (1)から(9)までに規定するほか、ＰＣの販売等に係る代金の支払方法及び消

費税相当額の加算については料金表通則の規定に、延滞利息については共通編第

34条（延滞利息）の規定にそれぞれ準じて取り扱います。 

10の３ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスに係る料金明細内訳の閲覧 

(1) 当社は、第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定するタイプ６又はタイプ

７に係る者に限ります。以下、10の３において同じとします。）から請求があった

ときは、当社のＷｅｂサイトにて、当社が指定する方法により、料金明細内訳の

閲覧を可能とします。 

(2) 第６種契約者は、料金明細内訳の閲覧に係るログインＩＤ及びパスワードに関

し、利用上、管理上その他の責任を負うものとします。 

(3) 当社は、料金明細内訳の閲覧及び利用にともない発生する損害については責任

を負いません。 

11 削除 

12 削除 

13 保守一元サービスの提供等 

(1) 当社は、ＩＰ通信網契約者（第６種契約者（料金表第１表（料金）に規定する

カテゴリー１、カテゴリー２、カテゴリー３若しくはカテゴリー８であって、タ

イプ３若しくはタイプ４に係る者に限ります。）又は第７種契約者（料金表第１

表（料金）に規定するコースＵに係る者に限ります。）に限ります。以下、13に

おいて同じとします。）から請求があったときは、その契約に係る特定協定事業

者の提供するＤＳＬ回線又は光アクセス回線（いずれも特定加入者回線となるも

の及び特定協定事業者の卸電気通信役務を利用する他の電気通信事業者の電気通

信サービスに係るものを除きます。以下13において同じとします。）の故障等に

係る保守一元サービス（ＩＰ通信網契約者が特定協定事業者へ修理の請求等を行

うものを当社が一元的に取次ぎ、代行して行うものをいいます。以下同じとしま

す。）を提供します。この場合、ＩＰ通信網契約者は料金表第３表（附帯サービ

スに関する料金）に規定する料金の支払いを要します。 

(2) 特定協定事業者の提供するＤＳＬ回線又は光アクセス回線の修理、復旧の対応

時間は、ＩＰ通信網契約者と特定協定事業者との契約（保守の態様による細目）

によります。 

14 光アクセス回線に係る東日本電信電話株式会社又は西日本電信電話株式会社のＩ

Ｐ通信網サービス契約約款に規定する品目及び細目等 

(1) 東日本電信電話株式会社 
 

項番 品目及び細目等 

EK010 削除       

EK020       

EK030  

EK040 メニュ Ⅱ型 Ⅱ－１型 100Mb/s プラン３ プラン３－１ 

EK050 ー５－

１ 

   200Mb/s プラン３ プラン３－１ 

EK060    １Gb/s プラン３ プラン３－１ 
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EK070      プラン４ プラン４－１ 

EK080       プラン４－２ 

EK090      プラン５  

EK095     10Gb/s プラン３ プラン３－１ 

EK100   Ⅱ －

２型 

Ⅱ－２－

１型 

100Mb/s プラン３ プラン３－１ 

EK110    Ⅱ－２－

２型 

100Mb/s プラン３ プラン３－１ 

EM010 メニュ

ー５－

２ 

Ⅱ型 Ⅱ－１型 100Mb/s   

EM020    200Mb/s   

EM030    １Gb/s   

EM040   Ⅱ －

２型 

Ⅱ－２－

１型 

100Mb/s   

備考 光アクセス回線（他社接続契約者回線となるものに限ります。）と接続して

提供するオープンコンピュータ通信網サービスについては、本表に定める品

目及び細目等のほか、東日本電信電話株式会社の卸電気通信役務を利用する

他の電気通信事業者の電気通信サービス（本表に定める品目及び細目等に相

当するものに限ります。）を含むものとします。 

 

(2) 西日本電信電話株式会社 
 

項番 品目及び細目等 

WK010 削除    

WK020 メニュー５－１ 100Mb/s プラン５ プラン５－１ 

WK030    プラン５－２ 

WK040  200Mb/s   

WK050 削除    

WK060 メニュー５－１ １Gb/s プラン２  

WK070   プラン３  

WK080  10Gb/s   

WM010 削除    

WM020 メニュー５－２ 100Mb/s カテゴリー３ カテゴリー３－１ 

WM030    カテゴリー３－２ 

WM040  200Mb/s   

WM050  １Gb/s   

備考 光アクセス回線（他社接続契約者回線となるものに限ります。）と接続して

提供するオープンコンピュータ通信網サービスについては、本表に定める品

目及び細目等のほか、西日本電信電話株式会社の卸電気通信役務を利用する

他の電気通信事業者の電気通信サービス（本表に定める品目及び細目等に相
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当するものに限ります。）を含むものとします。 
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料金表 

通則 

（利用料金の設定） 

１ 利用料金（ＩＰ通信網契約者と特定協定事業者との間の契約に基づいて特定協定

事業者が設置する他社接続契約者回線（共通編別記２の(1)に掲げる特定協定事業者

の契約約款及び料金表に規定するＩＰ通信網サービスに係るものを除きます。）に係

るものに限ります。）については、当社の提供区間と特定協定事業者の提供区間とを

合わせて当社が設定します。 

  ただし、特定協定事業者の契約約款及び料金表等に規定するところによりその特

定協定事業者が定める料金については、この限りでありません。 

（料金の計算方法等） 

２ 当社は、ＩＰ通信網契約者がその契約に基づき支払う料金のうち、利用料金及び

使用料は料金月に従って計算します。 

 ただし、当社が必要と認めるときは料金月によらず随時に計算します。 

３ 当社は、次の場合が生じたときは、利用料金（当社が別に定めるものを除きます。）

及び使用料（以下６までにおいて「定額利用料等」といいます。）をその利用日数に

応じて日割します。 

(1) 料金月の初日以外の日にオープンコンピュータ通信網サービスの提供の開始

（付加機能又は端末設備についてはその提供の開始）があったとき。 

(2) 料金月の初日以外の日に契約の解除（付加機能又は端末設備についてはその廃

止）があったとき。 

(3) 料金月の初日にオープンコンピュータ通信網サービスの提供の開始（付加機能

又は端末設備についてはその提供の開始）を行い、その日にその契約の解除（付

加機能又は端末設備についてはその廃止）があったとき。 

(4) 料金月の初日以外の日にオープンコンピュータ通信網サービスの品目等の変

更、回線収容部の変更又は契約者カードの利用の開始若しくは終了等により定額

利用料等の額が増加又は減少したとき。この場合、増加又は減少後の定額利用料

等は、その増加又は減少のあった日から適用します。 

(5) 第90条（定額利用料等の支払義務）第２項第２号の表（２欄の規定を除きます。）

の規定（これに準ずる規定を含みます。）に該当するとき。 

(6) ６の規定に基づく起算日の変更があったとき。 

（注）３に規定する当社が別に定める利用料金は、次のとおりとします。 

ア 利用料（第４種契約（カテゴリー１のプラン２からプラン５までのもの及び

カテゴリー３のものに限ります。）に係る利用料及び第４種契約（カテゴリー

４のものに限ります。）に係る利用料の基本額を除きます。） 

イ 特定ダイヤルアップ回線及びモバイルアクセスの利用の場合の定額利用料

の加算額 

ウ 付加機能利用料（ＩＰｖ４（ＩＰｏＥ）接続機能に係るものに限ります。） 

４ 当社は、３の規定にかかわらず、第93条（利用料等の支払義務）第２項第２号の

表の規定に該当するときは利用料をその利用日数に応じて日割します。 

４の２ ３の規定による定額利用料等の日割のうち、料金表第１表（料金（附帯サー

ビスの料金を除きます。））第１（利用料金）４（第６種契約に係るもの）４－２－

６（ユニバーサルサービス料）及び４－２－７（電話リレーサービス料）に規定す

る料金の算出に当たっては、その料金を合算して適用します。 

５ ３の規定による定額利用料等の日割は暦日数により行い、４の規定による料金の

日割は料金月の日数により行います。この場合、第90条（定額利用料等の支払義務）

第２項第２号の表の１欄に規定する料金及び第93条（利用料等の支払義務）第２項

第２号の表の１欄に規定する料金の算出に当たっては、その日数計算の単位となる

24時間をその開始時刻が属する日とみなします。 

６ 当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、料金月の起算日を変更するこ
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とがあります。 

（端数処理） 

７ 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場

合は、その端数を切り捨てます。 

（料金等の支払い） 

８ オープンコンピュータ通信網契約者は、料金及び工事に関する費用について、当

社が定める期日までに、当社が指定する金融機関等において支払っていただきます。 

９ 料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払っていただ

きます。 

（料金等の一括後払い） 

10 当社は、当社に特別の事情がある場合は、８及び９の規定にかかわらず、オープ

ンコンピュータ通信網契約者の承諾（電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令

第25号）第22条の２の２に規定する説明を事前に行った場合を含みます。）を得て、

２月以上の料金を、当社が指定する期日までに、まとめて支払っていただくことが

あります。 

（過払金の相殺） 

11 当社は、１以上の料金月の料金が重複して支払われた結果、過払いが発生したと

きは、それ以後の料金月の料金でその過払金を相殺して返還することがあります。 

（前受金） 

12 当社は、料金又は工事に関する費用について、オープンコンピュータ通信網契約

者が希望される場合には、当社が別に定める条件に従って、あらかじめ前受金を預

かることがあります。 

（注）12に規定する当社が別に定める条件は、前受金には利息を付さないことを条件

として預かることをいいます。 

（消費税相当額の加算） 

13 第90条（定額利用料等の支払義務）から第97条（工事費の支払義務）まで並びに

共通編第30条（手続きに関する料金の支払義務）及び共通編第31条（工事費の支払

義務）の規定、その他この約款の規定により料金表に定める料金又は工事に関する

費用の支払いを要するものとされている額は、この料金表に定める額（税抜価格（消

費税相当額を加算しない額とします。以下同じとします。）に基づき計算された額と

します。）に消費税相当額を加算した額とします。 

上記算定方法により、支払いを要することになった額は、料金表に表示された額

（税込価格（消費税相当額を加算した額とします。以下同じとします。））の合計と

異なる場合があります。 

（注１）この料金表に規定する料金額は、税抜価格とし、かっこ内の料金額は、税込

価格を表示します。 

（注２）関連法令の改正により消費税等の税率に変更が生じた場合には、消費税相当

額は変更後の税率により計算するものとします。 

（料金等の臨時減免） 

14 当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、この約款の規定にか

かわらず、臨時に、その料金又は工事に関する費用を減免することがあります。 

（注）当社は料金等の減免を行ったときは、その旨を周知します。 

（高額利用割引） 

15 高額利用に係る料金の割引の適用については、次のとおりとします。 

(1) 当社は、次の場合には、次表に規定する額の割引（以下15において「高額利用

割引」といいます。）を行います。 

ア その第６種契約の定額利用料（第１表（料金）第１（利用料金）４（第６種

契約に係るもの）４－１（適用）の表の(4)欄の適用による場合は、適用した後

の定額利用料とします。以下15において同じとします。）の額が100万円（110万

円）を超えるとき。（イに該当する場合を除きます。） 
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イ 第６種契約者からあらかじめ申出があった１の高額利用指定回線群（第６種

契約者が指定する２以上の第６種契約（その第６種契約者と同一名義のものに

限ります。以下15において同じとします。）により構成されるもの又は第６種契

約及び他の電気通信サービス（当社が別に定めるものに限ります。以下15にお

いて同じとします。）に係る契約（その第６種契約者と同一名義のものであって、

その電気通信サービスの契約約款に規定する高額利用割引の適用を受けるもの

に限ります。以下15において同じとします。）により構成されるものをいいます。

以下15において同じとします。）の料金額（高額利用指定回線群を構成する第６

種契約の定額利用料の合計額又は第６種契約の定額利用料と他の電気通信サー

ビスの契約に係る料金（その電気通信サービスの契約約款に規定する高額利用

割引の適用の対象となる料金に限ります。以下15において同じとします。）との

合計額をいいます。以下15において同じとします。）が100万円（110万円）を超

えるとき。 
 

割 

 

 

引 

 

 

額 

ア イ以外の場合 １の高額利用指定回線群の料金額（アに規定する１の第６

種契約の料金の額を含みます。）に、次表に規定する割引率

を乗じて得た額 

  高額利用指定回線群の料金額 割引率  

  100万円（110万円）を超え500万円（550

万円）までの部分 

３％  

  500万円（550万円）を超え3,000万円

（3,300万円）までの部分 

５％  

  3,000万円（3,300万円）を超える部分 ７％  

  

イ 高額利用指定

回線群に他の電

気通信サービス

に係る契約を含

む場合 

次の算式により算出した額 

 

１の高額利用指定回線

群の料金額にア欄の表

に規定する割引率を乗

じて得た額 

× 

その高額利用指定回線

群の料金額（第６種契

約に係る料金に限りま

す。） 

 

 その高額利用指定回線

群の料金額 

 

 

(2) (1)の表のイ欄の割引額を算出する場合において、その計算結果に１円未満の

端数が生じたときは、当社は、その端数を、高額利用指定回線群に係る複数の電

気通信サービスのうち、第６種契約者が指定する電気通信サービスの高額利用割

引の割引額に加算するものとします。 

 ただし、その端数の取扱いについて、他の電気通信サービスの契約約款に別段

の定めがある場合は、その定めるところによります。 

(3) 割引率の計算は、料金月単位で行います。 

(4) 高額利用指定回線群の料金額に対する高額利用割引は、第６種契約者からの申

出を当社が承諾した日からその廃止があった日の前日までの期間について適用し

ます。 

(5) 当社は、第６種契約者から、その高額利用指定回線群に新たに対象契約を追加

する申出があったときは、その申出を当社が承諾した日から、高額利用指定回線

群を構成している対象契約をその高額利用指定回線群から除外する旨の申出があ

ったときは、その申出があった日の前日まで、その高額利用指定回線群を構成す

る対象契約として取り扱います。 

(6) (4)又は(5)に規定する場合の高額利用指定回線群の料金額の対象となるその

第６種契約の料金は、料金表通則の規定に準じて取り扱います。 
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(7) 当社は、料金返還その他の場合において高額利用指定回線群を構成する第６種

契約の１契約当たりの料金の額を確定する必要が生じたときは、その料金の額は

次の算式により算出します。 

 

第６種契約の１契

約当たりの料金の

額 

 

 

＝ 

高額利用割引適用後

の高額利用指定回線

群の料金額（第６種

契約に係る料金に限

ります。） 

 

 

× 

高額利用割引適用前のその第６

種契約の料金の額 

高額利用割引適用前の高額利用

指定回線群の料金額（第６種契

約に係る料金に限ります。） 

 

(8) (7)の場合において、高額利用割引適用後の高額利用指定回線群の料金額（第

６種契約に係る料金に限ります。）からその高額利用指定回線群を構成するすべて

の第６種契約について(7)の算式により算出した１契約当たりの料金の額を合計

した額を控除し、残額が生じたときは、当社は、その残額を第６種契約者が指定

する１の第６種契約（その高額利用指定回線群を構成するものに限ります。）の料

金の額に加算するものとします。 

（注）15の(1)に規定する当社が別に定める他の電気通信サービスは、Universal One

サービス契約約款（第２編）に規定するＩＰ伝送サービス及び株式会社ＮＴＴド

コモのＩＰ通信網サービス契約約款（ＯＣＮ）に規定する第２種オープンコンピ

ュータ通信網サービスとします。 

16 削除 

（キャンペーンによる割引等の適用） 

17 当社は、第１表（料金）、第２表（工事に関する費用）又は第３表（附帯サービス

に関する料金）に定める料金等について、キャンペーンによる割引等をこの別冊に

より行うことがあります。この場合、その対象となるサービス、申込期間、料金等

の項目、割引の金額等その他のキャンペーン内容については、料金表別表３に定め

るところによります。 
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第１表 料金（附帯サービスの料金を除きます。） 

 第１ 利用料金 

  １ 削除 
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  ２ 第４種契約に係るもの 

   ２－１ 適用 
 

区  分 内         容 

(1)  区別に係

る料金の適用 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり区別を定め

ます。 

  区 別 内        容  

  カテゴリ

ー１ 

その契約に係る特定のＩＰアドレスを使用して通

信を行うことができるもの 

 

  カテゴリ

ー２ 

不特定のＩＰアドレスを使用して通信を行うこと

ができるものであって、カテゴリー４以外のもの 

 

  カテゴリ

ー３ 

その契約に係る特定のＩＰアドレス及び不特定の

ＩＰアドレスを使用して通信を行うことができる

ものであって、契約帯域に基づいて利用料を算定

するもの 

 

  カテゴリ

ー４ 

不特定のＩＰアドレスを使用して通信を行うこと

ができるものであって、契約帯域又は利用速度に

基づいて利用料を算定するもの 

 

  備考 カテゴリー１及びカテゴリー２については、１の利用

者識別共通符号に限り、利用することができます。 

 

  

(2)  細目に係

る料金の適用 

ア 当社は、料金額を適用するにあたって、次のとおり通信の態

様による細目を定めます。 

(ア) アクセス回線による区別 

  区 別 内        容  

  タイプ３ ＤＳＬ回線を使用して通信を行うことができるも

の 

 

  タイプ４ 光アクセス回線を使用して通信を行うことができ

るもの 

 

  タイプ５ ＤＳＬ回線及び光アクセス回線を使用して通信を

行うことができるもの 

 

  備考 

１ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る通

信は、契約者回線等との間で行うことができます。この

場合において、当社は、相互接続点又はＮＳＰＩＸＰ等

との接続点を介して接続している電気通信設備に係る通

信の品質を保証しません。 

 

  ２ カテゴリー１については、タイプ３とタイプ４に限り

提供します。 

 

  ３ カテゴリー２については、タイプ３とタイプ４に限り

提供します。 

 

  ４ カテゴリー３については、タイプ５に限り提供します。  

  ５ カテゴリー４については、タイプ４とタイプ５に限り

提供します。 
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  ６ タイプ５に係る光アクセス回線は、別記14のEK095及び

WK080に係る光アクセス回線を除くものとします。 

 

  ７ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る通

信（通信プロトコルによる区別がIPoE接続のものを除き

ます。）は、利用者識別符号を含む情報を送信することに

より行うことができます。 

 ただし、次の場合は、この限りでありません。 

 

  (1) 利用者識別符号を含む情報の全部又は一部を第４

種契約者があらかじめ指定する電気通信設備に送信す

ることができないとき。 

 

  (2) 利用者識別符号を含む情報の全部又は一部につい

て、第４種契約者の電気通信設備においてその第４種

契約者が指定する者のものでないことを識別したと

き。 

 

  ８ １の利用者識別符号により同時に通信を行うことがで

きる数は１とします。 

 

  ９ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスに係る契

約者回線等の符号伝送速度の上限については、その契約

者回線等に係る特定協定事業者の契約約款及び料金表に

定めるところによります。 

 

 (イ) アクセス回線の細目による区別 

Ａ 削除 

 Ｂ タイプ３に係るもの 

  区 別 内        容  

  コース１ コース２以外のもの  

  コース２ 当社が別に定めるＤＳＬ回線を利用するもの  

   （注）本欄に規定する当社が別に定めるＤＳＬ回

線は、東日本電信電話株式会社の契約約款及

び料金表に規定するメニュー４のタイプ２の

プラン２のものとします。 

 

  備考 コース２は、カテゴリー１に限り提供します。  

 Ｃ タイプ４に係るもの 

  区 別 内        容  

 コース１ 次に掲げる光アクセス回線を利用するもの 

ａ 削除 

ｂ 東日本電信電話株式会社の契約約款及び料金

表に規定するメニュー５－１又はメニュー５－

２に係るものであって、同社が同社の契約約款

及び料金表の規定によりⅠ型からⅡ型への細目

の変更（契約者からの請求によるものを除きま

す。）を行ったもの 

 

  コース４ 別記14のEK040、EK050、EK060、EK070、EK080、EK090、

EK095、EK100、EK110、EM010、EM020、EM030、EM040、

WK020、WK030、WK040、WK060、WK070、WK080、WM020、

WM030、WM040又はWM050に係る光アクセス回線を利

用するもの 
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  コースＮ 別記14のEK040、EK050、EK060、EK100、EK110、EM010、

EM020、EM030、EM040、WK020、WK030、WK040、WK070、

WM020、WM030、WM040又はWM050に係る光アクセス

回線を利用するもの 

 

  コースＮ

Ｂ 

別記14のEK090又はWK060に係る光アクセス回線を

利用するもの 

 

  コースＰ

１ 

別記14のEK070に係る光アクセス回線を利用する

もの 

 

  コースＰ

10 

別記14のEK080に係る光アクセス回線を利用する

もの 

 

  コースｖ

６ 

別記14のEK040、EK050、EK060、EK070、EK100、EK110、

EM010、EM020、EM030、EM040、WK020、WK030、WK040、

WK070、WM020、WM030、WM040又はWM050に係る光ア

クセス回線を利用するものであって、IPv6パケッ

トで通信を行うもの 

 

  備考  

  １ コースＮＢ及びコースＰ10は、カテゴリー１に限り提

供します。 

 

  ２ カテゴリー１のコースＮは、別記14のEK100、EK110、

EM040、WK030及びWM030に係るものを除いて提供します。 

 

  ３ コースｖ６は、カテゴリー２に限り提供します。  

  ４ コースｖ６は、第４種契約者（カテゴリー２のタイプ

４（コース１、コースＮ又はコースＰ１に限ります。）に

係る者に限ります。）に限り提供します。 

 

  ５ コース４は、カテゴリー４に限り提供します。  

  ６ カテゴリー４に係るものは、コース４に限り提供しま

す。 

 

 (ウ) ＩＰアドレス数による区別 

  区 別 内        容  

 プラン１ その第４種契約に係るＩＰアドレスの数が、１個

のもの 

 

  プラン２ その第４種契約に係るＩＰアドレスの数が、８個

のもの 

 

  プラン３ その第４種契約に係るＩＰアドレスの数が、16個

のもの 

 

  プラン４ その第４種契約に係るＩＰアドレスの数が、32個

までのもの 

 

  プラン５ その第４種契約に係るＩＰアドレスの数が、64個

までのもの 
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  備考 

１ ＩＰアドレス数による区別は、カテゴリー１であって、

アクセス回線による区別がタイプ３又はタイプ４のもの

に限り適用します。この場合、アクセス回線による区別

及びアクセス回線の細目等による区別ごとに提供するプ

ランは、次表のとおりとします。 

 

   区   別 提供するプラン   

   タイプ３ コース１ プラン１からプラン３   

    コース２ プラン１からプラン３   

   タイプ４ コース１ プラン１及びプラン２   

    コースＮ プラン１からプラン３   

    コ ー ス Ｎ

Ｂ 

プラン１からプラン５   

    コ ー ス Ｐ

１ 

プラン１からプラン３   

    コ ー ス Ｐ

10 

プラン１からプラン５   

  ２ １の規定にかかわらず、タイプ４のコースＮのうち、

別記14のEM010、EM020、EM040、WM020、WM030、WM040又

はWM050に係るものについては、プラン３を提供しませ

ん。 

 

 (エ) 削除 

 (オ) 削除 

 (カ) 通信プロトコルによる区別 

  区 別 内        容  

  PPPoE接続 ＤＳＬ回線及び光アクセス回線に係る通信の

プロトコルにIPv4又はIPv6を利用するもので

あって、IPv4（PPPoE）方式又はIPv6（PPPoE）

方式の通信を行うことができるもの 

 

  IPoE接続 光アクセス回線に係る通信のプロトコルに

IPv6を利用するものであって、IPv6(IPoE)方式

の通信を行うことができるもの 

 

  備考  

  １ 通信プロトコルによる区別は、タイプ３、タイプ４及

びタイプ５に係るものに限り適用します。 

 

  ２ PPPoE接続は、タイプ３、タイプ４（カテゴリー４に係

るものを除きます。）及びタイプ５に限り提供します。 

 

  ３ IPoE接続は、カテゴリー４のタイプ４に係るものに限

り提供します。 

 

  ４ IPoE接続は、光アクセス回線において、IPv6(IPoE)方

式による通信を行うことができるものに限り、第４種オ

ープンコンピュータ通信網サービスに係る通信を行うこ

とができます。 

 



42 

 (キ) セキュリティ機能による区別 

  区 別 内        容  

  プランＣ 共通編に定めるC&Cサーバ等との通信の遮断等

が利用できるもの 

 

  プランＭ 上記以外のもの  

  備考 セキュリティ機能による区別は、通信プロトコルによ

る区別がIPoE接続のものに限り適用します。 

 

 (ク) 帯域による区別 

  区 別 内        容  

  固定プラン 契約帯域に基づいて算定した利用料の支払い

を要するもの 

 

  変動プラン 基本額適用速度及び当社が測定した利用速度

に基づいて算定した利用料の支払いを要する

もの 

 

  備考  

  １ 帯域による区別は、カテゴリー３及びカテゴリー４に

係るものに限り適用します。 

 

  ２ 固定プランは、タイプ５に限り提供します。  

  ３ 当社は、固定プランの契約帯域（１の第４種契約者識

別番号に係る全ての契約者回線等の通信に係る符号伝送

速度の総和の上限値をいいます。以下同じとします。）と

して、3000Mbit/sから10Mbit/sごとに999000Mbit/sまで

の区別を設けます。 

 

  ４ 第４種契約者（固定プランに係る者に限ります。）は、

あらかじめ契約帯域を指定するものとします。 

 

  ５ 当社は、契約帯域に係る符号伝送速度による通信を保

証及び確保しません。 

 

  ６ 変動プランは、タイプ４に限り提供します。  

  ７ 変動プランには、次の基本額適用の区別があります。  

   区 別 内 容   

   コミットあり 基本額適用速度を定めるもので

あって、下記以外のもの 

  

   コミットなし 基本額適用速度を０とするもの   

   備考   

   １ 当社は、コミットありの基本額適用速度として１

Mbit/sから１Mbit/sごとに999000Mbit/sまでの区別

を設けます。 

  

   ２ 第４種契約者（変動プランのコミットありに係る

者に限ります。）は、あらかじめ基本額適用速度を指

定するものとします。 

  

    

 イ 通信の態様による細目の変更は、次の場合に限り行うことが

できます。 
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 (ア) 削除 

 (イ) 契約帯域の変更の場合 

 その変更日は、当社が承諾した日とします。 

(ウ) 基本額適用の区別又は基本額適用速度の変更の場合 

 その変更日は、当社が承諾した日とします。 

(3)  利用料の

適用 

ア 削除 

 イ 第４種オープンコンピュータ通信網サービス（次の(ア)及び

(イ)に掲げるものに限ります。）に係る利用料については、接

続利用者識別符号数の料金月単位での累計数が次表に定める

基本額適用数までの場合（累計数が０の場合を含みます。）は

基本額のみを適用し、基本額適用数を超える場合は、基本額適

用数を超える１ごとに加算額を計算し、基本額にその額を加算

して適用します。 

 ただし、カテゴリー２のタイプ４のコース１及びコースＮの

基本額適用数については、それぞれの接続利用者識別符号数を

合算して適用します。 

(ア) カテゴリー１のもの（プラン１のものに限ります。） 

  区 別 基 本 額 適 用 数  

  タイプ３ コース１ 20  

   コース２ ５  

  タイプ４ コース１ 20  

   コースＮ 20  

   コ ー ス Ｎ

Ｂ 

２  

   コ ー ス Ｐ

１ 

１  

   コ ー ス Ｐ

10 

１  

 (イ) カテゴリー２のもの 

  区 別 基 本 額 適 用 数  

  タイプ３（コース１のも

の） 

200  

  タイプ４（コース１及び

コースＮのもの） 

100  

  タイプ４（コースＰ１の

もの） 

１  

 ウ 削除 

 エ 第４種オープンコンピュータ通信網サービス（変動プランに

係るものに限ります。）に係る利用料については、利用速度が

基本額適用速度までの場合は基本額のみを適用し、基本額適用

速度を超える場合は、基本額適用速度を超える１Mbit/sごとに

加算額を計算し、基本額にその額を加算して適用します。 
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 ただし、コミットなしに係る利用料については、基本額を適

用せず、利用速度の１Mbit/sごとに加算額を計算し、その額を

適用します。 

(4)  最低利用

期間内に契約

の解除等があ

った場合の料

金の適用 

ア 第４種契約者は、最低利用期間内に第４種契約の解除があっ

た場合は、第93条（利用料等の支払義務）及び料金表通則の規

定にかかわらず、その第４種契約の解除のあった日を含む料金

月の翌料金月から最低利用期間が満了する日を含む料月までの

料金月数に対応する解除前の基本額に相当する額を、当社が定

める期日までに、一括して支払っていただきます。 

 イ 第４種契約者は、最低利用期間内に第４種オープンコンピュ

ータ通信網サービスの通信又は保守の態様による細目の変更

があった場合は、その変更について変更前の基本額から変更後

の基本額を控除し、残額があるときは、その残額にその変更の

あった日を含む料金月から最低利用期間が満了する日を含む

料金月までの料金月数を乗じて得た額を、当社が定める期日ま

でに、一括して支払っていただきます。 

(5) 削除 削除 

(6)  接続利用

者識別符号数

の測定等 

ア 接続利用者識別符号数は、料金月単位で当社の機器により測

定します。 

イ １の料金月において同一の利用者識別符号による通信の数

が複数であった場合は、その数を１として測定します。 

(7)  利用速度

の測定等 

ア 第４種オープンコンピュータ通信網サービスのプランＣの

変動プランに係る利用速度は、当社が定める区域ごとの次表に

定める値の総和とし、その基本額適用速度ごとに当社の機器に

より測定します。 

  利 用 速 度  

  測定対象期間において、交換設備から契約者回線等の終端へ

の伝送方向についての通信速度を一定時間ごとに測定し、そ

の総測定値から上位５％の測定値を除外した残りの測定値の

最大値 

 

 イ 第４種オープンコンピュータ通信網サービスのプランＭの

変動プランに係る利用速度は、当社が定める区域ごとの次表に

定める最大送信速度又は最大受信速度のうち大きい方の値の

総和とし、その基本額適用速度ごとに当社（契約事業者を含み

ます。）の機器により測定します。 

  区 分 内        容  

  最大送信速

度 

測定対象期間において、契約者回線等の終端か

ら交換設備への伝送方向についての通信速度

を一定時間ごとに測定し、その総測定値から上

位５％の測定値を除外した残りの測定値の最

大値 
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  最大受信速

度 

測定対象期間において、交換設備から契約者回

線等の終端への伝送方向についての通信速度

を一定時間ごとに測定し、その総測定値から上

位５％の測定値を除外した残りの測定値の最

大値 

 

 ウ ア及びイの表に規定する測定対象期間は、料金月の初日から

末日までとします。 

 ただし、次の場合は、この限りでありません。 

 (ア) 料金月の初日以外の日にその基本額適用速度の適用の

開始があったとき。 

 この場合、測定対象期間は、その適用開始日からとします。 

 (イ) 料金月の末日以外の日にその基本額適用速度の適用の

終了があったとき。 

 この場合、測定対象期間は、その適用終了日までとします。 

 エ 当社は、利用速度に１Mbit/s未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り捨てます。 

 （注）当社は、本欄イに規定する当社が定める区域を第４種契約

の申込みをする者及び第４種契約者に開示します。 

(8)  当社の機

器の故障等に

より正しく算

定することが

できなかった

場合の料金の

取扱い 

当社の機器の故障等により正しく算定することができなかった

場合の利用料は次のとおりとします。 

ア イ以外の場合 

(ア) 過去１年間の実績を把握することができる場合 

 機器の故障等により正しく算定することができなかった

日の初日（初日が確定できないときにあっては、種々の事情

を総合的に判断して機器の故障等があったと認められる日）

の属する料金月の前12料金月の各料金月における１日平均

の利用料が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を

乗じて得た額 

(イ) (ア)以外の場合 

 把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法により

算出した１日平均の利用料が最低となる値に、算定できなか

った期間の日数を乗じて得た額 

 イ 変動プランに係るものの場合 

 当社（契約事業者を含みます。）の機器の故障等により正し

く算定することができなかった場合の利用料は、当社の機器の

故障等により正しく測定することができなかった部分の通信

速度の測定値を０とみなして算定して得た額とします。 

（注）本欄アの(イ)に規定する当社が別に定める方法は、原則と

して、次のとおりとします。 

(1) 過去２か月以上の実績を把握することができる場合 

 機器の故障等により正しく算定することができなかった

日前の実績が把握できる各料金月における１日平均の利用

料が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて

得た額 



46 

 (2) 過去２か月間の実績を把握することができない場合 

 機器の故障等により正しく算定することができなかった

日前の実績が把握できる期間における１日平均の利用料又

は故障等の回復後の７日間における１日平均の利用料のう

ち低いほうの値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得

た額 

(9) 削除 削除 
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   ２－２ 料金額 

    ２－２－１ 利用料 

     (1) カテゴリー１のもの 

      ア 削除 

      イ タイプ３のもの 

       (ア) コース１のもの 

（月額） 
 

区         分 単  位 料  金  額 

プラン１の

もの 

基本額 １の第４種契約者

識別番号ごとに 

104,000円 

（114,400円） 

 加算額 接続利用者識別符

号数が20を超えて

100までの部分 

１の接続利用者識

別符号ごとに 

5,200円 

（5,720円） 

接続利用者識別符

号数が100を超え

る部分 

 5,100円 

（5,610円） 

プラン２のもの １の利用者識別符

号ごとに 

9,400円 

（10,340円） 

プラン３のもの １の利用者識別符

号ごとに 

18,000円 

（19,800円） 

 

       (イ) コース２のもの 

（月額） 
 

区         分 単  位 料  金  額 

プラン１の

もの 

基本額 １の第４種契

約者識別番号

ごとに 

35,000円 

（38,500円） 

 加算額 接続利用者識別符号

数が５を超えて100

までの部分 

１の接続利用

者識別符号ご

とに 

7,000円 

（7,700円） 

  接続利用者識別符号

数が100を超える部

分 

 6,900円 

（7,590円） 

プラン２のもの １の利用者識

別符号ごとに 

11,000円 

（12,100円） 

プラン３のもの １の利用者識

別符号ごとに 

23,000円 

（25,300円） 

 

      ウ タイプ４のもの 

       (ア) コース１のもの 

（月額） 
 

区         分 単  位 料  金  額 
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プラン１の

もの 

基本額 １の第４種契

約者識別番号

ごとに 

156,000円 

（171,600円） 

 加算額 接続利用者識別符号

数が20を超えて100

までの部分 

１の接続利用

者識別符号ご

とに 

7,800円 

（8,580円） 

 接続利用者識別符号

数が100を超える部

分 

 7,700円 

（8,470円） 

プラン２のもの １の利用者識

別符号ごとに 

15,000円 

（16,500円） 

 

       (イ) 削除 

       (ウ) 削除 

       (エ) 削除 

       (オ) コースＮのもの 

（月額） 
 

区         分 単  位 料  金  額 

プラン１の

もの 

基本額 １の第４種契

約者識別番号

ごとに 

156,000円 

（171,600円） 

 加算額 接続利用者識別符号

数が20を超えて100

までの部分 

１の接続利用

者識別符号ご

とに 

7,800円 

（8,580円） 

接続利用者識別符号

数が100を超える部

分 

 7,700円 

（8,470円） 

プラン２のもの １の利用者識

別符号ごとに 

15,000円 

（16,500円） 

プラン３のもの １の利用者識

別符号ごとに 

28,000円 

（30,800円） 

 

       (カ) コースＮＢのもの 

（月額） 
 

区         分 単  位 料  金  額 

プラン１の

もの 

基本額 １の第４種契

約者識別番号

ごとに 

120,000円 

（132,000円） 

 加算額 接続利用者識別符号

数が２を超えて10ま

での部分 

１の接続利用

者識別符号ご

とに 

60,000円 

（66,000円） 

  接続利用者識別符号

数が10を超える部分 

 59,000円 

（64,900円） 
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プラン２のもの １の利用者識

別符号ごとに 

85,000円 

（93,500円） 

プラン３のもの １の利用者識

別符号ごとに 

101,000円 

（111,100円） 

プラン４のもの １の利用者識

別符号ごとに 

128,000円 

（140,800円） 

プラン５のもの １の利用者識

別符号ごとに 

152,000円 

（167,200円） 

 

       (キ) コースＰ１のもの 

（月額） 
 

区         分 単  位 料  金  額 

プラン１の

もの 

基本額 １の第４種契

約者識別番号

ごとに 

16,000円 

（17,600円） 

 加算額 接続利用者識別符号

数が１を超える部分 

１の接続利用

者識別符号ご

とに 

16,000円 

（17,600円） 

プラン２のもの １の利用者識

別符号ごとに 

23,000円 

（25,300円） 

プラン３のもの １の利用者識

別符号ごとに 

36,000円 

（39,600円） 

 

       (ク) コースＰ10のもの 

（月額） 
 

区         分 単  位 料  金  額 

プラン１の

もの 

基本額 １の第４種契

約者識別番号

ごとに 

60,000円 

（66,000円） 

 加算額 接続利用者識別符号

数が１を超える部分 

１の接続利用

者識別符号ご

とに 

60,000円 

（66,000円） 

プラン２のもの １の利用者識

別符号ごとに 

85,000円 

（93,500円） 

プラン３のもの １の利用者識

別符号ごとに 

101,000円 

（111,100円） 

プラン４のもの １の利用者識

別符号ごとに 

128,000円 

（140,800円） 

プラン５のもの １の利用者識

別符号ごとに 

152,000円 

（167,200円） 

 

     (2) カテゴリー２のもの 

      ア 削除 
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      イ 削除 

      ウ タイプ３のもの 

       コース１のもの 

（月額） 
 

区   分 単   位 料  金  額 

基本額 １の第４種契約者識

別番号ごとに 

300,000円（330,000円） 

加算額 接続利用者識別符

号数が200を超えて

1,000までの部分 

１の接続利用者識別

符号数ごとに 

1,500円（1,650円） 

接続利用者識別符

号数が1,000を超え

る部分 

 1,400円（1,540円） 

 

      エ タイプ４のもの 

(ア) コース１及びコースＮのもの 

（月額） 
 

区   分 単   位 料  金  額 

基本額 １の第４種契約者識

別番号ごとに 

210,000円（231,000円） 

加算額 接続利用者識別符

号数が100を超えて

1,000までの部分 

１の接続利用者識別

符号ごとに 

 

2,100円（2,310円） 

接続利用者識別符

号数が1,000を超え

る部分 

 2,000円（2,200円） 

 

(イ) 削除 

(ウ) コースＰ１のもの 

（月額） 
 

区   分 単   位 料  金  額 

基本額 １の第４種契約者識

別番号ごとに 

5,800円（6,380円） 

加算額 接続利用者識別符

号数が１を超える

部分 

１の接続利用者識別

符号ごとに 

5,800円（6,380円） 

 

(エ) コースｖ６のもの 

（月額） 
 

単   位 料  金  額 

１の第４種契約者識別番号ごとに ― 

 

     (3) カテゴリー３のもの 

（月額） 



51 

 

区   分 単   位 料  金  額 

タイプ５のも

の 

固定プランの

もの 

１の第４種契約者識

別番号に係る契約帯

域の１Mbit/sごとに 

8,700円（9,570円） 

 

     (4) カテゴリー４のもの 

      ア タイプ４のもの 

       コース４のもの 

（月額） 
 

区   分 単   位 料  金  額 

プランＣ

のもの 

変動プラ

ンのもの 

基本額 １の第４種契約者識

別番号に係る基本額

適用速度の１Mbit/s

ごとに 

別に算定する金額 

  加算額 １の第４種契約者識

別番号に係る利用速

度が基本額適用速度

を超える部分の１

Mbit/sごとに 

別に算定する金額 

プランＭ

のもの 

変動プラ

ンのもの 

基本額 １の第４種契約者識

別番号に係る基本額

適用速度の１Mbit/s

ごとに 

別に算定する金額 

  加算額 １の第４種契約者識

別番号に係る利用速

度が基本額適用速度

を超える部分の１

Mbit/sごとに 

別に算定する金額 

 

      イ タイプ５のもの 

（月額） 
 

区   分 単   位 料  金  額 

固定プランのもの １の第４種契約者識

別番号に係る契約帯

域の１Mbit/sごとに 

7,000円（7,700円） 

 



52 

    ２－２－２ 付加機能利用料 

区     分 単 位 料金額 

上
限
伝
送
速
度
設
定
機
能 

この機能を利用する第４種契約者に係る第４種

オープンコンピュータ通信網サービスにおいて

通信可能な符号伝送速度の上限値を、その第４種

契約者があらかじめ指定することができる機能 

― ― 

備
考 

１ この機能は、通信プロトコルによる区別がIPoE接続に係る第４種契約

者に限り提供します。 

 

２ 第４種契約者は、当社の申込書等に定める区域単位に上限値を指定す

ることができます。 

ア
ド
レ
ス
判
定
機
能 

ＩＰアドレスから通信の方式等の確認ができる

機能 

１の第４種契

約者識別番号

ごとに月額 

別に算定す

る金額 

備
考 

１ この機能は、セキュリティ機能による区別がプランＣに係る第４種契

約者に限り提供します。 

２ 当社は、この機能の提供にあたり、その機能の一部としてＪＰＮＩＣ

の提供するＩＰアドレス検索機能を利用します。  

 

３ この機能により判定可能なＩＰアドレスは、当社又はＪＰＮＩＣが管

理するＩＰアドレスに限ります。  

 

４ 当社は、この機能により確認した通信の方式等の完全性を保証するも

のではなく、この機能の利用により発生した損害については、当社の故

意又は重大な過失による場合を除き、その責任を負いません。  

 

５ 当社は、共通編第23条（利用中止）第１項に掲げる場合に加え、ＪＰ

ＮＩＣの都合、事業休止、その他の一切の理由により、この機能の提供

を中止又は廃止することがあります。当該中止又は廃止に伴い発生する

損害については、当社はその責任を負わないものとします。 

Ｉ
Ｐ
ｖ
４
（
Ｉ
Ｐ
ｏ
Ｅ
）
接
続
機
能 

通信プロトコルの区別がIPoE

接続に係る第４種オープンコ

ンピュータ通信網サービスに

おいて、IPv4(IPoE)方式の通

信を行うことができる機能 

タイプ１ ― ― 

タイプ２ この機能を利

用する１の光

アクセス回線

ごとに月額 

別に算定す

る金額 

備
考 

１ この機能は、セキュリティ機能による区別がプランＣに係る第４種契

約者に限り提供します。 

２ この機能を利用する第４種契約者は、第４種回線制御装置を設置する

必要があります。ただし、この機能を利用する第４種契約者から、自己

（第４種契約者から、第４種オープンコンピュータ通信網サービスの全

部または一部を利用する電気通信サービスの提供を受ける者を含みま

す。）が用意する端末設備（第４種回線制御装置に相当する機能を有する

ものに限り、光アクセス回線を提供する電気通信事業者が提供するもの

を含みます。以下この欄において同じとします。）の設置を希望する申出

があったときは、この限りではありません。その場合、端末設備の準備

にかかる費用については第４種契約者が負担するものとします。 
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３ この機能を利用する第４種契約者は、この機能の提供のあった日を含

む料金月の翌料金月から起算して、この機能の廃止のあった日を含む料

金月までの期間（提供のあった日と廃止のあった日が同一の料金月であ

る場合は、１料金月とします。）において、この機能に係る付加機能利用

料の支払いを要します。 

  

４ 当社は、タイプ２に係る付加機能利用料を適用するにあたり、各料金

月の末日における光アクセス回線（この機能（タイプ２を利用するもの

に限ります。）を利用するものに限ります。以下この欄において同じとし

ます。）の合計数を算出し、その数をその料金月における光アクセス回線

の数として取り扱います。 

  

５ 当社は、備考４の合計数の算出にあたり、その料金月に利用を開始し

た光アクセス回線を除き、その料金月に利用を中止した光アクセス回線

を含めて計算します。 

 ただし、利用の開始した日と中止した日が同一の料金月である場合は、

その光アクセス回線を含めて計算します。 

  

６ 当社は、第４種契約者から請求があったときは、IPv4(IPoE)方式の通

信において特定のＩＰアドレスを利用できる機能を提供します。この場

合において、この機能の提供条件及び第４種契約者が支払いを要する料

金は、次表のとおりとします。 

  

月額 

  

 区分 単位 料金額  

  

 ＩＰ１ １の光アクセス回

線で利用できるＩ

Ｐアドレスの数が、

１個のもの 

この機能を利用

する１の光アク

セス回線ごとに 

別に算定する

金額 

 

  
 ＩＰ８ １の光アクセス回

線で利用できるＩ

Ｐアドレスの数が、

８個のもの 

この機能を利用

する１の光アク

セス回線ごとに 

別に算定する

金額 

 

  

 ＩＰ16 １の光アクセス回

線で利用できるＩ

Ｐアドレスの数が、

16個のもの 

この機能を利用

する１の光アク

セス回線ごとに 

別に算定する

金額 

 

  

 ＩＰ32 １の光アクセス回

線で利用できるＩ

Ｐアドレスの数が、

32個のもの 

この機能を利用

する１の光アク

セス回線ごとに 

別に算定する

金額 

 

  

 ＩＰ64 １の光アクセス回

線で利用できるＩ

Ｐアドレスの数が、

64個のもの 

この機能を利用

する１の光アク

セス回線ごとに 

別に算定する

金額 

 

  

 備考  

  

 １ 当社は、タイプ１であって、第４種回線制御装置以外の端末を

設置して利用する光アクセス回線に限り、この機能を提供します。 

 

  

 ２ 当社は、この機能の月額料金を算出するにあたり、ＩＰｖ４（Ｉ

ＰｏＥ）接続機能の備考３から５までの規定を準用します。 
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７ この機能の不具合等により、通信の切断等が発生した場合の損害につ

いては、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、当社はその責任

を負わないものとします。  

 

８ 第４種契約者は、この機能（タイプ２に限ります。以下この欄におい

て同じとします。）の利用にあたり当社のアプリケーションソフトウェア

を、その端末設備にインストールしていただきます。 

 この場合において、そのインストールに係る責任は第４種契約者が負

うものとします。 

 

９ この機能の利用対象となる端末設備の状態、種類又はその他の理由に

より、端末設備に当社のアプリケーションソフトウェアがダウンロード

又はインストールできない場合には、この機能を利用できません。  

 

10 当社は、当社のアプリケーションソフトウェアの完全性を保証するも

のではなく、当社のアプリケーションソフトウェアの利用に伴い発生す

る損害については、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、責任

を負いません。  

11 当社は、当社のアプリケーションソフトウェアを東日本電信電話株式

会社及び西日本電信電話株式会社の提供するフレッツ・ジョイントを利

用して、その端末設備に配信します。この場合において、共通編第32条

（利用中止）第１項に掲げる場合に加え、東日本電信電話株式会社又は

西日本電信電話株式会社の都合、事業休止、その他の一切の理由により、

第４種契約者がこの機能を利用できなくなった場合には、この機能の提

供を中止又は廃止することがあります。 
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  ３ 削除 
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  ４ 第６種契約に係るもの 

   ４－１ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 区別に係る

料金の適用 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり区別を定

めます。 

  区 別 内         容  

  カテゴリー１ ・その契約に係る特定のＩＰアドレスを使

用して通信を行うことができるもの 

 

   ・光アクセス回線を使用した通信において

は、PPPoE方式による通信を行うことがで

きるもの 

 

   ・カテゴリー５以外のもの  

  カテゴリー２ ・その契約に係る不特定のＩＰアドレスを

使用して通信を行うもの 

 

   ・光アクセス回線を使用した通信において

は、PPPoE方式による通信を行うことがで

きるもの 

 

   ・特定ダイヤルアップ回線からアクセスポ

イントに接続して通信を行うことができ

ないもの 

 

  カテゴリー３ ・その契約に係る不特定のＩＰアドレスを

使用して通信を行うもの 

 

   ・光アクセス回線を使用した通信において

は、PPPoE方式による通信を行うことがで

きるもの 

 

   ・カテゴリー２又はカテゴリー６以外のも

の 
 

  カテゴリー５ ・その契約に係る特定のＩＰアドレスを使

用して通信を行うことができるもの 

 

   ・光アクセス回線を使用した通信において

は、PPPoE方式による通信を行うことがで

きるもの 

 

   ・特定加入者回線（光コラボレーションモ

デルに関する契約に係るものを除きま

す。）とともに提供するもの 

 

  カテゴリー６ ・その契約に係る不特定のＩＰアドレスを

使用して通信を行うもの 

 

   ・光アクセス回線を使用した通信において

は、PPPoE方式による通信を行うことがで

きるもの 

 

   ・特定加入者回線（光コラボレーションモ

デルに関する契約に係るものを除きま

す。）とともに提供するもの 

 

  カテゴリー７ ・その契約に係る特定のＩＰアドレス又は

不特定のＩＰアドレスを使用して通信を

行うもの 
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   ・光アクセス回線を使用した通信において

は、PPPoE方式による通信を行うことがで

きるもの 

 

   ・特定加入者回線（光コラボレーションモ

デルに関する契約に係るものに限りま

す。）とともに提供するもの 

 

  カテゴリー８ ・その契約に係る特定のＩＰアドレス又は

不特定のＩＰアドレスを使用して通信を

行うもの 

 

   ・光アクセス回線のみを使用することがで

きるものであって、IPoE方式による通信

のみを行うことができるもの 

 

  カテゴリー９ ・その契約に係る特定のＩＰアドレス又は

不特定のＩＰアドレスを使用して通信を

行うもの 

 

   ・光アクセス回線のみを使用することがで

きるものであって、IPoE方式による通信

のみを行うことができるもの 

 

   ・特定加入者回線（光コラボレーションモ

デルに関する契約に係るものに限りま

す。）とともに提供するもの 

 

  備考 

１ 当社は、第６種契約者（カテゴリー８又はカテゴリ

ー９に係る者に限ります。以下備考１において同じと

します。）に以下のとおりトラフィックレポートを提供

します。 

 

  (1) 第６種契約者は、ビジネスポータルを通じて、ト

ラフィックレポートの閲覧等を行うことができま

す。 

 

  (2) 当社は、設備の保守上又は工事上等やむを得ない

ときは、トラフィックレポートの利用を中止するこ

とがあります。この場合において、当社は、当社の

Ｗｅｂサイトであらかじめ第６種契約者にその旨を

通知します。 

 

  (3) 当社は、第６種オープンコンピュータ通信網サー

ビス（カテゴリー８又はカテゴリー９に係るものに

限ります。）が全く利用できない状態が連続した時間

の算出は、トラフィックレポートの表示値にかかわ

らず、共通編第29条（利用料金等の支払義務）、共通

編第38条（責任の制限）及び料金表通則の規定に基

づき行います。 

 

  (4) 当社は、トラフィックレポートの内容について一

切の保証をしないものとし、トラフィックレポート

の利用に起因する第６種契約者又は第三者の損害に

ついて、当社の故意又は重大な過失による場合を除

き、責任を負いません。 
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(2) 品目及び細

目に係る料金の

適用 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり品目及び

通信又は保守の態様による細目を定めます。 

ア 通信の態様による細目 

  (ア) アクセス回線による区別 

  区 別 内         容  

  タイプ３ ＤＳＬ回線を使用して通信を行うことがで

きるとともに、特定ダイヤルアップ回線か

らアクセスポイントに接続して通信を行う

ことができるもの 

 

  タイプ４ 光アクセス回線（共通編別記２の(1)に定め

る特定協定事業者の契約約款及び料金表に

規定する光アクセス回線に限ります。）を使

用して通信を行うことができるとともに、

特定ダイヤルアップ回線からアクセスポイ

ントに接続して通信を行うことができるも

の 

 

  タイプ６ モバイルアクセスを使用して通信を行うこ

とができるものであって、１のモバイルア

クセス回線番号ごとに１の契約を締結する

もの 

 

  タイプ７ モバイルアクセスを使用して通信を行うこ

とができるものであって、１のモバイルア

クセス回線番号ごとに１の契約を締結する

ものであり、タイプ６以外のもの 

 

  備考 

１ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスに係る

通信は、契約者回線等との間で行うことができます。

この場合において、当社は、相互接続点又はＮＳＰＩ

ＸＰ等との接続点を介して接続している電気通信設備

に係る通信の品質を保証しません。 

 

  ２ 削除  

  ３ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスに係る

区別ごとに提供するアクセス回線による区別は、次表

のとおりとします。 

 

   区 別 提供するアクセス回線による区別   

   カテゴリー１ タイプ３からタイプ６   

   カテゴリー２ タイプ３又はタイプ４   

   カテゴリー３ タイプ３からタイプ７   

   カテゴリー５ タイプ４   

   カテゴリー６ タイプ４   

   カテゴリー７ タイプ４   

   カテゴリー８ タイプ４   

   カテゴリー９ タイプ４   
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  ４ タイプ３からタイプ７までに係る通信（IPoE方式に

よる通信を除きます。）は、契約者識別符号及び暗証符

号を送信することにより行うことができます。 

 

  ５ カテゴリー１のタイプ３若しくはタイプ４まで又は

カテゴリー５については、ＤＳＬ回線又は光アクセス

回線を使用する場合に限りその契約に係る特定のＩＰ

アドレスを使用して通信を行うことができます。 

 

  ６ 第６種契約者は、アクセス回線による区別の変更に

ついて、タイプ３又はタイプ４のうち、いずれか１の

タイプから他のタイプへの変更に限り、請求すること

ができます。 

 

  (イ) アクセス回線の細目等による区別 

   Ａ タイプ３に係るもの 

  区 別 内         容  

  コース１ コース１の２以外のもの  

  コース１の２ 当社が別に定めるＤＳＬ回線を利用するも

の 

 

   （注）本欄に規定する当社が別に定めるＤＳ

Ｌ回線は、東日本電信電話株式会社の契

約約款及び料金表に規定するメニュー

４のタイプ２のプラン２のものとしま

す。 

 

  備考 

１ タイプ３のＤＳＬ回線の符号伝送速度の上限につい

ては、この表に定めるところによるほか、そのＤＳＬ

回線に係る特定協定事業者の契約約款及び料金表に定

めるところによります。 

 

  ２ 削除  

   Ｂ タイプ４に係るもの 

  区 別 内         容  

  コースＦ 別記14のEK040、EK050、EK100、EK110、WK020、

WK030、WK040又はWK070に係る光アクセス回

線を利用するもの 

 

  コースＭ 別記14のEM010、EM020、EM040、WM020、WM030、

WM040又はWM050に係る光アクセス回線を利

用するもの 

 

  コースＢ 別記14のEK090又はWK060に係る光アクセス

回線を利用するもの 

 

  コースＰ１ 別記14のEK070に係る光アクセス回線を利

用するもの 

 

  コースＰ10 別記14のEK080に係る光アクセス回線を利

用するもの 
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  コースＧＦ 別記14のEK060又はEM030に係る光アクセス

回線を利用するもの 

 

  コースＵ 別記14のEK040、EK050、EK060、EK070、EK080、

EK090、EM010、EM020、EM030、WK020、WK040、

WK060、WK070、WM020、WM040又はWM050に係

る光アクセス回線を利用するもの 

 

  備考  

  １ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスに係る

区別ごとに提供するアクセス回線の細目等による区別

は、次表のとおりとします。 

 

   区 別 提供するアクセス回線の細目等に

よる区別 

  

   カテゴリー１ コースＦからコースＧＦ   

   カテゴリー２ コースＦ、コースＭ及びコースＧＦ   

   カテゴリー３ コースＦ、コースＭ、コースＰ１及

びコースＧＦ 

  

   カテゴリー５ コースＦ（別記14のEK100、EK110

及び WK030に係るものを除きま

す。）、コースＭ（別記14のEM040及

びWM030に係るものを除きます。）、

コースＢ、コースＰ１、コースＰ10

及びコースＧＦ（別記14のEM030に

係るものを除きます。） 

  

   カテゴリー６ コースＦ（別記14のEK100、EK110

及び WK030に係るものを除きま

す。）、コースＭ（別記14のEM040及

びWM030に係るものを除きます。）、

コースＰ１及びコースＧＦ（別記14

のEM030に係るものを除きます。） 

  

   カテゴリー７ コースＦ（別記14のEK100、EK110

及び WK030に係るものを除きま

す。）、コースＭ（別記14のEM040及

びWM030に係るものを除きます。）及

びコースＧＦ 

  

   カテゴリー８ コースＵ   

   カテゴリー９ コースＦ（別記14のEK100、EK110

及び WK030に係るものを除きま

す。）、コースＭ（別記14のEM040及

びWM030に係るものを除きます。）及

びコースＧＦ 

  

  ２ カテゴリー５からカテゴリー７又はカテゴリー９に

ついては、当社はコースに規定する光アクセス回線を

特定加入者回線として提供します。 
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  ３ カテゴリー５又はカテゴリー６のコースＭに係る光

アクセス回線には、次のとおり契約者グループの態様

による区別があります。 

 

   区 別 内 容   

   クラス１ 共通編別記２の(1)に定める特定協

定事業者の契約約款及び料金表に

規定するメニュー５―２に係るプ

ラン１のもの 

  

   クラス２ 共通編別記２の(1)に定める特定協

定事業者の契約約款及び料金表に

規定するメニュー５―２に係るプ

ラン２のもの 

  

   備考 その契約者グループに属する特定加入者回線が

１となった場合であって、そのことを当社が第６種

契約者に通知した日の翌日から起算して３か月経

過したときの利用料金は、当社がその通知に定める

加算額を適用します。 

  

  ４ カテゴリー５及びカテゴリー６のコースＦ、コース

Ｍ又はコースＢには、次のとおり区別があります。 

 

   区 別 内 容   

   メニューＢ メニューＮ以外のもの   

   メニューＮ 別記14のEK040、EK050、EK060、

EK070、EK080、EK090、EM010、EM020、

EM030、WK020、WK040、WK060、WK070、

WM020、WM040又はWM050に係る光ア

クセス回線を利用するもの（ただ

し、東日本電信電話株式会社に係る

ものであって、同社が同社の契約約

款及び料金表の規定によりⅠ型か

らⅡ型への細目の変更（契約者から

の請求によるものを除きます。）を

行ったものについては、メニューＢ

とします。） 

  

  
５ カテゴリー５又はカテゴリー６のコースＧＦには、

次のとおり区別があります。 

 

   区 別 内 容   

   コースＧＦＳ 光アクセス回線の終端に無線ＬＡ

Ｎ対応の機器を設置するもの 

  

   コースＧＦＬ 光アクセス回線の終端に無線ＬＡ

Ｎ対応の機器を設置しないもの 
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６ 当社は、カテゴリー８又はカテゴリー９の提供にあ

たり、回線制御装置（ＩＰｏＥルーター型に限ります。）

を設置します。 

 ただし、第６種契約者（カテゴリー８又はカテゴリ

ー９に係る者（ＩＰアドレスによる区別が動的(ex)タ

イプに係る者を除きます。）に限ります。）は、当社の

回線制御装置に代わるものとして当社が認めた自営端

末設備に限り、その自営端末設備を設置することがで

きます。 

 

   Ｃ 削除 

   Ｄ タイプ６に係るもの 

  ａ 基本容量等による区別 

  区 別 内       容  

  標準プラン バリュープラン又はテレワーク・スター

トパックプラン以外のもの 

 

   ゼロコース 契約者カードの貸与のみをサービスの

提供内容とし、通信を行うことができな

いもの 

 

   スタンバイコ

ース 

接続確認及び疎通確認程度の通信を行

うことができるもの 

 

   １GBコース １の料金月における基本容量（モバイル

アクセスに係る通信量の上限をいいま

す。以下同じとします。）を 

1,073,741,824バイトとするもの 

 

   ３GBコース １の料金月における基本容量を 

3,221,225,472バイトとするもの 

 

   ７GBコース １の料金月における基本容量を 

7,516,192,768バイトとするもの 

 

   200kbps コ ー

ス 

モバイルアクセスに係る通信速度の上

限を最大200kbit/sまでとし、１の料金

月における基本容量を536,870,912バイ

トとするもの 

 

   30MBプラスコ

ース 

１の料金月におけるモバイルアクセス

に係る無料通信量を31,457,280バイト

とし、これを超過した場合に、加算額が

発生するもの 

 

  バリュープラン 通信量に応じた加算額が発生するコー

スを提供しないもの 

 

   １GBコース １の料金月における基本容量を 

1,073,741,824バイトとするもの 

 

   ３GBコース １の料金月における基本容量を 

3,221,225,472バイトとするもの 

 

   ７GBコース １の料金月における基本容量を  
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7,516,192,768バイトとするもの 

   10GBコース １の料金月における基本容量を 

10,737,418,240バイトとするもの 

 

   15GBコース １の料金月における基本容量を 

16,106,127,360バイトとするもの 

 

   20GBコース １の料金月における基本容量を 

21,474,836,480バイトとするもの 

 

   30GBコース １の料金月における基本容量を 

32,212,254,720バイトとするもの 

 

   50GBコース １の料金月における基本容量を 

53,687,091,200バイトとするもの 

 

  テレワーク・スタ

ートパックプラ

ン 

Ｗｅｂフィルタリング機能を基本機能

として提供するものであって、別記10の

２の２に定めるモバイルノートパソコ

ン等の購入申込みと同時に申し込む場

合に限り契約申込みを行うことができ

るもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク１GBクラム

シェルコース 

・１の料金月における基本容量を 

1,073,741,824バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（クラムシェ

ルタイプ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク１GB2in1コ

ース 

・１の料金月における基本容量を 

1,073,741,824バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（2in1タイ 

プ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク３GBクラム

シェルコース 

・１の料金月における基本容量を 

3,221,225,472バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（クラムシェ

ルタイプ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク３GB2in1コ

ース 

・１の料金月における基本容量を 

3,221,225,472バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（2in1タイ 

プ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク７GBクラム

シェルコース 

・１の料金月における基本容量を 

7,516,192,768バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（クラムシェ

ルタイプ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク７GB2in1コ

・１の料金月における基本容量を 

7,516,192,768バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 
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ース ・モバイルノートパソコン（2in1タイ 

プ）を購入可能なもの 

   テレワーク・

スタートパッ

ク10GBクラム

シェルコース 

・１の料金月における基本容量を 

10,737,418,240バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（クラムシェ

ルタイプ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク10GB2in1コ

ース 

・１の料金月における基本容量を 

10,737,418,240バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（2in1タイ 

プ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク20GBクラム

シェルコース 

・１の料金月における基本容量を 

21,474,836,480バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（クラムシェ

ルタイプ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク20GB2in1コ

ース 

・１の料金月における基本容量を 

21,474,836,480バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（2in1タイ 

プ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク30GBクラム

シェルコース 

・１の料金月における基本容量を 

32,212,254,720バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（クラムシェ

ルタイプ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク30GB2in1コ

ース 

・１の料金月における基本容量を 

32,212,254,720バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（2in1タイ 

プ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク50GBクラム

シェルコース 

・１の料金月における基本容量を 

53,687,091,200バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（クラムシェ

ルタイプ）を購入可能なもの 

 

   テレワーク・

スタートパッ

ク50GB2in1コ

ース 

・１の料金月における基本容量を 

53,687,091,200バイトとするもの 

・１年間の最低利用期間を設定するもの 

・モバイルノートパソコン（2in1タイ 

プ）を購入可能なもの 

 

    ｂ 通信方式による区別 

  区 別 内       容  

  ＬＴＥプラン 株式会社ＮＴＴドコモの卸携帯電話サ  
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ービス契約約款に規定する卸Ｘｉサー

ビスを利用して提供するもの 

  ５Ｇプラン 株式会社ＮＴＴドコモの卸携帯電話サ

ービス契約約款に規定する卸５Ｇサー

ビスを利用して提供するもの 

 

    ｃ 認証方式による区別 

  区 別 内       容  

  個別認証プラン 共通認証プラン以外のもの  

  共通認証プラン １の契約者識別符号及び暗証符号で複

数のモバイルアクセス回線番号の通信

を可能とするもの 

 

    ｄ 付加機能の有無による区別 

  区 別 内       容  

  ＳＭＳ無プラン ＳＭＳ有プラン以外のもの  

  ＳＭＳ有プラン 付加機能（簡易メール（ＳＭＳ）機能と

します。）が利用可能なもの 

 

    ｅ タイプ６の各区別の提供組合せ 

  提供する組合せ  

  カテゴリー１ 

個別認証 

標準（ゼロ及び

スタンバイを除

きます。） 

ＬＴＥ ＳＭＳ無 

又は 

ＳＭＳ有 

 

  カテゴリー３ 

個別認証 

標準（ゼロ及び

スタンバイを除

きます。） 

ＬＴＥ ＳＭＳ無 

又は 

ＳＭＳ有 

 

  カテゴリー３ 

共通認証 

標準 

又は 

バリュー 

ＬＴＥ ＳＭＳ無 

又は 

ＳＭＳ有 

 

    ５Ｇ ＳＭＳ無  

   テレワーク・ス

タートパック 

ＬＴＥ ＳＭＳ有  

  備考 各区別の名称末尾のコース又はプランの記載は省略

しています。 

 

    ｆ タイプ６の各区別の適用 

  適       用  

  １ 当社は、第６種契約者から申出があったときは、基本

容量シェアグループ（同一のモバイルアクセス回線群識

別番号に属する第６種契約であって、第６種契約者の指

定する第６種契約から構成されるグループをいいます。

以下同じとします。）を設定します。この場合、基本容量

シェアグループの設定条件は、次のとおりとします。 

 

  (1) 標準プラン又はバリュープランとテレワーク・スタ  
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ートパックプランが混在した基本容量シェアグループ

を設定することはできません。 

  (2) 標準プランにおいては、１GBコース、３GBコース又

は７GBコースに限り、基本容量シェアグループを設定

することができます。 

 

  (3) 個別認証プランと共通認証プランが混在した基本

容量シェアグループを設定することはできません。 

 

  (4) １のモバイルアクセス回線群識別番号に設定する

ことができる基本容量シェアグループの数は、１とし

ます。 

 

  (5) 基本容量シェアグループを構成する第６種契約の

数は、30,000を上限とします。 

 

  ２ 当社は、第６種契約者から基本容量シェアグループの

設定若しくは廃止又は基本容量シェアグループを構成す

る第６種契約の追加若しくは除外の申出（いずれも当社

が指定する方法によるものとします。）があったときは、

その設定等の承諾日を含む料金月の翌料金月から適用し

ます。 

 

  ３ 当社は、基本容量シェアグループを構成する第６種契

約の解除があったときは、その翌日にその第６種契約を

基本容量シェアグループから除外し、同時にその第６種

契約の基本容量を当該解除がなされた月の本適用４(2)

又は(3)に定める基本容量の合計から除外するものとし

ます。 

 またこの場合において、当該解除がなされた第６種契

約のその月の通信量は、当該解除がなされた月のその基

本容量シェアグループでの通信量の合計に含まれるもの

とします。 

 

  ４ 当社は、第６種オープンコンピュータ通信網サービス

のタイプ６（30MBプラスコースを除きます。）について、

次の場合には、その料金月における第６種オープンコン

ピュータ通信網サービスの利用を制限します。 

 

  (1) (2)又は(3)以外のもの 

１の料金月の通信量の合計がその区別に係る基本容量

（スタンバイコースについては当社が指定する通信量

とします。）を超えた場合 

 

  (2) 基本容量シェアグループに属するものであって、

(3)以外のもの 

 基本容量シェアグループに属する第６種契約の１の

料金月における通信量及びその区別に係る基本容量を

それぞれ合計し、その通信量の合計が基本容量の合計

を超えた場合 

 

  (3) 基本容量シェアグループに属するものであって、１

の基本容量シェアグループに係る基本容量の合計が

100テラバイトを超えるもの 

 基本容量シェアグループに属する第６種契約の１の

料金月における通信量の合計が100テラバイトを超え

た場合 

（この場合、１テラバイトは２の40乗バイトとしま

す。） 
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  ５ 当社は、ゼロコースの提供開始日を含む料金月を１料

金月目として３料金月目の末日までをゼロコースの最長

提供期間とします。 

 

  ６ 当社は、本適用５に規定するゼロコースの最長提供期

間内に、ゼロコースに係る第６種契約者からコースの変

更の請求がなかったときは、ゼロコースからスタンバイ

コースへのコースの変更を行います。この場合、スタン

バイコースの提供開始日は、ゼロコースの最長提供期間

が満了する料金月の翌料金月の初日とします。 

 

  ７ ゼロコースに係る第６種契約の申込みを行う者は、本

適用５及び６に規定するゼロコースの最長提供期間及び

最長提供期間満了後のスタンバイコースへの自動移行に

ついて、あらかじめ同意していただきます。 

 

  ８ スタンバイコースに係る第６種契約は、申込みを行う

ことができません。 

 

  ９ 第６種契約者は、タイプ６の各区別について変更を請

求しようとするときは、次に掲げる条件により行ってい

ただきます。 

 

  (1) 標準プラン又はバリュープランとテレワーク・スタ

ートパックプランとの間の相互の変更を請求すること

はできません。 

 

  (2) ゼロコース以外のコースからゼロコースへの変更

を請求することはできません。 

 

  (3) スタンバイコース以外のコースからスタンバイコ

ースへの変更を請求することはできません。 

 

  (4) 200kbpsコースと１GBコース、３GBコース、７GBコ

ース、10GBコース、15GBコース、20GBコース、30GBコ

ース、50GBコース又は30MBプラスコースとの間の相互

の変更を請求することはできません。 

 

  (5) テレワーク・スタートパックプランにおいては、ク

ラムシェルコースと2in1コースの相互の変更を請求す

ることはできません。 

 

  (6) 通信方式による区別の変更については、標準プラン

又はバリュープランであって、共通認証プランの場合

に限り、変更を請求することができます。 

 

  (7) 認証方式による区別の変更を請求することはでき

ません。 

 

  (8) 付加機能の有無による区別の変更を請求すること

はできません。 

 

  10 ９に規定するほか、第６種契約者は、カテゴリー３の

タイプ６（ゼロコース及びスタンバイコースを除くもの

であって、共通認証プランに限ります。）について、当社

が指定する方法によりアクセス回線の細目等による区別

の変更の請求を行う場合は、提供開始日（アクセス回線

の細目等による区別の変更があった場合の、変更後の区

別の提供開始日を含みます。）を含む料金月を１料金月目

として３料金月目の当社が指定する日以後に限り、当該

変更の請求を行うことができます。 

 

  11 当社は、アクセス回線の細目等による区別の変更（ゼ

ロコースから１GBコース、３GBコース、７GBコース、10GB
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コース、15GBコース、20GBコース、30GBコース、50GBコ

ース、200kbpsコース又は30MBプラスコースへの変更を除

きます。）の請求があったときは、その変更の承諾日を含

む料金月の翌料金月から適用します。 

  12 第６種契約者（ゼロコース又はスタンバイコースに係

る者に限ります。）は、第６種契約を解除しようとすると

きは、あらかじめその第６種契約についてアクセス回線

の細目等による区別の変更を行い、変更後の区別におい

て、第６種契約の解除を通知していただきます。 

 

  13 第６種契約者は、契約事業者とエリアメールの送信に

関する契約を締結した者から送信された災害等の情報

を、契約事業者が定める方法により、制御信号を利用し

て受信することができます。 

 

  14 前項に規定する災害等の情報は、共通編第24条（利用

停止）及び第86条の２（利用停止）の規定にかかわらず、

利用停止されている場合であっても受信することができ

ます。 

 

  15 カテゴリー１のタイプ６は、その第６種契約に係るＩ

Ｐアドレスが、１個のものに限ります。 

 

  16 テレワーク・スタートパックプランのＷｅｂフィルタ

リング機能については、次のとおりとします。 

 

  (1) Ｗｅｂフィルタリング機能とは、Ｗｅｂフィルタリ

ング（所定のフィルタリングポリシーに基づいた特定

のＷｅｂサイトへのアクセス制限等を行うことをいい

ます。以下同じとします。）等を可能とする機能をいい

ます。以下同じとします。 

 

  (2) Ｗｅｂフィルタリング機能は、当社がZscaler, Inc.

からソフトウェアの使用許諾を受けて提供します。 

 Ｗｅｂフィルタリング機能の提供において、ソフト

ウェアに付随する全ての権利等は、Zscaler, Inc.（当

該事業者が指定する者を含みます。）に帰属します。 

 

  (3) Ｗｅｂフィルタリング機能のフィルタリングポリ

シーは、当社が定めます。 

 また、当社が指定する範囲で第6種契約者が定めるこ

とができるものとします。 

 

  (4) 当社は、Ｗｅｂフィルタリング機能に係る通信の品

質を保証しません。 

 

  (5) 当社は、Ｗｅｂフィルタリング機能のソフトウェア

等の不具合等により、通信の切断等が発生した場合の

損害については、当社の故意又は重大な過失による場

合を除き、責任を負いません。 

 

  (6) 当社は、Ｗｅｂフィルタリング等の完全性を保証す

るものではなく、Ｗｅｂフィルタリング等ができなか

ったことによって発生した損害については、当社の故

意又は重大な過失による場合を除き、責任を負いませ

ん。 

 

  (7) 当社は、共通編第23条（利用中止）第１項に掲げる

場合に加え、Zscaler, Inc.の都合、事業休止、その他

の一切の理由により、第６種契約者がＷｅｂフィルタ

リング機能を利用できなくなった場合には、Ｗｅｂフ
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ィルタリング機能の提供を中止又は廃止することがあ

ります。 

  (8) 当社は、Ｗｅｂフィルタリングを実施し、Ｗｅｂフ

ィルタリングの作動に関する第６種契約者からの問合

せへの対応等を行うため、第６種契約者の通信に係る

ＩＰアドレス及びポート番号等並びにアプリケーショ

ン層のデータ等を取得するものとし、第６種契約者は、

それらについて、あらかじめ包括的に同意するものと

します。 

(9) 第６種契約者は、Ｗｅｂフィルタリング機能

（Zscaler, Inc.のソフトウェアによるものに限りま

す。以下この(9)において当該ソフトウェアを「専用ソ

フトウェア」といいます。）の利用において、次の事項

に同意するものとします。 

ア 第６種契約者は、第６種契約者の内部業務目的に

限り専用ソフトウェアを利用するものとします。 

イ 第６種契約者は専用ソフトウェアの利用におい

て、次の事項を行わないものとします。 

(ア) 負荷テストや公開ベンチマーク等 

(イ) 米国の貿易制裁や経済制裁に違反して、禁止

されている国や地域（キューバ、イラン、北朝鮮、

シリア、いわゆるドネツク人民共和国、ルガンス

ク人民共和国、ウクライナのクリミア地域、また

はその他の禁止国や禁止地域など）からの利用 

ウ 当社は、専用ソフトウェアの利用に係る損害賠償

について、次の場合においては、その損害を賠償し

ません。 

(ア) 当社又はZscaler, Inc.の定めに反する利用が

あった場合 

(イ) Zscaler, Inc.以外による専用ソフトウェアの

改変等があった場合 

(ウ) Zscaler, Inc.が提供していないハードウェア

又はソフトウェアと併用をした場合であって、そ

の併用がなければ専用ソフトウェアは権利侵害等

をしていない場合 

エ 第６種契約者の責めに帰すべき理由により、第三

者から当社又はZscaler, Inc.が損害の賠償を請求さ

れた場合、第６種契約者は、その解決に協力するも

のとします。 

オ ウ及びエに定めるほか、Ｗｅｂフィルタリング機

能の利用に係る当社の賠償義務の成立については、

第６種契約者及び当社が次の事項を履行することを

条件とします。 

(ア) 第６種契約者は、第三者からの損害の恐れ又

は賠償請求の通知の受領後、速やかに書面で当社

に通知すること。 

(イ) 第６種契約者は、第三者からの損害賠償の請

求を受けた場合、当該請求への対処方法につき当

社と協議の上決定するものとする。 

(ウ) 第６種契約者及び当社は、第三者からの損害
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賠償の請求に係る防御又は和解について、相互に

協力すること。 

カ 当社は、専用ソフトウェアの保守及び改善等を目

的として、利用に係る情報をZscaler, Inc.に提供す

る場合があります。 

キ Ｗｅｂフィルタリング機能の利用については、外

国の法令により制限される場合があります。 

  17 第６種契約者は、あらかじめ次に掲げる条件に同意の

上で当社に申出を行うことにより、Ｗｅｂフィルタリン

グ機能を含まないテレワーク・スタートパックプランを

利用することができます。 

 

  (1) モバイルアクセス回線群識別番号が新たに付与さ

れることとなる申込みと同時の場合に限り、その申出

を行うことができること。 

 

  (2) そのモバイルアクセス回線群識別番号に帰属する

第６種契約において、Ｗｅｂフィルタリング機能の有

無を混在させることはできないこと。 

 

  (3) その申出後、Ｗｅｂフィルタリング機能を含むテレ

ワーク・スタートパックへの変更はできないこと。 

 

    

   Ｅ タイプ７に係るもの 

  区 別 内       容  

  標準プラン テレワークプラン以外のもの  

   ゼロコース 契約者カードの貸与のみをサービスの

提供内容とし、通信を行うことができな

いもの 

 

   スタンバイコ

ース 

接続確認及び疎通確認程度の通信を行

うことができるもの 

 

   10MBコース １の料金月における基本容量を 

10,485,760バイトとするもの 

 

   30MBコース １の料金月における基本容量を 

31,457,280バイトとするもの 

 

   50MBコース １の料金月における基本容量を 

52,428,800バイトとするもの 

 

   100MBコース １の料金月における基本容量を 

104,857,600バイトとするもの 

 

   500MBコース １の料金月における基本容量を 

536,870,912バイトとするもの 

 

   １GBコース １の料金月における基本容量を 

1,073,741,824バイトとするもの 

 

   ３GBコース １の料金月における基本容量を 

3,221,225,472バイトとするもの 

 

   ７GBコース １の料金月における基本容量を 

7,516,192,768バイトとするもの 
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   10GBコース １の料金月における基本容量を 

10,737,418,240バイトとするもの 

 

   15GBコース １の料金月における基本容量を 

16,106,127,360バイトとするもの 

 

   20GBコース １の料金月における基本容量を 

21,474,836,480バイトとするもの 

 

   30GBコース １の料金月における基本容量を 

32,212,254,720バイトとするもの 

 

   50GBコース １の料金月における基本容量を 

53,687,091,200バイトとするもの 

 

  テレワークプラ

ン 

オンライン会議系アプリケーション等

優先機能を基本機能として提供するも

の 

 

   ７GBコース １の料金月における基本容量を 

7,516,192,768バイトとするもの 

 

   10GBコース １の料金月における基本容量を 

10,737,418,240バイトとするもの 

 

   15GBコース １の料金月における基本容量を 

16,106,127,360バイトとするもの 

 

   20GBコース １の料金月における基本容量を 

21,474,836,480バイトとするもの 

 

   30GBコース １の料金月における基本容量を 

32,212,254,720バイトとするもの 

 

   50GBコース １の料金月における基本容量を 

53,687,091,200バイトとするもの 

 

  備考 

１ 当社は、タイプ７に係る契約者カードの種別につい

て次のとおりとします。 

(ア) (イ)以外のもの 

(イ) インダストリアルタイプのもの 

２ 当社は、タイプ７について、次に定めるところによ

り、ライフサイクル管理機能（第６種契約者がサスペ

ンドをすることができる機能をいいます。以下同じと

します。）を提供します。この場合、「サスペンド」と

は、その第６種契約の通信を一時的に利用不可とする

ことであって、その期間中、その第６種契約に対応す

る定額利用料とは異なる定額利用料が適用されること

をいいます。以下同じとします。 

(ア) 当社は、サスペンドを開始した日を含む料金月

を１料金月目として６料金月目の末日までをサスペ

ンドの最長適用期間とします。 

(イ) 当社は、(ア)に規定するサスペンドの最長適用

期間内に、第６種契約者がサスペンドを解除しなか

ったときは、サスペンドの最長適用期間が満了する
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料金月の最終日をもってそのサスペンドを解除しま

す。 

(ウ) タイプ７に係る第６種契約の申込みを行う者

は、(ア)及び(イ)に規定するサスペンドの最長適用

期間及び最長適用期間満了時のサスペンドの自動解

除について、あらかじめ同意していただきます。 

(エ) サスペンドの開始に係る条件は、次のとおりと

します。 

Ａ その開始日の翌日から、その第６種契約の基本

容量を削除します。 

Ｂ その開始日の翌日から、サスペンドに係る定額

利用料を適用します。 

(オ) サスペンドの解除に係る条件は、次のとおりと

します。 

Ａ その解除日の当日から、その第６種契約にその

第６種契約のサスペンドの状態となる前の基本容

量を再適用します。 

Ｂ その解除日の当日から、その第６種契約にその

第６種契約のサスペンドの状態となる前の定額利

用料を再適用します。 

(カ) 当社は、第６種契約者が１日にサスペンド開始

又は解除を複数回実施したときは、当該日の最後に

実施したものをその日のサスペンドの状態として、

その状態に応じて(エ)又は(オ)の規定を適用しま

す。 

３ 当社は、タイプ７について、通信中断機能（その第

６種契約の通信を一時的に利用不可とすることであっ

て、その期間中、その第６種契約に対応する定額利用

料が適用されることをいいます。以下同じとします。）

を提供します。 

４ 当社は、第６種契約者から申出があったときは、基

本容量シェアグループを設定します。この場合、基本

容量シェアグループの設定条件は、次のとおりとしま

す。 

(1) ゼロコース及びスタンバイコースは基本容量シ

ェアグループを設定できません。 

(2) １のモバイルアクセス回線群識別番号に設定す

ることができる基本容量シェアグループの数は、１

とします。 

(3) 基本容量シェアグループを構成する第６種契約

の数は、30,000を上限とします。 

５ 当社は、第６種契約者から基本容量シェアグループ

の設定若しくは廃止又は基本容量シェアグループを構

成する第６種契約の追加若しくは除外の申出（いずれ

も当社が指定する方法によるものとします。）があった

ときは、その設定等の承諾日を含む料金月の翌料金月

から適用します。 

６ 当社は、基本容量シェアグループを構成する第６種

契約の解除があったときは、その翌日にその第６種契

約を基本容量シェアグループから除外し、同時にその
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第６種契約の基本容量を当該解除がなされた月の備考

９(2)又は(3)に定める基本容量の合計から除外するも

のとします。 

 またこの場合において、当該解除がなされた第６種

契約のその月の通信量は、当該解除がなされた月のそ

の基本容量シェアグループでの通信量の合計に含まれ

るものとします。 

７ 当社は、基本容量シェアグループを構成する第６種

契約にサスペンドがあったときは、その翌日にその第

６種契約の基本容量を当該サスペンドがなされた月の

備考９(2)又は(3)に定める基本容量の合計から除外す

るものとします。 

 またこの場合において、当該サスペンドがなされた

第６種契約のその月の通信量は、当該サスペンドがな

された月のその基本容量シェアグループでの通信量の

合計に含まれるものとします。 

８ 当社は、基本容量シェアグループを構成する第６種

契約においてサスペンドの解除があったときは、その

翌日にその第６種契約の基本容量を当該サスペンドの

解除がなされた月の備考９(2)又は(3)に定める基本容

量の合計に追加するものとします。 

 またこの場合において、当該解除がなされた第６種

契約のその月の通信量は、当該解除がなされた月のそ

の基本容量シェアグループでの通信量の合計に含まれ

るものとします。 

９ 当社は、第６種オープンコンピュータ通信網サービ

スのタイプ７について、次の場合には、その料金月に

おける第６種オープンコンピュータ通信網サービスの

利用を制限します。 

(1) (2)又は(3)以外のもの 

 １の料金月の通信量の合計がその区別に係る基本

容量（スタンバイコースについては当社が指定する

通信量とします。）を超えた場合 

(2) 基本容量シェアグループに属するものであって、

(3)以外のもの 

 基本容量シェアグループに属する第６種契約の１

の料金月における通信量及びその区別に係る基本容

量をそれぞれ合計し、その通信量の合計が基本容量

の合計を超えた場合 

(3) 基本容量シェアグループに属するものであって、

１の基本容量シェアグループに係る基本容量の合計

が100テラバイトを超えるもの 

 基本容量シェアグループに属する第６種契約の１

の料金月における通信量の合計が100テラバイトを

超えた場合 

（この場合、１テラバイトは２の40乗バイトとしま

す。） 

10 当社は、ゼロコースの提供開始日を含む料金月を１

料金月目として12料金月目の末日までをゼロコースの

最長提供期間とします。 
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11 当社は、10に規定するゼロコースの最長提供期間内

に、第６種契約者からアクセス回線の細目等による区

別の変更の請求がなかったときは、ゼロコースからス

タンバイコースへのアクセス回線の細目等による区別

の変更を行います。この場合、スタンバイコースの提

供開始日は、ゼロコースの最長提供期間が満了する料

金月の翌料金月の初日とします。 

12 ゼロコースに係る第６種契約の申込みを行う者は、

10及び11に規定するゼロコースの最長提供期間及び最

長提供期間満了後のスタンバイコースへの自動移行に

ついて、あらかじめ同意していただきます。 

13 スタンバイコースに係る第６種契約は、申込みを行

うことができません。 

14 第６種契約者は、アクセス回線の細目等による区別

の変更を請求しようとするときは、次に掲げる条件に

より行っていただきます。 

(1) ゼロコース以外のアクセス回線の細目等による

区別からゼロコースへの変更を請求することはでき

ません。 

(2) スタンバイコース以外のアクセス回線の細目等

による区別からスタンバイコースへの変更を請求す

ることはできません。 

15 14に規定するほか、第６種契約者は、カテゴリー３

のタイプ７（ゼロコース及びスタンバイコースを除き

ます。）について、当社が指定する方法によりアクセス

回線の細目等による区別の変更の請求を行う場合は、

提供開始日（アクセス回線の細目等による区別の変更

があった場合の、変更後の区別の提供開始日を含みま

す。）を含む料金月を１料金月目として３料金月目の当

社が指定する日以後に限り、当該変更の請求を行うこ

とができます。 

16 当社は、アクセス回線の細目等による区別の変更（ゼ

ロコースからゼロコース以外のアクセス回線の細目等

による区別（スタンバイコースを除きます。）への変更

を除きます。）の請求があったときは、その変更の承諾

日を含む料金月の翌料金月から適用します。 

17 第６種契約者（ゼロコース又はスタンバイコースに

係る者に限ります。）は、第６種契約を解除しようとす

るときは、あらかじめその第６種契約についてアクセ

ス回線の細目等による区別の変更を行い、変更後の区

別において、第６種契約の解除を通知していただきま

す。 

18 タイプ７には、次表のとおり通信方式による区別が

あります。 

区 別 内   容  

ＬＴＥプラン 株式会社ＮＴＴドコモ

の卸携帯電話サービス

契約約款に規定する卸

Ｘｉサービスを利用し

て提供するもの 
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19 第６種契約者は、契約事業者とエリアメールの送信

に関する契約を締結した者から送信された災害等の情

報を、契約事業者が定める方法により、制御信号を利

用して受信することができます。 

20 前項に規定する災害等の情報は、共通編第24条（利

用停止）及び第86条の２（利用停止）の規定にかかわ

らず、利用停止されている場合であっても受信するこ

とができます。 

21 当社は、第６種契約者（タイプ７に係る者に限りま

す。以下本項において同じとします。）からの契約者カ

ードに係る故障等の申告により、その契約者カードに

故障が発生したと判断したときは、その第６種契約者

の同意をもって、その契約者カードに係る第６種契約

を解除することがあります。 

22 テレワークプランのオンライン会議系アプリケーシ

ョン等優先機能については、次のとおりとします。 

(1) 「オンライン会議系アプリケーション等優先機

能」とは、当社が別に定めるアプリケーションに係

る通信について、当該通信を優先して処理を行う等

の制御をする機能をいいます。 

 ただし、そのアプリケーションの円滑な利用を保

証するものではありません。 

(2) 第６種契約の申込みをする者及び第６種契約者

（いずれもタイプ７のテレワークプランに係る者に

限ります。）は、「オンライン会議系アプリケーショ

ン等優先機能」を提供する目的に限り、当社が第６

種契約者の通信に係るＩＰアドレス、ポート番号等

及びアプリケーション層のデータ等を取得すること

によって(1)に定める当社が別に定めるアプリケー

ションに係る通信を検知し、当該通信を優先して処

理を行う等の制御をすることについて、あらかじめ

包括的に同意していただきます。 

 （ウ）ＩＰアドレスによる区別 

   Ａ カテゴリー７のもの 

  区 別 内   容  

  固定タイプ 特定のＩＰアドレスを使用するもの  

  動的タイプ 不特定のＩＰアドレスを使用するもので

あって、動的ライトタイプ以外のもの 

 

  動的ライトタ

イプ 

不特定のＩＰアドレスを使用するもので

あって、特定ダイヤルアップ回線からアク

セスポイントに接続して通信を行うこと

ができないもの 

 

   Ｂ カテゴリー８又はカテゴリー９のもの 

  区 別 内   容  

  固定タイプ 特定のＩＰアドレスを使用するもの  
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  動的(ex)タイ

プ 

不特定のＩＰアドレスを使用するもので

あって、動的タイプ以外のもの 

 

  動的タイプ 不特定のＩＰアドレスを使用するもの  

  (エ) ＩＰアドレス数による区別 

  IPv4に係るＩＰアドレス 

  区 別 内         容  

  プラン１ その第６種契約に係るＩＰアドレスの数

が、１個のもの 

 

  プラン２ その第６種契約に係るＩＰアドレスの数

が、８個のもの 

 

  プラン３ その第６種契約に係るＩＰアドレスの数

が、16個のもの 

 

  プラン４ その第６種契約に係るＩＰアドレスの数

が、32個のもの 

 

  プラン５ その第６種契約に係るＩＰアドレスの数

が、64個のもの 

 

  備考 ＩＰアドレス数による区別は、カテゴリー１、カテ

ゴリー５又はカテゴリー７からカテゴリー９（カテゴ

リー７からカテゴリー９はＩＰアドレスによる区別が

固定タイプのものに限ります。）であって、アクセス回

線による区別がタイプ３又はタイプ４のものに限り適

用します。この場合、アクセス回線による区別及びア

クセス回線の細目等による区別ごとに提供するプラン

は、次表のとおりとします。 

 

   区  別 提供するプラン   

   タイプ３ コース１ プラン１からプラン３   

    コース１の２ プラン１からプラン３   

   タイプ４ コースＦ プラン１からプラン３   

    コースＭ プラン１及びプラン２   

    コースＢ プラン１からプラン５   

    コースＰ１ プラン１からプラン３   

    コースＰ10 プラン１からプラン５   

    コースＧＦ プラン１からプラン３   

    コースＵ プラン１からプラン３   

    

  (オ) 通信プロトコルによる区別 

  区 別 内         容  

  IPv4タイプ その第６種契約に係る通信のプロトコルに

IPv4を利用するもの 
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  IPv6（PPPoE）

タイプ 

その第６種契約に係る通信のプロトコルに

IPv6及びIPv4を同時に利用することができ

るものであって、IPv6については、IPv6

（PPPoE）方式による通信のみを行うことが

できるもの 

 

  IPv6（IPoE）

タイプ 

その第６種契約に係る通信のプロトコルに

IPv6及びIPv4を同時に利用することができ

るものであって、IPv6については、IPv6

（IPoE）方式による通信及びIPv6（PPPoE）

方式による通信を同時に行うことができる

もの 

 

  v4 over v6 

（IPoE）タイ

プ 

その第６種契約に係る通信のプロトコルに

IPv6及びIPv4を同時に利用することができ

るものであって、それぞれ次の方式による

通信を行うことができるもの 

ア IPv6についてはIPv6（IPoE）方式に

よる通信のみを行うことができるもの 

イ IPv4についてはv4 over v6（IPoE）

方式による通信のみを行うことができ

るもの 

 

  備考 

１ IPv4タイプは、IPv6（PPPoE）タイプ、IPv6（IPoE）

タイプ又はv4 over v6（IPoE）タイプを提供する第６

種オープンコンピュータ通信網サービス以外の第６種

オープンコンピュータ通信網サービスに提供します。 

 

  ２ IPv6（PPPoE）タイプは、次に掲げる第６種オープン

コンピュータ通信網サービスに限り提供します。 
 

  (1) カテゴリー１からカテゴリー６までのものであ

って、タイプ４のもの（光アクセス回線において、

IPv6（PPPoE）方式による通信を行うことができるも

のに限ります。） 

 

  (2) カテゴリー７のタイプ４のものであって、この備

考の３の規定に該当しないもの（現にIPv6（IPoE）

タイプを利用する第６種契約者から、IPv6（IPoE）

タイプの利用を廃止する旨の意思表示があった場合

を含みます。） 

 

  ３ IPv6（IPoE）タイプは、次に掲げる全ての条件を満

たす第６種オープンコンピュータ通信網サービスに限

り提供します。 

 

  (1) カテゴリー７のタイプ４であって、ＩＰアドレス

による区別が動的タイプ又は動的ライトタイプのも

の（いずれも光アクセス回線において、IPv6（IPoE）

方式による通信及びIPv6（PPPoE）方式による通信を

行うことができるものに限ります。） 

 

  (2) 第６種契約の申込みを行う者又は第６種契約者

から、IPv6（IPoE）タイプを利用する旨の意思表示

があったもの 
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  ４ v4 over v6（IPoE）タイプは、カテゴリー８及びカ

テゴリー９の第６種オープンコンピュータ通信網サー

ビスに限り提供します。 

 

  ５ 削除  

 （カ）帯域に係る区別 

  区 別 内   容  

  標準プラン ワイドプラン以外のもの  

  ワイドプラン 企画型ふくそう抑制機能を有するもの  

  備考 

１ 帯域に係る区別は、カテゴリー８又はカテゴリー９

に限り適用します。 

 

  ２ 「企画型ふくそう抑制機能」とは、帯域を継続的か

つ大量に占有する、又はそのおそれのある当社所定の

通信について、当社が当該通信を他の通信と区別する

等の制御をすることにより、当該通信がそれ以外の通

信に与える影響を緩和し、もって、第６種オープンコ

ンピュータ通信網サービスを円滑に利用することが

できる機能をいいます。 

 ただし、ふくそうが起こらないことを保証するもの

ではありません。 

 

  ３ 第６種契約の申込みをする者及び第６種契約者（い

ずれもワイドプランに係る者に限ります。）は、「企画

型ふくそう抑制機能」を提供する目的に限り、当社が

契約者の通信に係るＩＰアドレス、ポート番号等及び

アプリケーション層のデータ等を機械的および自動

的に取得することによって備考２に定める当社所定

の通信を検知し、当該通信に割り当てる帯域を制御等

することについて、あらかじめ包括的に同意していた

だきます。 

 

 イ 保守の態様による細目 

  区 別 内  容  

  保守メニュー

１ 

午前９時から午後５時までの時間帯以外の

時刻に、その第６種契約に係る修理又は復

旧の請求を受け付けたときに、午前９時か

ら午後５時までの時間帯（その受け付けた

時刻以後の直近のものとします。）において

その修理又は復旧を行うもの 

 

  保守メニュー

２ 

保守メニュー１以外のもの  

  備考  

  １ 保守の態様による細目は、カテゴリー５、カテゴリ

ー６、カテゴリー７又はカテゴリー９の特定加入者回

線に限り適用します。 

 

  ２ タイプ４のコースＰ１及びコースＰ10のものは、保

守メニュー２に限り提供します。 
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  ３ 第６種契約者は、その第６種契約について、同一月

において複数回の保守の態様による細目の変更（その

細目の変更と同時に品目の変更を行う場合を除きま

す。）の請求を行うことはできません。 

 

 
Tウ 品目 

 T (ア) 削除 

 T (イ) タイプ３のもの 

 Ａ コース１のもの 

  品 目 内         容  

  １Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大１Mbit/sまで、他の伝送方向について

は最大512Kbit/sまでの符号伝送が可能な

もの 

 

  1.5Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大1.536Mbit/sまで、他の伝送方向につい

ては最大512Kbit/sまでの符号伝送が可能

なもの 

 

  ８Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大概ね８Mbit/sまで、他の伝送方向につ

いては最大概ね１Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

 

  12Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大概ね12Mbit/sまで、他の伝送方向につ

いては最大概ね１Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

 

  24Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大概ね24Mbit/sまで、他の伝送方向につ

いては最大概ね１Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

 

  40Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大概ね40Mbit/sまで、他の伝送方向につ

いては最大概ね１Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

 

  47Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大概ね47Mbit/sまで、他の伝送方向につ

いては最大概ね５Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

 

  備考  

  １ １Mb/s品目のものは、カテゴリー１及びカテゴリー

３に限り提供します。 
 

  ２ 24Mb/s品目のものは、ＤＳＬ回線が西日本電信電話

株式会社に係るものに限り提供します。 
 

 Ｂ コース１の２のもの  

  品 目 内         容  
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  40Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大概ね40Mbit/sまで、他の伝送方向につ

いては最大概ね１Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

 

  47Mb/s ＤＳＬ回線の終端への伝送方向については

最大概ね47Mbit/sまで、他の伝送方向につ

いては最大概ね５Mbit/sまでの符号伝送が

可能なもの 

 

  (ウ) タイプ４のもの 

  区 分 品 目 内     容  

  コースＦのもの、コ

ースＭのもの、コー

スＢのもの及びコ

ースＵのもの 

100Mb/s 最大100Mbit/sまでの

符号伝送が可能なもの 

 

コースＦのもの、コ

ースＭのもの及び

コースＵのもの 

200Mb/s 最大200Mbit/sまでの

符号伝送が可能なもの 

コースＦのもの、コ

ースＭのもの、コー

スＢのもの、コース

Ｐ１のもの、コース

Ｐ10のもの、コース

ＧＦのもの及びコ

ースＵのもの 

１Gb/s 最大概ね１Gbit/sまで

の符号伝送が可能なも

の 

  備考 コースＭについては、特定協定事業者の契約約款及

び料金表に別段の定めがある場合には、その定めると

ころにより符号伝送速度の最大が100Mbit/sとならな

い場合があります。 

 

  

(3) 最低利用期

間内に契約の解

除等があった場

合の料金の適用 

ア 第６種オープンコンピュータ通信網サービス（タイプ３若

しくはタイプ４又はタイプ６のテレワーク・スタートパック

プランに限ります。）には、第６種オープンコンピュータ通信

網サービスの提供を開始した日から起算した最低利用期間が

あります。 

 イ 第６種契約者は、最低利用期間内に第６種契約の解除があ

った場合は、第90条（定額利用料等の支払義務）及び料金表

通則の規定にかかわらず、次に掲げる額を、当社が定める期

日までに、一括して支払っていただきます。 

 (ア) タイプ３又はタイプ４の場合 

 残余の期間（第６種契約の解除のあった日の翌日から起

算して最低利用期間の満了日までとします。）に対応する定

額利用料に相当する額 

 (イ) タイプ６のテレワーク・スタートパックプランの場合 

 1,000円 

 ウ 第６種契約者（タイプ３又はタイプ４に係る者に限りま

す。）は、最低利用期間内に第６種オープンコンピュータ通信

網サービスの区別、品目又は通信又は保守の態様による細目
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の変更（以下この欄において「品目等の変更」といいます。）

があった場合は、その品目等の変更について変更前の定額利

用料の額から変更後の定額利用料の額を控除し、残額がある

ときは、その残額に残余の期間（変更のあった日の翌日から

起算して最低利用期間の満了日までとします。）を乗じて得た

額を、当社が定める期日までに、一括して支払っていただき

ます。 

 エ ウの場合に、品目等の変更と同時にそのＤＳＬ回線又は光

アクセス回線に係る終端の場所において、第６種オープンコ

ンピュータ通信網サービスに係るＤＳＬ回線又は光アクセス

回線の新設又は契約の解除を行うときの残額の算定は、同時

に行う新設等のＤＳＬ回線又は光アクセス回線に係る第６種

オープンコンピュータ通信網サービスの定額利用料を合算し

て行います。 

(4) 継続利用に

係る定額利用料

の適用 

ア 当社は、第６種契約者（カテゴリー７又はカテゴリー９（い

ずれもＩＰアドレスによる区別が固定タイプのものに限りま

す。）に係る者に限ります。）から、その第６種オープンコン

ピュータ通信網サービスについて、２年間の継続利用（以下

この欄において「継続利用」といいます。）の申出があった場

合には、その期間における定額利用料については､４－２－１

（定額利用料）に規定する定額利用料の額から次表に規定す

る額を減額して適用します。 

  区分 減額する額  

  コースＦ 1,000円（1,100円）  

  コースＭ 650円（715円）  

  コースＧＦ 別記14のEK060に係るものについて

はコースＦと同額を減額し、別記14

のEM030に係るものについてはコー

スＭと同額を減額します。 

 

 イ 継続利用に係る定額利用料については、継続利用の申出を

当社が承諾した日（その第６種契約の申込みと同時に継続利

用の申出があった場合は、その第６種オープンコンピュータ

通信網サービスの提供を開始した日）から適用します。 

 ウ 継続利用に係る定額利用料の適用の対象となる期間には、

第６種オープンコンピュータ通信網サービスの利用停止があ

った期間を含むものとします。 

 エ 当社は、継続利用に係る第６種契約者から継続利用を廃止

する申出があった場合又は継続利用に係る第６種契約の解除

があった場合には、継続利用を廃止します。 

 オ 当社は、継続利用に係る第６種契約者から、継続利用満了

月（継続利用に係る定額利用料の適用を開始した日を含む料

金月の２年後における同一の料金月の前料金月をいいます。

以下この(4)欄において同じとします。）の末日までに継続利

用を廃止する申出がなかった場合は、継続利用満了月の翌料

金月の初日から継続利用を更新して適用します。以降におい

ても同様とします。 



82 

 カ 継続利用に係る第６種契約者は、継続利用の廃止があった

場合には、それぞれ次に掲げる額を当社が定める期日までに

一括して支払っていただきます。 

  区分 支払いを要する額  

  コースＦ 10,000円  

  コースＭ 6,500円  

  コースＧＦ 別記14のEK060に係るものについて

はコースＦと同額とし、別記14の

EM030に係るものについてはコース

Ｍと同額とします。 

 

 キ カの規定にかかわらず、継続利用に係る第６種契約者は、

無料解約期間（継続利用満了月からその翌々料金月までの３

料金月の期間をいいます。）内に継続利用の廃止があった場合

には、カに規定する額の支払いを要しません。 

 ク カの規定にかかわらず、この表の(3)欄に規定する最低利用

期間内に第６種契約の解除又は品目の変更等があった場合に

は、カの規定により算出した額とこの表の(3)欄の規定により

支払いを要する額とを比較し、高額となる方のみを適用しま

す。 

(5) 電子メール

の利用の場合の

定額利用料の加

算額の適用 

電子メールの利用の場合の定額利用料の加算額は、次のとおり

適用します。 

ア パターンＡ 

１契約につき利用することとなる１のメールアドレスを除

く他のメールアドレスについて適用します。 

 イ パターンＢ 

１契約につき利用することとなる全てのメールアドレスに

ついて適用します。 

(6) 特定ダイヤ

ルアップ回線の

利用の場合の定

額利用料の加算

額の適用 

特定ダイヤルアップ回線の利用の場合の定額利用料の加算額

は、タイプ３又はタイプ４に係る第６種契約者（カテゴリー２、

カテゴリー８及びカテゴリー９に係る者を除きます。）が１の料

金月において特定ダイヤルアップ回線（当社が別に定めるもの

に限ります。）から定額制アクセスポイント（アクセスポイント

のうち１の料金月において少なくとも１の接続通信を行った場

合に料金を適用するものをいいます。以下、同じとします。）に

接続した場合に、４－２－３に規定する加算額を適用します。 

 （注）本欄に規定する当社が別に定める特定ダイヤルアップ回

線は、株式会社ＮＴＴドコモの契約約款及び料金表に規定す

る次に掲げるものとします。 

(a) ＦＯＭＡサービス（パケット通信モードのもの及びデ

ータ専用プランの定額データプランのものに限ります。） 

(b) Ｘｉサービス 

(7) モバイルア

クセスの利用の

場合の定額利用

料の加算額の適

用 

ア 削除 

イ 当社は、第６種オープンコンピュータ通信網サービスのタ

イプ６（30MBプラスコースに係るものに限ります。）について、

モバイルアクセスの利用の場合の定額利用料の加算額を次の

とおり適用します。 
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 (ア) 当社は、１の第６種契約ごとに、その１の料金月にお

ける通信量がこの表の(2)欄に規定する無料通信量を超え

る部分について、４－２－３に規定する加算額を適用しま

す。 

  ただし、第６種オープンコンピュータ通信網サービスの

提供を開始したとき又は第６種契約を解除したときは、そ

の料金月において、その第６種契約に係る加算額を適用し

ません。 

 (イ) (ア)の場合において、１のモバイルアクセス回線群識

別番号に複数の第６種契約が帰属するときは、１のモバイ

ルアクセス回線群識別番号における全ての第６種契約

（30MBプラスコースのものに限ります。）について、１の料

金月における通信量及び無料通信量をそれぞれ合計し、そ

の通信量の合計が無料通信量の合計を超える場合に限り、

その超えた部分について加算額を適用します。この場合に

おいて、当社は、その料金月においてサービスの提供を開

始した第６種契約又は解除した第６種契約を、それぞれの

合計に含めないこととします。 

(8) ユニバーサ

ルサービス料の

適用 

４－２－６に規定するユニバーサルサービス料は、モバイルア

クセス回線番号（ゼロコースに係るもの又はそのモバイルアク

セス回線番号がＭ２Ｍ等専用番号（電気通信番号規則（令和元

年総務省令第四号）別表第３号に規定する電気通信番号をいい

ます。）に係るものを除きます。）１番号ごとに適用します。 

(9) 電話リレー

サービス料の適

用 

４－２－７に規定する電話リレーサービス料は、モバイルアク

セス回線番号（ゼロコースに係るもの又はそのモバイルアクセ

ス回線番号がＭ２Ｍ等専用番号（電気通信番号規則（令和元年

総務省令第四号）別表第３号に規定する電気通信番号をいいま

す。）に係るものを除きます。）１番号ごとに適用します。 

(10) 当社の機器

の故障等により

正しく算定する

ことができなか

った場合の料金

の取扱い 

当社の機器の故障等により正しく算定することができなかった

場合のモバイルアクセスの利用の場合の定額利用料の加算額

（以下この欄において「加算額等」といいます。）は、次のとお

りとします。 

ア 過去１年間の実績を把握することができる場合 

  機器の故障等により正しく算定することができなかった日

の初日（初日が確定できないときにあっては、種々の事情を

総合的に判断して機器の故障等があったと認められる日）の

属する料金月の前12料金月の各料金月における１日平均の加

算額等が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗

じて得た額 

 イ ア以外の場合 

  把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法により算 

出した１日平均の加算額等が最低となる値に、算定できなか

った期間の日数を乗じて得た額 

 （注）本欄イに規定する当社が別に定める方法は、原則として､

次のとおりとします。 
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 (1) 過去２か月以上の実績を把握することができる場合 

 機器の故障等により正しく算定することができなかった

日前の実績が把握できる各料金月における１日平均の加算

額等が最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗

じて得た額 

 (2) 過去２か月間の実績を把握することができない場合 

 機器の故障等により正しく算定することができなかった

日前の実績が把握できる期間における１日平均の加算額等

又は故障等の回復後の７日間における１日平均の加算額等

のうち低いほうの値に、算定できなかった期間の日数を乗

じて得た額 

(11) 保守メニュ

ーに係る加算額

の適用 

特定加入者回線に係る保守メニュー２の利用の場合の定額利用

料の加算額は、１の特定加入者回線（料金表第１表（料金）に

定めるタイプ４のコースＰ１及びコースＰ10に係るものを除き

ます。）ごとに適用します。 

(12) 削除 削除 
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   ４－２ 料金額 

    ４－２－１ 定額利用料 

     (1) カテゴリー１のもの 

      ア 削除 

      イ タイプ３のもの 

       (ア) コース１のもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 6,800円（7,480円） 

プラン２のもの 11,800円（12,980円） 

プラン３のもの 23,100円（25,410円） 

 

       (イ) コース１の２のもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 8,800円（9,680円） 

プラン２のもの 13,800円（15,180円） 

プラン３のもの 28,800円（31,680円） 

 

      ウ タイプ４のもの 

       (ア) 削除 

       (イ) 削除 

       (ウ) コースＦのもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 9,800円（10,780円） 

プラン２のもの 18,800円（20,680円） 

プラン３のもの 34,700円（38,170円） 

 

 (エ) コースＭのもの 

１契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 6,800円（7,480円） 

プラン２のもの 15,800円（17,380円） 

 

 (オ) コースＢのもの 

１契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 75,000円（82,500円） 

プラン２のもの 107,000円（117,700円） 
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プラン３のもの 127,000円（139,700円） 

プラン４のもの 160,000円（176,000円） 

プラン５のもの 190,000円（209,000円） 

 

 (カ) コースＰ１のもの 

１契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 20,000円（22,000円） 

プラン２のもの 29,000円（31,900円） 

プラン３のもの 46,000円（50,600円） 

 

 (キ) コースＰ10のもの 

１契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 75,000円（82,500円） 

プラン２のもの 107,000円（117,700円） 

プラン３のもの 127,000円（139,700円） 

プラン４のもの 160,000円（176,000円） 

プラン５のもの 190,000円（209,000円） 

 

 (ク) コースＧＦのもの 

１契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

プラン１のもの 9,800円（10,780円） 

プラン２のもの 18,800円（20,680円） 

プラン３のもの 34,700円（38,170円） 

 

      エ 削除 

      オ タイプ６のもの 

      標準プランのもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区        分 料 金 額 

１GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

9,500円 

（10,450円） 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

9,600円 

（10,560円） 

３GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

11,000円 

（12,100円） 
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   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

11,100円 

（12,210円） 

７GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

13,000円 

（14,300円） 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

13,100円 

（14,410円） 

200kbps コ ー

スのもの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

8,300円 

（9,130円） 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

8,400円 

（9,240円） 

30MBプラスコ

ースのもの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

8,000円 

（8,800円） 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

8,100円 

（8,910円） 

 

     (2) カテゴリー２のもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区        分 料 金 額 

タイプ３のもの コース１のもの 1,250円 

（1,375円） 

 コース１の２のもの 1,620円 

（1,782円） 

タイプ４のもの コースＦのもの 1,880円 

（2,068円） 

 コースＭのもの 1,250円 

（1,375円） 

 コースＧＦのもの 1,880円 

（2,068円） 

 

     (3) カテゴリー３のもの 

      ア タイプ３又はタイプ４のもの 

月額 
 

区        分 単 位 料 金 額 

タイプ３のもの コース１のもの １の契約ご

とに 

2,050円 

（2,255円） 

 コース１の２のもの  2,650円 

（2,915円） 

タイプ４のもの コースＦのもの １の契約ご

とに 

3,130円 

（3,443円） 

 コースＭのもの  2,980円 

（3,278円） 
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 コースＰ１のもの  7,300円 

（8,030円） 

 コースＧＦのもの  3,130円 

（3,443円） 

 

      イ タイプ６のもの 

       (ア) 標準プランのもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区        分 料 金 額 

ゼロコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 
― 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 
― 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 
― 

スタンバイコ

ースのもの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

150円 

（165円） 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

250円 

（275円） 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

150円 

（165円） 

１GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ン又は共通認

証プランのも

の 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

2,000円 

（2,200円） 

  ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

2,100円 

（2,310円） 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

2,000円 

（2,200円） 

３GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ン又は共通認

証プランのも

の 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

3,500円 

（3,850円） 

  ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

3,600円 

（3,960円） 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

3,500円 

（3,850円） 

７GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ン又は共通認

証プランのも

の 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

5,500円 

（6,050円） 

  ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

5,600円 

（6,160円） 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

5,500円 

（6,050円） 

200kbps コ ー

スのもの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ン又は共通認

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

800円 

（880円） 
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  証プランのも

の 
ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

900円 

（990円） 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

800円 

（880円） 

30MBプラスコ

ースのもの 

ＬＴＥプラン

のもの 

個別認証プラ

ン又は共通認

証プランのも

の 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

500円 

（550円） 

  ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

600円 

（660円） 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

500円 

（550円） 

 

       (イ) バリュープランのもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区        分 料 金 額 

１GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

600円 

(660円) 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

700円 

(770円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

600円 

(660円) 

３GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

700円 

(770円) 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

800円 

(880円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

700円 

(770円) 

７GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,000円 

(1,100円) 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

1,100円 

(1,210円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,000円 

(1,100円) 

10GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,250円 

(1,375円) 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

1,350円 

(1,485円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,250円 

(1,375円) 

15GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,500円 

(1,650円) 
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   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

1,600円 

(1,760円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,500円 

(1,650円) 

20GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,750円 

(1,925円) 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

1,850円 

(2,035円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

1,750円 

(1,925円) 

30GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

2,400円 

(2,640円) 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

2,500円 

(2,750円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

2,400円 

(2,640円) 

50GBコースの

もの 

ＬＴＥプラン

のもの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

6,700円 

(7,370円) 

   ＳＭＳ有プラ

ンのもの 

6,800円 

(7,480円) 

 ５Ｇプランの

もの 

共通認証プラ

ンのもの 

ＳＭＳ無プラ

ンのもの 

6,700円 

(7,370円) 

 

       (ウ) テレワーク・スタートパックプランのもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区        分 料 金 額 

テレワーク・スタート

パック１GBクラムシェ

ルコースのもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
1,000円 

（1,100円） 

テレワーク・スタート

パック１GB2in1コース

のもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
1,000円 

（1,100円） 

テレワーク・スタート

パック３GBクラムシェ

ルコースのもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
1,300円 

（1,430円） 

テレワーク・スタート

パック３GB2in1コース

のもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
1,300円 

（1,430円） 

テレワーク・スタート

パック７GBクラムシェ

ルコースのもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
2,000円 

（2,200円） 
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テレワーク・スタート

パック７GB2in1コース

のもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
2,000円 

（2,200円） 

テレワーク・スタート

パック10GBクラムシェ

ルコースのもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
2,600円 

（2,860円） 

テレワーク・スタート

パック10GB2in1コース

のもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
2,600円 

（2,860円） 

テレワーク・スタート

パック20GBクラムシェ

ルコースのもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
4,200円 

（4,620円） 

テレワーク・スタート

パック20GB2in1コース

のもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
4,200円 

（4,620円） 

テレワーク・スタート

パック30GBクラムシェ

ルコースのもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
6,200円 

（6,820円） 

テレワーク・スタート

パック30GB2in1コース

のもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
6,200円 

（6,820円） 

テレワーク・スタート

パック50GBクラムシェ

ルコースのもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
9,800円 

（10,780円） 

テレワーク・スタート

パック50GB2in1コース

のもの 

ＬＴＥプラ

ンのもの 

共通認証プ

ランのもの 

ＳＭＳ有プ

ランのもの 
9,800円 

（10,780円） 

 

      ウ タイプ７のもの 

       (ア) 標準プランのもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区        分 料 金 額 

ゼロコースのもの ― 

スタンバイコースのもの 150円（165円） 

10MBコースのもの 210円（231円） 

30MBコースのもの 230円（253円） 

50MBコースのもの 250円（275円） 

100MBコースのもの 300円（330円） 

500MBコースのもの 500円（550円） 

１GBコースのもの 700円（770円） 

３GBコースのもの 1,000円（1,100円） 
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７GBコースのもの 1,700円（1,870円） 

10GBコースのもの 2,300円（2,530円） 

15GBコースのもの 3,400円（3,740円） 

20GBコースのもの 3,900円（4,290円） 

30GBコースのもの 5,800円（6,380円） 

50GBコースのもの 9,500円（10,450円） 

サスペンド 30円（33円） 

 

       (イ) テレワークプランのもの 

                            １契約ごとに月額 
 

区        分 料 金 額 

７GBコースのもの 1,900円（2,090円） 

10GBコースのもの 2,700円（2,970円） 

15GBコースのもの 3,900円（4,290円） 

20GBコースのもの 4,500円（4,950円） 

30GBコースのもの 6,500円（7,150円） 

50GBコースのもの 10,500円（11,550円） 

サスペンド 30円（33円） 

 

(4) カテゴリー５のもの 

ア 削除 

イ タイプ４のもの 

(ア) 削除 

(イ) コースＦのもの 

Ａ 東日本電信電話株式会社に係るもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

プラン１のもの 13,900円（15,290円） 

プラン２のもの 22,900円（25,190円） 

プラン３のもの 38,800円（42,680円） 

 

Ｂ 西日本電信電話株式会社に係るもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

プラン１のもの 14,100円（15,510円） 

プラン２のもの 23,100円（25,410円） 

プラン３のもの 39,000円（42,900円） 

 

(ウ) コースＭのもの 
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Ａ 東日本電信電話株式会社に係るもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

クラス１のもの プラン１のもの 9,700円（10,670円） 

 プラン２のもの 18,700円（20,570円） 

クラス２のもの プラン１のもの 9,300円（10,230円） 

 プラン２のもの 18,300円（20,130円） 

 

Ｂ 西日本電信電話株式会社に係るもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

クラス１のもの プラン１のもの 9,900円（10,890円） 

 プラン２のもの 18,900円（20,790円） 

クラス２のもの プラン１のもの 9,400円（10,340円） 

 プラン２のもの 18,400円（20,240円） 

 

(エ) コースＢのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

プラン１のもの 115,000円（126,500円） 

プラン２のもの 147,000円（161,700円） 

プラン３のもの 167,000円（183,700円） 

プラン４のもの 200,000円（220,000円） 

プラン５のもの 230,000円（253,000円） 

 

(オ) コースＰ１のもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

プラン１のもの 40,000円（44,000円） 

プラン２のもの 49,000円（53,900円） 

プラン３のもの 66,000円（72,600円） 

 

(カ) コースＰ10のもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

プラン１のもの 116,100円（127,710円） 

プラン２のもの 148,100円（162,910円） 

プラン３のもの 168,100円（184,910円） 
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プラン４のもの 201,100円（221,210円） 

プラン５のもの 231,100円（254,210円） 

 

(キ) コースＧＦのもの 

 Ａ コースＧＦＳのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

プラン１のもの 15,500円（17,050円） 

プラン２のもの 24,500円（26,950円） 

プラン３のもの 40,400円（44,440円） 

 

 Ｂ コースＧＦＬのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

プラン１のもの 15,200円（16,720円） 

プラン２のもの 24,200円（26,620円） 

プラン３のもの 40,100円（44,110円） 

 

(5) カテゴリー６のもの 

ア 削除 
 

イ タイプ４のもの 

(ア) 東日本電信電話株式会社に係るもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

コースＦのもの 8,730円（9,603円） 

コースＭのも

の 

クラス１のもの 7,380円（8,118円） 

クラス２のもの 6,980円（7,678円） 

コースＰ１のもの 27,300円（30,030円） 

コースＧＦの

もの 

コースＧＦＳのもの 10,330円（11,363円） 

コースＧＦＬのもの 10,030円（11,033円） 

 

(イ) 西日本電信電話株式会社に係るもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

コースＦのもの 8,930円（9,823円） 

コースＭのも

の 

クラス１のもの 7,580円（8,338円） 

クラス２のもの 7,080円（7,788円） 

 

(6) カテゴリー７のもの 

ア コースＦのもの 
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１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

固定タイプ プラン１ 14,700円（16,170円） 

プラン２ 23,700円（26,070円） 

プラン３ 39,600円（43,560円） 

動的タイプ 8,030円（8,833円） 

動的ライトタイプ 6,780円（7,458円） 

 

      イ コースＭのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

固定タイプ プラン１ 9,450円（10,395円） 

プラン２ 18,450円（20,295円） 

プラン３ 37,550円（41,305円） 

動的タイプ 5,630円（6,193円） 

動的ライトタイプ 3,900円（4,290円） 

 

      ウ コースＧＦのもの 

１契約ごとに月額 
 

料  金  額 

別記14のEK060に係るものについてはコースＦのものと同額とし、別記14のEM030

に係るものについてはコースＭのものと同額とします。 

 

(7) カテゴリー８のもの 

コースＵのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

標準プラン ワイドプラン 

固定タイプ プラン１ 11,000円（12,100円） 14,000円（15,400円） 

プラン２ 20,000円（22,000円） 23,000円（25,300円） 

プラン３ 36,000円（39,600円） 39,000円（42,900円） 

動的(ex)タイプ 7,500円（8,250円） 10,500円（11,550円） 

動的タイプ 4,000円（4,400円） 7,000円（7,700円） 

 

(8) カテゴリー９のもの 

ア コースＦのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 
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標準プラン ワイドプラン 

固定タイプ プラン１ 15,900円（17,490円） 18,900円（20,790円） 

プラン２ 24,900円（27,390円） 27,900円（30,690円） 

プラン３ 40,900円（44,990円） 43,900円（48,290円） 

動的(ex)タイプ 12,400円（13,640円） 15,400円（16,940円） 

動的タイプ 8,900円（9,790円） 11,900円（13,090円） 

 

イ コースＭのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料 金 額 

標準プラン ワイドプラン 

固定タイプ プラン１ 13,650円（15,015円） 16,650円（18,315円） 

プラン２ 22,650円（24,915円） 25,650円（28,215円） 

プラン３ 38,650円（42,515円） 41,650円（45,815円） 

動的(ex)タイプ 10,150円（11,165円） 13,150円（14,465円） 

動的タイプ 6,650円（7,315円） 9,650円（10,615円） 

 

      ウ コースＧＦのもの 

１契約ごとに月額 
 

料  金  額 

別記14のEK060に係るものについてはコースＦのものと同額とし、別記14のEM030

に係るものについてはコースＭのものと同額とします。 

 

４－２－２ 電子メールの利用の場合の定額利用料の加算額 

(1) パターンＡ 

１契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

追加利用するメールアドレスが１の場合 250円（275円） 

追加利用するメールアドレスが２の場合 350円（385円） 

追加利用するメールアドレスが３の場合 450円（495円） 

備考 

 １ 当社は、パターンＡを適用する電子メールを、カテゴリー１（タイプ３のコ

ース１若しくはコース１の２又はタイプ４のコースＦ、コースＭ、コースＢ、

コースＰ１、コースＰ10若しくはコースＧＦであって、プラン１に限ります。）、

カテゴリー２、カテゴリー３（タイプ６及びタイプ７を除きます。）、カテゴリ

ー５（タイプ４のコースＦ、コースＭ、コースＢ、コースＰ１、コースＰ10又

はコースＧＦであって、プラン１に限ります。）、カテゴリー６、カテゴリー７

（タイプ４のコースＦ、コースＭ又はコースＧＦであって、プラン１、動的タ

イプ又は動的ライトタイプに限ります。）、カテゴリー８（タイプ４のコースＵ

であって、プラン１、動的(ex)タイプ又は動的タイプに限ります。）又はカテゴ

リー９（タイプ４のコースＦ、コースＭ又はコースＧＦであって、プラン１、
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動的(ex)タイプ又は動的タイプに限ります。）に係る第６種契約者に限り提供し

ます。 

 ２ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定する方法により割り当てます。こ

の場合の追加利用できるメールアドレスの数は、１の第６種契約につき３まで

とします。 

 ３ 当社は、第６種契約者から請求があったときは、当社が指定する方法で、メ

ールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の変更を行います。 

 ４ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社のホームペー

ジ（https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn

-business/option/mail.html）に定めるところによります。 

 ５ 第６種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルス（第三者のプロ

グラムやデータべースに対して意図的に何らかの被害を及ぼすように作られた

プログラムであり、自己伝染機能、潜伏機能又は発病機能のうち１つ以上を有

するものをいいます。以下同じとします。）が添付されている又は電子メール本

文に含まれている場合、当社が採用するコンピュータウイルス対策ソフトによ

り、そのコンピュータウイルスを検知し、電子メールの転送を停止させること

ができます。 

６ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が採用するウイルスパターンファ

イルにより対応可能なウイルスとします。 

７ この備考の５に規定する電子メールの転送の停止は、当社のホームページ 

（https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-b

usiness/option/mail.html）に定める方法により利用可能とします。 

８ この備考の５の電子メールの転送の停止により、第６種契約者の電子メール

の利用に何らかの不利益が生ずる場合があることについて、第６種契約者はあ

らかじめ同意するものとします。 

 

     (2) パターンＢ 

                              １契約ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

利用するメールアドレスが１の場合 250円（275円） 

利用するメールアドレスが２の場合 350円（385円） 

利用するメールアドレスが３の場合 450円（495円） 

利用するメールアドレスが４以上の場合 利用するアドレス数に150円（165円）を

乗じて得た額 

備考 

１ 当社は、パターンＢを適用する電子メールを、カテゴリー１（タイプ３のコ

ース１若しくはコース１の２又はタイプ４のコースＦ、コースＭ、コースＢ、

コースＰ１、コースＰ10若しくはコースＧＦであって、プラン２に限ります。）、

カテゴリー５（タイプ４のコースＦ、コースＭ、コースＢ、コースＰ１、コー

スＰ10又はコースＧＦであって、プラン２に限ります。）、カテゴリー７（タイ

プ４のコースＦ、コースＭ又はコースＧＦであって、プラン２に限ります。）、

カテゴリー８（タイプ４のコースＵであって、プラン２に限ります。）又はカテ

ゴリー９（タイプ４のコースＦ、コースＭ又はコースＧＦであって、プラン２

に限ります。）に係る第６種契約者に限り提供します。 

２ 当社は、メールアドレスを当社が指定する方法により割り当てます。 

https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
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３ 当社は、第６種契約者から請求があったときは、当社が指定する方法で、メ

ールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の変更を行います。 

４ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社のホームペー

ジ（https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn

-business/option/mail.html）に定めるところによります。 

５ 第６種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が採用するコンピュータウイ

ルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電子メールの転

送を停止させることができます。 

６ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が採用するウイルスパターンファ

イルにより対応可能なウイルスとします。 

７ この備考の５に規定する電子メールの転送の停止は、当社のホームページ 

（https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-b

usiness/option/mail.html）に定める方法により利用可能とします。 

８ この備考の５の電子メールの転送の停止により、第６種契約者の電子メール

の利用に何らかの不利益が生ずる場合があることについて、第６種契約者はあ

らかじめ同意するものとします。 

 

    ４－２－３ 特定ダイヤルアップ回線及びモバイルアクセスの利用の場合の

定額利用料の加算額 
 

区   分 単 位 料  金  額 

特定ダイヤルアップ回線の利用 １の契約ごとに月額 550円（605円） 

モバイルアクセス（タイプ６に限りま

す。）の利用 

128バイトごとに 0.01円（0.011円） 

 

４－２－４ 特定加入者回線に係る加算額 

保守メニュー２のものに係る加算額 

      (1) カテゴリー５又はカテゴリー６のもの 

       ア 東日本電信電話株式会社に係るもの 

１の特定加入者回線ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

タイ プ ４に

係るもの 

コースＦ又はコースＢに係るもの 2,500円（2,750円） 

コースＭに

係るもの 

メ ニ ュ

ー Ｂ に

係 る も

の 

ク ラ ス

１ の も

の 

1,600円（1,760円） 

 ク ラ ス

２ の も

の 

1,350円（1,485円） 

  メニューＮに係る

もの 

2,000円（2,200円） 

 コースＧＦに係るもの 3,000円（3,300円） 

備考 当社は、この表に定めるタイプ４のコースＭに係る加算額の適用にあたり、

光アクセス回線（東日本電信電話株式会社が東日本電信電話株式会社の契約約

https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/option/mail.html
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款及び料金表の規定によりⅠ型からⅡ型への細目の変更（契約者からの請求に

よるものを除きます。）を行った場合の、変更後のⅡ－１型のものに限ります。）

に係るものについては、４－１（適用）の表の(2)欄の規定にかかわらず、メ

ニューＮに係るものの料金額を適用します。 

 

       イ 西日本電信電話株式会社に係るもの 

１の特定加入者回線ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

タイプ４に係

るもの 

コースＦ又はコースＢに係るもの 2,500円（2,750円） 

 コースＭに

係るもの 

メ ニ ュ

ー Ｂ に

係 る も

の 

下 記 以

外 の も

の 

2,000円（2,200円） 

 保 守 グ

ル ー プ

を 設 定

し て 提

供 す る

もの 

1,000円（1,100円） 

  メニューＮに係る

もの 

2,000円（2,200円） 

 

      (2) カテゴリー７又はカテゴリー９のもの 

１の特定加入者回線ごとに月額 
 

区   分 料   金   額 

タイプ４に係

るもの 

コースＦに係るもの 3,000円（3,300円） 

コースＭに係るもの 2,000円（2,200円） 

 コースＧＦに係るもの 別記14のEK060に係るものについては

コースＦに係るものと同額とし、別記

14のEM030に係るものについてはコー

スＭに係るものと同額とします。 

 

    ４－２－５ 付加機能利用料 
 

区     分 単 位 料金額 

Ｄ
Ｎ
Ｓ
機
能 

この機能を利用する第

６種契約者に係るドメ

イン名及びＩＰアドレ

スを当社のドメイン名 

プ ラ イ

マリ型 

正引き登

録 

１ゾーンごと

に月額 

2,000円 

（2,200円） 

 

管理装置に登録し、ドメ

インネームシステムに

よる名前解決をするこ

とができる機能 

 逆引き登

録 

10ゾーンごと

に月額 

2,000円 

（2,200円） 
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 セカンダリ型 １のドメイン

名を除く他の

ドメイン名に

ついて１のド

メイン名ごと

に月額 

1,000円 

（1,100円） 

 

備
考 

１ この機能は、カテゴリー１（タイプ６及びプラン１を除きます。）、カ

テゴリー５（プラン１を除きます。）又はカテゴリー７からカテゴリー

９（いずれもプラン２又はプラン３に限ります。）に係る第６種契約者

に限り提供します。   

２ 「プライマリ型」とは、プライマリＤＮＳ及びセカンダリＤＮＳを利

用することができるものをいいます。   

３ 「セカンダリ型」とは、セカンダリＤＮＳに限り利用することができ

るものをいいます。 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
機
能 

セキュリティソフトウ

ェアを用いて、電子メー

ル等の送受信メッセー

ジ又はホームページ等

からダウンロードされ

る情報に含まれるコン

ピュータウイルス等の

検知及び駆除、コンピュ

ータウイルス等の検知

されたホームページ等

へのアクセス制限及び

カテゴリ選択（アダル

ト、違法行為、掲示板等

のＵＲＬをカテゴリ別

に分類したものをいい

ます。）されたホームペ

ージ等へのアクセス制

限等を行うことができ

る機能 

ＶＢＢＳタイプ １のライセン

スごとに月額 

250円 

（275円） 

 

Ｗｅｂセキュリティ

タイプ 

１のライセン

スごとに月額 

400円 

（440円） 

 

備
考 

１ ＶＢＢＳタイプは、タイプ６のゼロコース及びスタンバイコース並び

にタイプ７のゼロコース及びスタンバイコースには提供しません。 

 

 ２ Ｗｅｂセキュリティタイプは、タイプ６のゼロコース、スタンバイコ

ース及びテレワーク・スタートパックプラン並びにタイプ７のゼロコー

ス及びスタンバイコースには提供しません。 

 

 ３ ＶＢＢＳタイプにおいて利用できるライセンス数は、５以上としま

す。 

 

 ４ 第６種契約者は、ＶＢＢＳタイプとＷｅｂセキュリティタイプとの間

の相互間の変更は行うことができません。 

 

 ５ この機能において用いるセキュリティソフトウェアは、トレンドマイ

クロ株式会社が提供するものとします。 

 

 ６ ＶＢＢＳタイプの利用対象となる電子計算機等内のファイルの状態、

電子計算機等の種類又はその他の理由により、電子計算機等にセキュリ

ティソフトウェアがダウンロード又はインストールできない場合には、

この機能を利用できません。 
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 ７ この機能により検知及び駆除等が可能なコンピュータウイルス等は、

その検知及び駆除等の実施時における、現にそのセキュリティソフトウ

ェアが対応可能なものに限ります。 

 

 ８ 当社は、この機能に係るコンピュータウイルス等の検知及び駆除等の

完全性を保証するものではなく、この機能の利用に伴い発生する損害に

ついては、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、責任を負いま

せん。 

 

 ９ 電子メール等の送受信メッセージに含まれるコンピュータウイルス

等の検知及び駆除を行うことができる機能は、ＶＢＢＳタイプに限り提

供します。 

 

 10 Ｗｅｂセキュリティタイプのセキュリティソフトウェア等の不具合

等により、通信の切断等が発生した場合の損害については、当社の故意

又は重大な過失による場合を除き、当社はその責任を負わないものとし

ます。 

 

 11 当社は、共通編第23条（利用中止）第１項に掲げる場合に加え、トレ

ンドマイクロ株式会社の都合、事業休止、その他の一切の理由により、

第６種契約者がこの機能を利用できなくなった場合には、この機能の提

供を中止又は廃止することができます。 

国
際
ロ
ー
ミ
ン
グ
機
能 

契約者カード

を装着した移

動 無 線 装 置

が、当社が別

に定める国際

ローミング事

業者に係る電

気通信サービ

スの提供区域

に在圏してい

る場合に、そ

の国際ローミ

ング事業者に

係る電気通信

サービスを経

由してオープ

ンコンピュー

タ通信網サー

ビスを利用す

ることができ

る機能 

下記以外の場合 １セッション

における１の

課金対象パケ

ットごとに 

0.2円 

特定事業

者の場合 

１日における課金対

象パケットの数の合

計が10,000以下のと

き 

１の課金対象

パケットごと

に 

0.2円 

 
 １日における課金対

象パケットの数の合

計が10,000を超える

とき 

  
 

  120,000 ま で の

部分 

１契約ごとに

日額 

2,000円 

 

  120,000 を 超 え

る部分 

１の課金対象

パケットごと

に 

0.2円 

 

定額対象

事業者の

場合 

１日における課金対

象パケットの数の合

計が 9,900以下のと

き 

１の課金対象

パケットごと

に 

0.2円 

 

 １日における課金対

象パケットの数の合

計 が 9,900 を 超 え

205,000以下のとき 

  

 

   200,000 ま で の

部分 

１契約ごとに

日額 

1,980円 
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   200,000 を 超 え

る部分 

１の課金対象

パケットごと

に 

0.2円 

 

  １日における課金対

象パケットの数の合

計が 205,000を超え

るとき 

１契約ごとに

日額 

2,980円 

 

備
考 

１ 当社は、第６種契約者（カテゴリー１タイプ６又はカテゴリー３タイ

プ６に係る者に限ります。）に限り、この機能を提供します。 

  ただし、第６種契約者がその第６種オープンコンピュータ通信網サー

ビスの申込みと同時に回線制御装置の提供の請求を行った場合を除き

ます。 

 

 ２ 使用する移動無線装置の種類等によっては、この機能を利用できない

ことがあります。 

３ １の課金対象パケットは、128バイトとします。 

 

 ４ 当社は、第６種契約者が特定事業者又は定額対象事業者を経由してこ

の機能を利用したときは、１のセッションにおける課金対象パケットの

数をそのセッションの切断があった日における課金対象パケットの数

として、１日における累計の課金対象パケットの数を計算して付加機能

利用料を適用します。この場合において、セッションの設定が１時間以

上継続されたときは、セッションの設定の開始時刻から起算して１時間

ごとにセッションの切断があったものとみなして取り扱います。 

 

 ５ 当社は、第６種契約者から請求があったときは、第６種契約者が当社

に支払うべきこの機能に係る付加機能利用料の１の料金月における累

計額（当社がその料金月において確認できた付加機能利用料の額としま

す。以下この欄において「月間利用額」といいます。）について、利用

停止目安額を設定します。 
 

 ６ 当社は、月間利用額が利用停止目安額を超えたことを確認したときか

ら、その料金月の末日までの間、この機能の提供を停止します。 

 ただし、第６種契約者から利用停止目安額の増加の請求があり、月間

利用額が利用停止目安額を下回ることとなったときは、この限りであり

ません。 

 

 ７ この備考の５及び６の規定によるほか、月間利用額が利用停止目安額

を超過している可能性があると当社が判断したときは、第６種契約者か

ら再利用の請求があるまでの間、この機能の利用を停止することがあり

ます。 

 

 ８ 第６種契約者は、利用停止目安額を超えた部分の付加機能利用料につ

いて支払いを要します。 

 

 ９ 当社は、この機能を利用して行う通信に関して、次の措置をとること

があります。 

 

 (1) 一定時間内に大量又は多数の通信があったと当社が認めた場合に

おいて、その第６種契約者に係る通信を切断する措置 

 

 (2) セッションの設定が長時間継続されたと当社が認める場合におい

て、その第６種契約者に係る通信を切断する措置 

 

 10 当社は、この機能を利用できなかったことに伴い発生する損害につい

ては、当社の故意又は重大な過失による場合を除き、責任を負いません。 

 

 11 この機能に係る通信については、外国の法令又は外国の電気通信事業

者が定める契約約款等により制限されることがあります。 
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 12 この機能に係る付加機能利用料については、料金表通則13に規定する

消費税相当額の加算を適用しません。 

 

 （注）この欄に規定する当社が別に定める国際ローミング事業者、特定事

業者及び定額対象事業者は、当社のホームページ（https://www.ntt.

com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/m

obile/mobileone.html）にて閲覧に供します。 

 

簡
易
メ
ー
ル
（
Ｓ
Ｍ
Ｓ
）
機
能 

制御信号を利用して、文

字、数字又は記号等（以

下この欄において「メッ

セージ」といいます。）

の伝送（当社の電気通信

設備に一時蓄積後伝送

する場合を含みます。）

を行うもの 

本邦から本邦へ送信

するもの 

１の送信ごと

に 

３円 

（3.3円） 

本邦から外国の電気

通信事業者の提供す

る電気通信サービス

の提供区域に送信す

るもの 

１の送信ごと

に 

50円 

国際ローミング事業

者の提供する電気通

信サービスの提供区

域から送信するもの 

１の送信ごと

に 

100円 

 

備
考 

１ 当社は、第６種契約者（カテゴリー１タイプ６又はカテゴリー３タイ

プ６に係る者に限ります。）に限り、この機能を提供します。 

 

 ２ この機能により行った通信が電波の伝わりにくい等の理由により通

信の相手先に接続できない場合において、当社は、当社の電気通信設備

に蓄積したメッセージを当社が別に定める時間が経過した後に削除し

ます。 

 

 ３ この機能において送信できるメッセージの文字数は、当社が別に定め

る数以内とします。 

 
 ４ 当社は、70文字（半角英数字のみの場合は160文字とします。）を超え

たメッセージの送信が行われた場合は、文字数に応じてメッセージを分

割して伝送するものとし、その分割されたメッセージごとにこの機能に

係る付加機能利用料を適用します。 

 

 ５ 第６種契約者は、国際ローミング機能を利用している場合に限り、国

際ローミング事業者の提供する電気通信サービスの提供区域からこの

機能に係る通信を行うことができます。 

 

 ６ この機能に係る通信については、外国の法令又は外国の電気通信事業

者が定める契約約款等により制限されることがあります。 

 

 ７ この機能に係る付加機能利用料（本邦から外国の電気通信事業者の提

供する電気通信サービスの提供区域に送信するもの又は国際ローミン

グ事業者の提供する電気通信サービスの提供区域から送信するものに

限ります。）については、料金表通則13に規定する消費税相当額の加算

を適用しません。 

 

 ８ 当社は、この機能に「危険ＳＭＳ拒否設定」を提供します。 

９ 「危険ＳＭＳ拒否設定」とは、「危険ＳＭＳ」と判定されたメッセー

ジの受信を自動的に拒否することをいいます。 

 

 10 「危険ＳＭＳ」とは、実在する宅配便事業者、金融機関又はインター

ネット通販事業者等を装い、口座情報やアカウント情報等の個人情報の

窃取又は金銭の詐取等の不正行為の実施を目的として、不正なアプリの

インストール、Ｗｅｂサイトへのアクセス又は電話を行うように誘導す

るＵＲＬ又は電話番号等が含まれるメッセージをいいます。 

https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/mobile/mobileone.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/mobile/mobileone.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/mobile/mobileone.html
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 11 当社は、危険ＳＭＳ拒否設定が有効な状態を標準として提供します。 

 ただし、「ＳＭＳ一括拒否」を有効にしている等、危険ＳＭＳ拒否設

定と併用できない設定を有効にしている場合は、この限りでありませ

ん。 

 

 12 第６種契約者は、危険ＳＭＳ拒否設定について、随時、無効又は有効

に変更することができます。この場合、その変更は、第６種契約者が所

定のＷｅｂサイトから行うものとします。 

 

 13 危険ＳＭＳ拒否設定により受信が拒否されたメッセージを復元する

ことはできません。 

 

 14 当社は、危険ＳＭＳ拒否設定を提供する目的に限り、第６種契約者が

受信する前にすべてのメッセージの情報（送信元情報及び本文内容を含

みます。）を機械的及び自動的に取得することにより、危険ＳＭＳを検

知します。 

 

 15 当社は、危険ＳＭＳ拒否設定の提供において検知した危険ＳＭＳに関

する情報を蓄積し、匿名化及び統計的なデータに加工した上で、次に定

める目的で利用することがあります。 

 

 (1) 危険ＳＭＳの判定精度向上 

(2) 危険ＳＭＳ送信者及びメッセージの中継事業者への是正要求 

 

 (3) 利用者の危険ＳＭＳに係る不正サイトへのアクセス防止 

(4) 携帯電話事業者間での危険ＳＭＳに関する対策の実施 

 

 16 当社は、備考15の目的達成のため、匿名化及び統計的なデータに加工

した危険ＳＭＳに関する情報を第三者に開示することがあります。 

 

 17 第６種契約者は、備考14から16までに定める事項について、あらかじ

め包括的に同意していただきます。 

 

 18 当社は、危険ＳＭＳ拒否設定における危険ＳＭＳの検知及び受信拒否

の完全性（危険ＳＭＳに該当しないメッセージを受信拒否しないことを

含みます。）を保証するものではなく、危険ＳＭＳ拒否設定の利用に伴

い発生する損害については、当社の故意又は重大な過失による場合を除

き、責任を負いません。 
 

 （注）この欄に規定する当社が別に定める時間及び当社が別に定める数

は、当社のＷｅｂサイト（https://www.ntt.com/business/services/

network/internet-connect/ocn-business/mobile/mobileone.html）

にて閲覧に供します。 

基
本
容
量
追
加
機
能 

１の料金月におけるモバイルアクセスに係

る基本容量を追加することができる機能 

追加申込みする

基本容量 

536,870,912バイ

トごとに 

500円 

（550円） 

備
考 

１ 当社は、第６種契約者（カテゴリー１タイプ６、カテゴリー３タイプ

６（いずれもゼロコース、スタンバイコース、200kbpsコース及び30MB

プラスコースを除きます。）又はタイプ７（ゼロコース、スタンバイコ

ースを除きます。）に係る者に限ります。）に限り、この機能を提供しま

す。 

 ２ この機能の申込みの方法については、当社が指定するところによりま

す。 

 ３ 基本容量の追加は、536,870,912バイトを単位とし、１の料金月にお

いて10,737,418,240バイトまで行うことができます。 

https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/mobile/mobileone.html
https://www.ntt.com/business/services/network/internet-connect/ocn-business/mobile/mobileone.html
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 ４ 当社は、第６種契約者が基本容量シェアグループに係る第６種契約に

おいてこの機能を利用する場合は、４－１（適用）の表の(2)欄に定め

る第６種オープンコンピュータ通信網サービスの利用制限の条件につ

いて、その規定にかかわらず、次のとおり適用します。 

 (1) 基本容量シェアグループに属する第６種契約の１の料金月におけ

る通信量、その区別に係る基本容量及びこの機能による追加容量をそ

れぞれ合計し、その合計通信量が追加後合計基本容量（区別ごとの基

本容量の合計とこの機能による追加容量の合計との合算値をいいま

す。以下同じとします。）を超えた場合に、利用制限を適用します。 

 (2) (1)の追加後合計基本容量の算出にあたり、区別ごとの基本容量の

合計が100テラバイトを超える場合は、区別ごとの基本容量の合計値を

100テラバイトとみなします。 

 (3) (1)の追加後合計基本容量の算出にあたり、この機能による容量追

加の効果は、100テラバイトを上限とします。 

(4) (2)及び(3)の場合、１テラバイトは２の40乗バイトとします。 

 ５ 当社は、１の第６種契約が利用制限後であっても、その第６種契約へ

の基本容量の追加があり、利用制限の条件を満たさなくなった場合は、

そのことを当社が確認したときから、その第６種契約について利用制限

を解除します。 

 ６ 当社は、１の基本容量シェアグループに係る全ての第６種契約が利用

制限後であっても、その基本容量シェアグループに係るいずれかの第６

種契約への基本容量の追加があり、利用制限の条件を満たさなくなった

場合は、そのことを当社が確認したときから、その基本容量シェアグル

ープに係る全ての第６種契約について利用制限を解除します。 

 ７ 当社は、基本容量の追加を、その申込のあった料金月に限り適用し、

１の料金月における基本容量に達していない場合であっても、基本容量

の追加の残量を翌料金月には追加しません。 

 
 ８ 当社は、１の料金月における実際の通信量にかかわらず、この機能に

より追加申込みされた基本容量に応じた付加機能利用料を適用します。 

拠
点
間
通
信
機
能 

拠点間通信を行うことができる機能 

 

１の回線につき２

アドレス目以降１

のアドレスごとに

月額 

100 円 

（110 円） 

備

考 

１ 当社は、第６種契約者（カテゴリー７又はカテゴリー９に係るもので

あって、その特定加入者回線が西日本電信電話株式会社に係る者に限り

ます。以下この欄において同じとします。）に限り、この機能を提供し

ます。 

 ２ 第６種契約者は、光アクセス回線の転用又は光アクセス回線の事業者

変更（入）の場合に限り、この機能の申込みを行うことができます。 

ア
プ
リ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
機
能 

当社が別に定めるアプリケーシ

ョンに係る通信について、他の

通信と区別する等の制御をする

ことにより、当該アプリケーシ

ョンの円滑な利用を可能とする

機能 

タイプＡ １契約ごとに

月額 

5,800円 

（6,380円） 

   

備
考 

１ 当社は、第６種契約者（カテゴリー８又はカテゴリー９に係る者であ

って、帯域に係る区別がワイドプランに係る者に限ります。）に限り、

この機能を提供します。 
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 ２ 第６種契約の申込みをする者及び第６種契約者（いずれもこの機能を

利用する者に限ります。）は、この機能を提供する目的に限り、当社が

第６種契約者の通信に係るＩＰアドレス、ポート番号等及びアプリケー

ション層のデータ等を機械的および自動的に取得することによって、当

社が別に定めるアプリケーションに係る通信を検知し、当該通信を他の

通信と区別する等の制御をすることについて、あらかじめ包括的に同意

していただきます。 

 

 ３ 当社は、この機能による当該アプリケーションの円滑な利用を保証す

るものではありません。 

 

    ４－２－６ ユニバーサルサービス料 
 

区     分 単   位 料 金 額 

ユニバーサルサービス料 １のモバイルアクセス

回線番号ごとに月額 

基礎的電気通信役務支援

機関がその適用期間ごと

に総務大臣に認可を受け

た番号単価と同額 

備考 番号単価は、基礎的電気通信役務支援機関が別に定める期間ごとに算定し、

ホームページ（https://www.tca.or.jp/universalservice/）で公表します。 

 

    ４－２－７ 電話リレーサービス料 
 

区     分 単   位 料 金 額 

電話リレーサービス料 １のモバイルアクセス

回線番号ごとに月額 

１円 

（1.1円） 

備考 毎年４月利用分から起算して、電話リレーサービス支援機関がその適用期間

ごとに総務大臣に認可を受けた年額の番号単価（当社のＷｅｂサイト

（https://www.ntt.com/about-us/cs/univ.html）に掲載するものとします。）

を１円で除して得られる数値と同値の月数分の期間において、支払いを要しま

す。 

 

https://www.tca.or.jp/universalservice/
https://www.ntt.com/about-us/cs/univ.html
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  ５ 第７種契約に係るもの 

   ５－１ 適用 
 

区 分 内 容 

(1) 区別に係る

料金の適用 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり区別を

定めます。 

  区 別 内   容  

  カテゴリー

ＶＰＮ 

回線制御装置（ＶＰＮ型のＣＴ－Ⅰ型

に係るものに限ります。）を使用して通

信を行うものであって、契約者回線等

からIPoE方式による通信によりＶＰＮ

グループに接続して相互に通信を行う

ことができるもの 

 

  カテゴリー

ｖＵＴＭ 

回線制御装置（ＶＰＮ型のＣＴ－Ⅰ型

に係るものに限ります。）を使用して通

信を行うことができるものであって、

ｖＵＴＭスタンダード機能（セキュリ

ティソフトウェアを用いて、ホームペ

ージ等からダウンロードされる情報に

含まれるコンピュータウイルス等の検

知及び駆除並びにホームページ等から

ダウンロードされるコンピュータウイ

ルス等に感染したアプリケーション等

の検知及び駆除等を行うことができる

ものであって、Software as a Service

として提供されるものをいいます。以

下５－２までにおいて同じとします。）

を基本機能として提供するもの 

 

  備考 

１ 第７種オープンコンピュータ通信網サービスに

係る通信は、契約者回線等との間で行うことがで

きます。この場合において、当社は、相互接続点

又はＮＳＰＩＸＰ等との接続点を介して接続して

いる電気通信設備に係る通信の品質を保証しませ

ん。 

 

  ２ 削除  

  ３ 第７種契約者は、第７種オープンコンピュータ

通信網サービスの区別の変更を請求することはで

きません。 

 

  ４ カテゴリーＶＰＮのトラフィックレポートの提

供については、次のとおりとします。 
 

  (1) 第７種契約者は、ビジネスポータルを通じ

て、トラフィックレポートの閲覧等を行うこと

ができます。 

 

  (2) 当社は、設備の保守上又は工事上等やむを得

ないときは、トラフィックレポートの利用を中

止することがあります。この場合において、当

社は、当社のＷｅｂサイトであらかじめ第７種
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契約者にその旨を通知します。 

  (3) 当社は、カテゴリーＶＰＮが全く利用できな

い状態が連続した時間の算出は、トラフィック

レポートの表示値にかかわらず、共通編第29条

（利用料金等の支払義務）、共通編第38条（責任

の制限）及び料金表通則の規定に基づき行いま

す。 

 

  (4) 当社は、トラフィックレポートの内容につい

て一切の保証をしないものとし、トラフィック

レポートの利用に起因する第７種契約者又は第

三者の損害について、当社の故意又は重大な過

失による場合を除き、責任を負いません。 

 

  ５ カテゴリーｖＵＴＭを申込む第７種契約者は、

当社のSmart Data Platformサービス利用規約に規

定する契約条件等について、あらかじめ同意して

いただきます。 

 

  ６ カテゴリーｖＵＴＭのｖＵＴＭスタンダード機

能については、次のとおりとします。 
 

   (1) 当社は、この機能に係る通信の品質を保証し

ません。 
 

   (2) 第７種契約者は、ビジネスポータルを通じ

て、ｖＵＴＭスタンダード機能に係るログ閲覧

等を行うことができます。 

 

   (3) この機能は、ネットワンシステムズ株式会社

が開発したセキュリティソフトウェアの使用許

諾を受けて、当社が提供します。 

 

   (4) この機能のセキュリティソフトウェア等の

不具合等により、通信の切断等が発生した場合

の損害については、当社の故意又は重大な過失

による場合を除き、当社はその責任を負わない

ものとします。 

 

   (5) この機能により検知及び防御等が可能なＷ

ｅｂサイトへの攻撃等は、その検知及び防御等

の実施等においてそのセキュリティソフトウェ

アが対応可能なものに限ります。 

 

   (6) 当社は、この機能に係るコンピュータウイル

ス等の検知及び駆除等の完全性を保証するもの

ではなく、検知及び駆除等ができなかったこと

によって、第７種契約者に発生した損害につい

ては、当社の故意又は重大な過失による場合を

除き、責任を負いません。 

 

   (7) 当社は、共通編第23条（利用中止）第１項に

掲げる場合に加え、次の場合には、この機能の

提供を中止することができます。 

 

     ネットワンシステムズ株式会社の都合、事業

休止、その他の一切の理由により、第７種契約

者がこの機能を利用できなくなったとき。 

 

   (8) ログ閲覧等に係る機能を提供するにあたり、

ｖＵＴＭスタンダード機能に係る第７種契約者

の通信ログ等のデータを当社が取得することに
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ついて、第７種契約者はあらかじめ包括的に同

意していただきます。 

   (9) 当社は、ログ閲覧等に係る機能の内容につい

て一切の保証をしないものとし、その機能の利

用に起因する第７種契約者又は第三者の損害に

ついて、当社の故意又は重大な過失による場合

を除き、責任を負いません。 

 

  

(2) 品目及び細

目に係る料金

の適用 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり品目及

び通信又は保守の態様による細目を定めます。 

ア 通信の態様による細目 

(ア) 削除 

(イ) アクセス回線の細目等による区別 

 カテゴリーＶＰＮ又はカテゴリーｖＵＴＭに係るもの 

  区 別 内   容  

  コースＵ 別記14のEK040、EK050、EK060、EK070、

EK080、EK090、EM010、EM020、EM030、

WK020、WK040、WK060、WK070、WM020、

WM040又はWM050に係る光アクセス回線

を利用するものであって、IPoE方式に

よる通信を行うことができるもの 

 

  コースＦ 別記14のEK040、EK050、EK060、WK020、

WK040又はWK070に係る光アクセス回線

を利用するものであって、特定加入者

回線（光コラボレーションモデルに関

する契約に係るものに限ります。）とと

もに提供するもの 

 

  コースＭ 別記14のEM010、EM020、EM030、WM020、

WM040又はWM050に係る光アクセス回線

を利用するものであって、特定加入者

回線（光コラボレーションモデルに関

する契約に係るものに限ります。）とと

もに提供するもの 

 

  備考 第７種オープンコンピュータ通信網サービスに

ついては、光アクセス回線の転用及び光アクセス回

線の事業者変更（入）を行うことができません。 

 

  (ウ) 帯域に係る区別 

  カテゴリーＶＰＮに係るもの 

  区 別 内   容  

  標準プラン ワイドプラン以外のもの  

  ワイドプラ

ン 

企画型ふくそう抑制機能を有するもの  

  備考  

  １ 「企画型ふくそう抑制機能」とは、帯域を継続

的かつ大量に占有する、又はそのおそれのある当

社所定の通信について、当社が当該通信を他の通
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信と区別する等の制御をすることにより、当該通

信がそれ以外の通信に与える影響を緩和し、もっ

て、第７種オープンコンピュータ通信網サービス

を円滑に利用することができる機能をいいます。 

 ただし、ふくそうが起こらないことを保証する

ものではありません。 

  ２ 当社は、「企画型ふくそう抑制機能」を、ＶＰＮ

通信（所属ＶＰＮグループに係る契約者回線等相

互間の通信又は５－２－５（付加機能利用料）に

規定するＶＰＮ間接続機能に係る通信をいいま

す。以下同じとします。）には適用しません。 

 

  ３ 第７種契約の申込みをする者及び第７種契約者

（いずれもワイドプランに係る者に限ります。）

は、「企画型ふくそう抑制機能」を提供する目的に

限り、当社が契約者の通信に係るＩＰアドレス、

ポート番号等およびアプリケーション層のデータ

等を機械的および自動的に取得することによって

備考１に定める当社所定の通信を検知し、当該通

信に割り当てる帯域を制御等することについて、

あらかじめ包括的に同意していただきます。 

 

 イ 保守の態様による細目 

  区 別 内   容  

  保守メニュ

ー１ 

午前９時から午後５時までの時間帯以

外の時刻に、その第６種契約に係る修

理又は復旧の請求を受け付けたとき

に、午前９時から午後５時までの時間

帯（その受け付けた時刻以後の直近の

ものとします。）においてその修理又は

復旧を行うもの 

 

  保守メニュ

ー２ 

保守メニュー１以外のもの  

  備考  

  １ 保守の態様による細目は、コースＦ又はコース

Ｍの特定加入者回線に限り適用します。 
 

  ２ 第７種契約者は、その第７種契約について、同

一月において複数回の保守の態様による細目の変

更（その細目の変更と同時に品目の変更を行う場

合を除きます。）の請求を行うことはできません。 

 

 ウ 品目 

カテゴリーＶＰＮ又はカテゴリーｖＵＴＭに係るもの 

  品 目 内   容  

  100Mb/s 最大100Mbit/s までの符号伝送が可能

なもの 

 

  200Mb/s 最大200Mbit/s までの符号伝送が可能

なもの 
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  １Gb/s 最大概ね１Gbit/sまでの符号伝送が可

能なもの 

 

  

(3) 削除  

(4) 最低利用期

間内に契約の

解除等があっ

た場合の料金

の適用 

ア 第７種契約者は、最低利用期間内に第７種契約の解除が

あった場合は、第90条（定額利用料等の支払義務）及び料

金表通則の規定にかかわらず、残余の期間（解除のあった

日の翌日から起算して最低利用期間の満了日までとしま

す。）に対応する定額利用料に相当する額を、当社が定め

る期日までに、一括して支払っていただきます。 

 イ 第７種契約者は、最低利用期間内に第７種オープンコン

ピュータ通信網サービスの品目又は通信又は保守の態様に

よる細目の変更（以下この欄において「品目等の変更」と

いいます。）があった場合は、その品目等の変更について変

更前の定額利用料の額から変更後の定額利用料の額を控除

し、残額があるときは、その残額に残余の期間（変更のあ

った日の翌日から起算して最低利用期間の満了日までとし

ます。）を乗じて得た額を、当社が定める期日までに、一括

して支払っていただきます。 

 ウ イの場合に、品目等の変更と同時にその光アクセス回線

に係る終端の場所において、第７種オープンコンピュータ

通信網サービスに係る光アクセス回線の新設又は契約の解

除を行うときの残額の算定は、同時に行う新設等の光アク

セス回線に係る第７種オープンコンピュータ通信網サービ

スの定額利用料を合算して行います。 

(5) 保守メニュ

ーに係る加算

額の適用 

特定加入者回線に係る保守メニュー２の利用の場合の定額利

用料の加算額は、１の特定加入者回線ごとに適用します。 
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５－２ 料金額 

５－２－１ 定額利用料 

(1) 削除 
 

(2) カテゴリーＶＰＮのもの 

１契約ごとに月額 
 

区 分 料   金   額 

標準プラン ワイドプラン 

コースＵのもの 9,500円（10,450円） 12,500円（13,750円） 

コースＦのもの 14,400円（15,840円） 17,400円（19,140円） 

コースＭのもの 12,150円（13,365円） 15,150円（16,665円） 

 

(3) カテゴリーｖＵＴＭのもの 

１契約ごとに月額 
 

区   分 料 金 額 

コースＵのもの 15,000円（16,500円） 

コースＦのもの 19,900円（21,890円） 

コースＭのもの 17,650円（19,415円） 

 

５－２－２ 削除 

５－２－３ 削除 

５－２－４ 削除 
 

５－２－５ 付加機能利用料 

(1) ＶＰＮ代表契約に係るもの 
 

区   分 単 位 料金額 

Ｖ
Ｐ
Ｎ
間
接
続
機
能 

この機能を利用するＶＰＮグループと、Ｖ

ＰＮ代表契約者があらかじめ指定する他の

ＶＰＮグループとの間の通信を可能とする

機能 

 

 

 

通信先の１の

ＶＰＮグルー

プごとに月額 

15,000円 

(16,500円) 

 

備

考 

１ 当社は、ＶＰＮ代表契約者に限り、この機能を提供します。 

２ ＶＰＮ代表契約者があらかじめ指定する他のＶＰＮグループは、第

７種オープンコンピュータ通信網サービス又はUniversal Oneサービ

ス契約約款（第１編）に規定するUniversal Oneサービスに係るもの

であって、そのＶＰＮグループを代表する契約者が、この機能又はこ

の機能に相当する付加機能を利用するものとします。 

 

(2) ＶＰＮ回線契約に係るもの 
 

区   分 単 位 料金額 
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ワ
イ
ヤ
レ
ス
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
機
能 

光アクセス回線による通信ができない状態

となった場合に、そのバックアップとして、

モバイルアクセスによる通信を可能とする

機能 

 

 

 

 

 

 

１のモバイル

アクセス回線

番号ごとに月

額 

1,000円 

(1,100円) 

 

備

考 

１ 当社は、ＶＰＮ回線契約者に限り、この機能を提供します。 

２ この機能の申込みは、１の光アクセス回線につき、１とします。 

 

 ３ 当社は、株式会社ＮＴＴドコモの卸携帯電話サービス契約約款に規

定する卸Ｘｉサービスを利用してこの機能を提供します。 

 

 ４ ＶＰＮ回線契約者は、この機能を利用した通信においては、ＶＰＮ

通信以外の通信を行うことはできません。 

ア
プ
リ
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
機
能 

当社が別に定めるアプリケー

ションに係る通信について、

他の通信と区別する等の制御

をすることにより、当該アプ

リケーションの円滑な利用を

可能とする機能 

 

 

 

タイプＡ １契約ごとに

月額 

5,800円 

（6,380円） 

 

備

考 

１ 当社は、第７種契約者（カテゴリーＶＰＮに係る者であって、帯域

に係る区別がワイドプランに係る者に限ります。）に限り、この機能

を提供します。 

２ 当社は、この機能をＶＰＮ通信には適用しません。 

 

 ３ 第７種契約の申込みをする者及び第７種契約者（いずれもこの機能

を利用する者に限ります。）は、この機能を提供する目的に限り、当

社が第７種契約者の通信に係るＩＰアドレス、ポート番号等及びアプ

リケーション層のデータ等を機械的および自動的に取得することに

よって、当社が別に定めるアプリケーションに係る通信を検知し、当

該通信を他の通信と区別する等の制御をすることについて、あらかじ

め包括的に同意していただきます。 

 

 ４ 当社は、この機能による当該アプリケーションの円滑な利用を保証

するものではありません。 

 

５－２－６ 特定加入者回線に係る加算額 

     保守メニュー２のものに係る加算額 

１の特定加入者回線ごとに月額 
 

区   分 料 金 額 

コースＦに係るもの 3,000円（3,300円） 

コースＭに係るもの 2,000円（2,200円） 
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  ６ 削除 
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 第２ 使用料 

１ 削除 
 

２ 第６種契約に係るもの 

   ２－１ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 回線終端装置

使用料の適用 

回線終端装置使用料は、１の特定加入者回線（光アクセス回線

（コースＭ（光配線方式のものを除きます。）、コースＰ１、コ

ースＰ10、コースＧＦ及び光コラボレーションモデルに関する

契約に係るものを除きます。）に係るものに限ります。）ごとに

適用します。 

(2) 屋内配線使用

料の適用 

屋内配線使用料は、特定加入者回線（光アクセス回線（カテゴ

リー５又はカテゴリー６のコースＦ又はコースＢに係るもの

に限ります。）に係るものに限ります。）の終端からジャック又

はローゼット（ジャック又はローゼットが設置されていない場

合には宅内機器とします。以下この欄において同じとします。）

ごとに適用します。 

 

２－２ 料金額 

２－２－１ 回線終端装置使用料 

２－２－１－１ コースＭ以外のもの 

１装置ごとに月額 
 

料 金 種 別 料 金 額 

基本料 900円（990円） 

保守メニュー２に係る加算料 500円（550円） 

 

２－２－１－２ コースＭ（光配線方式）のもの 

１装置ごとに月額 
 

料 金 種 別 料 金 額 

基本料 東日本電信電話株式会社に係

るもの 

350円（385円） 

 西日本電信電話株式会社に係

るもの 

600円（660円） 

 

２－２－２ 屋内配線使用料 
 

単 位 料 金 額 

１の特定加入者回線ごとに月額 200円（220円） 
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 第３ 手続きに関する料金 

  １ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 手続きに関

する料金の適用 

手続きに関する料金は、次のとおりとします。 

 種 別 内    容  

  譲渡承認手数料 利用権の譲渡の請求をし、その承認を

受けたときに要する料金 

 

  事務手数料 光アクセス回線の転用の請求をし、そ

の承認を受けたときに支払いを要する

料金 

 

  事業者変更手数料 次の場合に支払いを要する料金  

   (1) 光アクセス回線の事業者変更

（入）の請求をし、その承認を受け

たとき。 

 

   (2) 光アクセス回線の事業者変更

（出）の完了後のキャンセルに伴い、

オープンコンピュータ通信網契約の

申込み又はオープンコンピュータ通

信網サービスの品目等の変更の請求

をし、その承諾を受けたとき。 

 

  

 

  ２ 料金額 
 

料 金 種 別 単 位 料 金 額 

譲渡承認手数料 １の契約ごとに 800円（880円） 

事務手数料 １の契約ごとに 3,000円（3,300円） 

事業者変更手数料 １の契約ごとに 3,000円（3,300円） 
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第２表 工事に関する費用（工事費（附帯サービスの工事費を除きます。）） 

 １ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 工事費の算

定 

工事費は、施工した工事に係るネットワーク工事費、アクセス

回線工事費、配線経路調査工事費、配線経路構築工事費、結果

報告工事費、現地調査報告工事費、訪問時刻指定工事費及び開

通サポート工事費を合計して算定します。 

(2) ネットワー

ク工事費及びア

クセス回線工事

費の適用 

ネットワーク工事費及びアクセス回線工事費は、次の場合に適

用します。 

 区  分 ネットワーク工事費等の適用  

 ア ネットワー

ク工事費 

ＩＰ通信網サービス取扱所に設置される

交換設備、主配線盤又は蓄積装置等にお

いて工事を要する場合に適用します。 

 

  イ アクセス回

線工事費 

(ア) 加入者回線に係る工事を要する場

合に適用します。 

(イ) ＩＰ通信網契約者は、午後５時か

ら午前８時までの時間帯に特定光加

入者回線（第６種オープンコンピュ

ータ通信網サービスのカテゴリー

５、カテゴリー６、カテゴリー７若

しくはカテゴリー９（いずれもタイ

プ４に限ります。）又は第７種オープ

ンコンピュータ通信網サービスのコ

ースＦ若しくはコースＭに係る加入

者回線をいいます。以下同じとしま

す。）に係る工事を行ってほしい旨の

申出を行う場合は、(10)欄に規定す

る訪問時刻指定工事の希望の有無に

かかわらず、対象となる特定光加入

者回線に係る工事に加えて、訪問時

刻指定工事の申込みを要します。 

 

  ウ 削除 削除  

  

(3) 品目等の変

更又は回線収容

部の変更等の場

合の工事費の適

用 

ア 品目又は、通信又は保守の態様による細目の変更の場合の

工事費は、変更後の品目、通信又は保守の態様による細目に

対応する設備に関する工事に適用します。 

イ 回線収容部の変更等又は移転の場合の工事費は、変更後の

回線収容部等に関する工事又は移転先の取付けに関する工事

に適用します。 

(4) 別棟配線の

場合のアクセス

回線工事費の適

用 

別棟との間の配線工事を行った場合のアクセス回線工事費の額

については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、別に算定

する実費とします。 
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(5) 配線経路調

査工事費の適用 

当社は、オープンコンピュータ通信網サービス（特定光加入者

回線を使用するものに限ります。）について、次のとおり、配線

経路の調査に係る配線経路調査工事費を適用します。 

 ア 配線経路調査工事とは、ＩＰ通信網契約者から、配線経路

調査工事費を支払うことを条件として、特定加入者回線の終

端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は建物内

において配線経路の調査を行ってほしい旨の申出があった場

合に、当社がその調査を行うことをいいます。 

 イ 当社は、ＩＰ通信網契約者から配線経路調査工事の申出が

あった場合は、当社のオープンコンピュータ通信網サービス

に係る業務の遂行上支障がないときに限り、配線経路調査工

事を行います。 

 ウ ＩＰ通信網契約者は、午後５時から午前８時までの時間帯

に配線経路調査工事を行ってほしい旨の申出を行う場合は、

(10)欄に規定する訪問時刻指定工事の希望の有無にかかわら

ず、その配線経路調査工事に加えて、訪問時刻指定工事の申

込みを要します。 

 エ ＩＰ通信網契約者は、次の場合に、配線経路調査工事費の

支払いを要します。 

(ア) 当社が配線経路調査工事を行ったとき。 

(イ) 当社が配線経路調査工事を行う当日にＩＰ通信網契約

者の責めに帰すべき理由によりその調査を行えなかったと

き。 

 オ エの規定にかかわらず、ＩＰ通信網契約者は、当社の責め

に帰すべき理由により配線経路調査工事が完了しなかった場

合は、配線経路調査工事費の支払いを要しません。 

 カ エ及びオのほか、当社は、配線経路調査工事に係る当社の

準備等に要した費用を請求することがあります。 

(6) 配線経路構

築工事費の適用 

当社は、オープンコンピュータ通信網サービス（特定光加入者

回線を使用するものに限ります。）について、次のとおり、配線

経路の構築に係る配線経路構築工事費を適用します。 

 ア 配線経路構築工事とは、ＩＰ通信網契約者から、特定加入

者回線の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）

又は建物内において配線経路の構築を行ってほしい旨の申出

があった場合に、当社がその構築を行うことをいいます。 

 イ 当社は、ＩＰ通信網契約者から配線経路構築工事の申出が

あった場合は、当社がその配線経路の構築を必要と認める場

合であって、当社のオープンコンピュータ通信網サービスに

係る業務の遂行上支障がないときに限り、配線経路構築工事

を行います。 

 ウ ＩＰ通信網契約者は、午後５時から午前８時までの時間帯

に配線経路構築工事を行ってほしい旨の申出を行う場合は、

(10)欄に規定する訪問時刻指定工事の希望の有無にかかわら

ず、その配線経路構築工事に加えて、訪問時刻指定工事の申

込みを要します。 

 エ ＩＰ通信網契約者は、次の場合に、配線経路構築工事費の

支払いを要します。 

 (ア) 当社が配線経路構築工事を行ったとき。 

(イ) 当社が配線経路構築工事を行う当日にＩＰ通信網契約
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者の責めに帰すべき理由によりその構築を行えなかったと

き。 

 オ エの規定にかかわらず、ＩＰ通信網契約者は、当社の責め

に帰すべき理由により配線経路構築工事が完了しなかった場

合は、配線経路構築工事費の支払いを要しません。 

 カ エ及びオのほか、当社は、配線経路構築工事に係る当社の

準備等に要した費用を請求することがあります。 

(7) 結果報告工

事費の適用 

当社は、オープンコンピュータ通信網サービス（特定光加入者

回線（光コラボレーションモデルに関する契約に係るものに限

ります。）を使用するものに限ります。）について、次のとおり、

工事の結果の報告に係る結果報告工事費を適用します。 

 ア 工事結果報告とは、ＩＰ通信網契約者から、結果報告工事

費を支払うことを条件として、当社からそのＩＰ通信網契約

者が指定する者へ工事の結果の報告を行ってほしい旨の申出

があった場合に、当社がその報告を行うことをいいます。 

 イ 工事結果報告の対象となる工事は、アクセス回線工事費の

支払いを要する工事に限ります。 

 ウ 当社は、ＩＰ通信網契約者から工事結果報告の申出があっ

た場合は、当社のオープンコンピュータ通信網サービスに係

る業務の遂行上支障がないときに限り、工事結果報告を行い

ます。 

 エ ＩＰ通信網約者は、次の場合に、結果報告工事費の支払い

を要します。 

(ア) 当社が工事結果報告を行ったとき。 

(イ) ＩＰ通信網契約者の責めに帰すべき理由により、当社

が工事結果報告を行えなかったとき。 

 オ エの規定にかかわらず、ＩＰ通信網契約者は、当社の責め

に帰すべき理由により工事結果報告が完了しなかった場合

は、結果報告工事費の支払いを要しません。 

 カ エ及びオのほか、当社は、工事結果報告に係る当社の準備

等に要した費用を請求することがあります。 

(8) 現地調査報

告工事費の適用 

当社は、第６種オープンコンピュータ通信網サービス（特定光

加入者回線を使用するものに限ります。）について、次のとおり

現地調査報告工事費を適用します。 

 ア 現地調査報告には次の区分があります。 

  区 分 内 容  

  写真付き現地調査報告 ＩＰ通信網契約者から、現地調

査報告工事費を支払うことを

条件として、当社が特定光加入

者回線の設置場所において行

う調査について、写真付きの調

査報告を行ってほしい旨の申

出があった場合に、当社がその

報告を行うことをいいます。 

 

  現地調査報告兼お客様工

事依頼報告 

ＩＰ通信網契約者から、現地調

査報告工事費を支払うことを

条件として、当社が特定光加入

者回線の設置場所において行

 



120 

う調査について、現地調査報告

書兼お客様工事依頼書による

調査報告を行ってほしい旨の

申出があった場合に、当社がそ

の報告を行うことをいいます。 

  備考 現地調査報告兼お客様工事依頼報告については、光

コラボレーションモデルに関する契約に係るものには

提供しません。 

 

 イ 当社は、ＩＰ通信網契約者から現地調査報告の申出があっ

た場合は、当社が特定光加入者回線の設置場所において調査

が必要と判断した場合であって、当社のオープンコンピュー

タ通信網サービスに係る業務の遂行上支障がないときに限

り、現地調査報告を行います。 

 ウ ＩＰ通信網契約者は、次の場合に、現地調査報告工事費の

支払いを要します。 

(ア) 当社が現地調査報告を行ったとき。 

(イ) ＩＰ通信網契約者の責めに帰すべき理由により、当社

が現地調査報告を行えなかったとき。 

 エ ウの規定にかかわらず、ＩＰ通信網契約者は、当社の責め

に帰すべき理由により現地調査報告が完了しなかった場合

は、現地調査報告工事費の支払いを要しません。 

 オ ウ及びエのほか、当社は、現地調査報告に係る当社の準備

等に要した費用を請求することがあります。 

 カ ＩＰ通信網契約者は、現地調査報告兼お客様工事依頼報告

の申出をする場合、(5)欄に規定する配線経路調査工事（通線

確認を伴うものに限ります。）の申込みを行っていただきま

す。 

(9) 割増工事費

の適用 

当社は、ＩＰ通信網契約者から割増工事費を支払うことを条件

に次表に規定する時間帯に工事を行ってほしい旨の申出があっ

た場合であって、当社のオープンコンピュータ通信網サービス

に係る業務の遂行上支障がないときは、その時間帯に工事を行

うことがあります（ただし、(7)欄に規定する工事結果報告及び

(8)欄に規定する現地調査報告を行う時間帯は、そのＩＰ通信網

契約者の申出の有無にかかわらず、その報告の対象となる工事

等を行う時間帯と同じとみなします。）。この場合の割増工事費

の額は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、次表に規定す

る額とします。 

 ア イ以外のもの 

  工事を施工する時間帯 割増工事費の額  

  午後５時から午前０時まで及び

午前０時から午前８時30分まで

（１月１日から１月３日まで及

び12月29日から12月31日までの

日にあっては、終日とします。） 

その工事に関する工事費

（特定加入者回線に係る

訪問時刻指定工事費を除

きます。）の額に1.6を乗

じた額 

 

 イ オープンコンピュータ通信網サービス（特定光加入者回線

（光コラボレーションモデルに関する契約に係るものに限り

ます。）を使用するものに限ります。）に係るもの 
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  工事を施工する時間帯 割増工事費の額  

  午後５時から午後10時まで（１

月１日から１月３日まで及び12 

月29日から12月31日までの日に

あっては、午前８時30分から午

後10時までとします。） 

その工事に関する工事費

（訪問時刻指定工事費を

除きます。）の額に1.3を

乗じた額 

 

  午後10時から午前０時まで及び

午前０時から午前８時30分まで 

その工事に関する工事費

（訪問時刻指定工事費を

除きます。）の額に1.6を

乗じた額 

 

  

(10) 訪問時刻指

定工事費の適用 

当社は、オープンコンピュータ通信網サービス（特定光加入者

回線を使用するものに限ります。）について、次のとおり、訪問

時刻指定工事に係る訪問時刻指定工事費を適用します。 

 ア 訪問時刻指定工事とは、ＩＰ通信網契約者から、訪問時刻

指定工事費を支払うことを条件としてそのＩＰ通信網契約者

が指定する指定時刻から工事等を行ってほしい旨の申出があ

った場合に、当社がその指定時刻から工事等を行うことをい

います。 

 イ 訪問時刻指定工事の対象となる工事等は、次に掲げるもの

とします。 

 (ア) アクセス回線工事費の支払いを要する工事 

(イ) 当社が(ア)の工事を施工する前に加入者回線等の設置

場所において行う調査（ただし、当該調査は、当社が必要

と認める場合に限り行います。） 

(ウ) (5)欄に規定する配線経路調査工事 

(エ) (6)欄に規定する配線経路構築工事 

 ウ ＩＰ通信網契約者が指定することができる指定時刻は、正

時とします。 

 エ ＩＰ通信網契約者は、訪問時刻指定工事を希望する場合は、

あらかじめ当社が指定する期日までに申出を行っていただき

ます。 

 オ 当社は、ＩＰ通信網契約者から訪問時刻指定工事の申出が

あった場合は、当社のオープンコンピュータ通信網サービス

に係る業務の遂行上支障がないときに限り、訪問時刻指定工

事を行います。 

 カ ＩＰ通信網契約者は、次の場合に、訪問時刻指定工事の対

象となる工事等に要する工事費に加えて、訪問時刻指定工事

費の支払いを要します。 

 (ア) 当社が指定時刻に訪問時刻指定工事を行う場所に到着

したとき。 

 (イ) ＩＰ通信網契約者の責めに帰すべき理由により、当社

が指定時刻に訪問時刻指定工事を行う場所に到着できなか

ったとき。 

 キ カの規定にかかわらず、ＩＰ通信網契約者は、当社の責め

に帰すべき理由により、訪問時刻指定工事の対象となる工事

等が完了しなかった場合は、訪問時刻指定工事費の支払いを

要しません。 

 なお、当社が訪問時刻指定工事の対象となる工事等を完了



122 

しなかった場合の責任は、本項に規定する内容に限ります。 

 ク カのほか、当社は、訪問時刻指定工事に係る当社の準備等

に要した費用を請求することがあります。 

 ケ 当社は、アクセス回線工事費の支払いを要する工事と配線

経路構築工事を同一の日に行う場合は、それらの工事を１の

工事とみなして、訪問時刻指定工事費を適用します。 

(11) 工事費の適

用除外 

次の工事については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、

工事費の支払いを要しません。 

 ア 第６種オープンコンピュータ通信網サービス（カテゴリー

２及びカテゴリー３（タイプ６及びタイプ７のものを除きま

す。）のものに限ります。）又はカテゴリー８（固定タイプの

ものを除きます。）に関する工事 

 イ 第６種オープンコンピュータ通信網サービス（カテゴリー

６のもの、カテゴリー７のもの（固定タイプのものを除きま

す。）又はカテゴリー９のもの（固定タイプのものを除きま

す。）に限ります。）に関する工事（ネットワーク工事費に限

ります。） 

 ウ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスのカテゴリー

７に係るIPv6（IPoE）タイプの利用に関する工事 

 エ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスのカテゴリー

３のタイプ６における、アクセス回線の細目等による区別の

変更（ゼロコースからその他のコースへの変更に限ります。）

又はタイプ７における、アクセス回線の細目等による区別の

変更（ゼロコースからその他のコースへの変更に限ります。）

に関する工事 

 オ 付加機能（国際ローミング機能、簡易メール（ＳＭＳ）機

能、基本容量追加機能又は拠点間通信機能に限ります。）に関

する工事 

 カ 第６種オープンコンピュータ通信網サービスの電子メール

の利用に関する工事 

 キ 削除 

 ク 第７種オープンコンピュータ通信網サービスの提供の開始

と同時に行った場合のワイヤレスバックアップ機能の利用開

始に関する工事 

 ケ 付加機能（アプリコントロール機能に限ります。）に関する

工事であって、次のいずれかに該当するとき 

 (ア) その付加機能が、第６種オープンコンピュータ通信網

サービスがカテゴリー８（動的(ex)タイプ又は動的タイプ

に限ります。）又はカテゴリー９（動的(ex)タイプ又は動的

タイプに限ります。）に係るものであるとき 

 (イ) その付加機能に関する工事が、その付加機能に係る第

６種オープンコンピュータ通信網サービス又は第７種オー

プンコンピュータ通信網サービスに関する工事と同時に行

われたとき 

 コ 第６種オープンコンピュータ通信網サービス又は第７種オ

ープンコンピュータ通信網サービスにおける、保守の態様に

よる細目の変更に関する工事 
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(12) 開通サポー

ト工事費の適用 

当社は、本表(11)欄の規定にかかわらず、本表(2)欄から(10)

欄までの工事費を要する工事と異なる工事であって、当社とＩ

Ｐ通信網契約者が別に定める内容の工事を行う場合は、開通サ

ポート工事費を適用します。 

(13) 光アクセス

回線の転用又は

光アクセス回線

の事業者変更に

係る復元工事費

の適用 

光アクセス回線の転用又は光アクセス回線の事業者変更に係る

工事において、当社が当該転用又は事業者変更以前の契約状態

へ復元する工事を実施した場合において、当社が必要と認める

ときは、その工事に要した実費相当額の費用を当該転用又は事

業者変更の申込みをした者に負担していただきます。この場合、

負担を要する費用の額は、その費用の額に消費税相当額を加算

した額とします。 

(14) 工事費の減

額適用 

当社は、２（工事費の額）の規定にかかわらず、工事の態様等

を勘案して、その工事費の額を減額して適用することがありま

す。 
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 ２ 工事費の額 

  ２－１ オープンコンピュータ通信網サービス（第７種オープンコンピュータ通

信網サービスを除きます。）に係る工事費の額 

   オープンコンピュータ通信網サービスの提供の開始、回線収容部の変更等、

品目の変更、通信又は保守の態様による細目の変更、加入者回線の設置若しく

は移転、利用者識別共通符号の変更等、回線終端装置の種類の変更等、第６種

オープンコンピュータ通信網サービスの区別の変更若しくは利用内容の変更、

付加機能の利用の開始、付加機能の利用内容の変更、端末設備の設置若しくは

移転、契約者カードの利用の開始、交換若しくは再発行又はその他の契約内容

の変更に関する工事 
 

区     分 単  位 工事費の額 

(1) 

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

工

事

費 

ア イ

以外

に関

する

工事

の場

合 

(ア)  

(イ)か

ら(カ)

まで以

外に関

する工

事の場

合 

利用の開始に関する工事

の場合 

１の契約ごと

に 

3,000円 

（3,300円） 

   上記以外に関する工事の

場合 

１の契約ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

  (イ) 第

４種オ

ープン

コンピ

ュータ

通信網

サービ

スに関

する工

事の場

合 

タイプ

３から

タイプ

５まで

に関す

る工事

の場合 

ア イ

から

エま

で以

外に

関す

る工

事の

場合 

利 用 の

開 始 に

関 す る

工 事 の

場合 

１の工事ごと

に 

3,000円 

（3,300円） 

  上 記 以

外 に 関

す る 工

事 の 場

合 

１の工事ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

    イ 全ての提供

区域に関する

工事を、１の工

事として行う

場合 

１の工事ごと

に 

300,000円 

（330,000

円） 

    ウ 提供区域の

一部に関する

工事の場合 

１の工事ごと

に 

10,000円 

（11,000

円） 



125 

    エ 通信プロト

コルによる区

別が IPoE接続

に係るものに

関する工事の

場合 

１の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

  (ウ) 削除 

  (エ) 削除 

  (オ) 第

６種オ

ープン

コンピ

ュータ

通信網

サービ

ス（タ

イプ６

に係る

ものに

限りま

す。）に

関する

工事の

場合 

利用の開始に関する工事

の場合 

１の契約ごと

に 

3,000円 

（3,300円） 

  契約者カードの交換又は

再発行に関する工事の場

合 

１の契約者カ

ードの交換又

は再発行ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

  Ｗｅｂフィルタリング機

能に係るフィルタリング

ポリシーの設定及び変更

に関する工事の場合 

１の工事ごと

に 

3,000円 

（3,300円） 

  上記以外に関する工事の

場合 

１の契約ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

  (カ) 第

６種オ

ープン

コンピ

ュータ

通信網

サービ

ス（タ

イプ７

に係る

ものに

限りま

す。）に

関する

工事の

場合 

Ａ Ｂ以外の利用の開始に

関する工事の場合 

１の契約ごと

に 

2,800円 

（3,080円） 

Ｂ インダストリアルタイ

プのものの開始に関する

工事の場合 

１の契約ごと

に 

2,950円

（3,245円） 

 イ 付加機能に関

する工事の場合 

(ア) (イ)から(キ)まで

以外の工事の場合 

１の契約ごと

に 

1,000円 

（1,100円） 
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  (イ) ＤＮＳ

機能に関す

る工事の場

合 

Ａ  Ｂ 又

は Ｃ 以

外 に 関

す る 工

事 の 場

合 

１の契約ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

   Ｂ  プ ラ

イ マ リ

型 の 利

用 の 開

始 に 関

す る 工

事 の 場

合 

１の契約ごと

に 

11,000円 

（12,100

円） 

   Ｃ  セ カ

ン ダ リ

型 の 利

用 の 開

始 に 関

す る 工

事 の 場

合 

１の契約ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

  (ウ) 上限伝送速度設定

機能に関する工事の場

合 

１の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

  (エ) セキュリ

ティ機能に関

する工事の場

合 

利 用 の

開 始 に

関 す る

工 事 の

場合 

１の契約ごと

に 

3,000円 

（3,300円） 

   上 記 以

外 に 関

す る 工

事 の 場

合 

１の契約ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

  （オ） アドレス判定機能

に関する工事の場合 

１の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

  （カ） ＩＰｖ４（ＩＰｏ

Ｅ）接続機能に関する工

事の場合 

１の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

  （キ） アプリコントロー

ル機能に関する工事の

場合 

１の工事ごと

に 

2,000円 

（2,200円） 

(2) アクセス回線工事費 別に算定す

る実費 
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(3) 削除 削除 

(4) 配線経路調査工事費 １の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

(5) 配線経路構築工事費 １の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

(6) 結果報告工事費 １の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

(7) 現地調査報告工事費 １の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

(8) 訪問時刻指定工事費 １の指定する

指定時刻ごと

に 

別に算定す

る実費 

(9) 開通サポート工事費 １の工事ごと

に 

別に算定す

る実費 

備考 削除 
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  ２－２ オープンコンピュータ通信網サービス（第７種オープンコンピュータ通

信網サービスに限ります。）に係る工事費の額 

   オープンコンピュータ通信網サービスの提供の開始、回線収容部の変更等、

品目の変更、通信又は保守の態様による細目の変更、加入者回線の設置若しく

は移転、所属ＶＰＮグループの変更、付加機能の利用の開始、付加機能の利用

内容の変更又はその他の契約内容の変更に関する工事 
 

区     分 単  位 工事費の額 

(1) ネットワーク工事費 １の契約者回線等ごとに 別に算定する実費 

(2) アクセス工事費 １の契約者回線等ごとに 別に算定する実費 

(3) 配線経路調査工事費 １の工事ごとに 別に算定する実費 

(4) 配線経路構築工事費 １の工事ごとに 別に算定する実費 

(5) 結果報告工事費 １の工事ごとに 別に算定する実費 

(6) 訪問時刻指定工事費 １の指定する指定時刻ごと

に 

別に算定する実費 

(7) 開通サポート工事費 １の工事ごとに 別に算定する実費 
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第３表 附帯サービスに関する料金 

 第１ ＩＰアドレスの登録又は変更登録に関する料金 
 

区   分 単  位 料  金  額 

新たにＩＰアドレスの登録をす

る場合の料金 

１の登録ごとに 5,500円 

（6,050円） 

登録済ＩＰアドレスの変更登録

をする場合の料金 

１の変更登録ごとに 1,000円 

（1,100円） 

 

 第２ ドメイン名の登録又は変更登録に関する料金 

  ア 汎用ＪＰドメイン名又は都道府県型ＪＰドメイン名に係るもの 
 

区   分 単  位 料  金  額 

新たなドメイン名の登録に関す

る料金 

１のドメインごとに 4,500円 

（4,950円） 

登録済ドメイン名の変更登録等

に関する料金 

１のドメインごとに 1,000円 

（1,100円） 

登録済ドメイン名の更新に関す

る料金 

１のドメインごとに年

額 

3,500円 

（3,850円） 

 

  イ 属性型ＪＰドメイン名に係るもの 
 

区   分 単  位 料  金  額 

新たなドメイン名の登録に関す

る料金 

１のドメインごとに 5,762円 

（6,338.2円） 

登録済ドメイン名の変更登録等

に関する料金 

１のドメインごとに 1,000円 

（1,100円） 

登録済ドメイン名の更新に関す

る料金 

１のドメインごとに年

額 

3,500円 

（3,850円） 

 

 第３ 回線制御装置使用料 

  １ 適用 
 

区  分 内         容 

(1) 回線制御装

置の種別等に係

る料金の適用 

当社は、回線制御装置使用料の基本料を適用するにあたって、

次表のとおり回線制御装置の種別等を定めます。 

ア 回線制御装置の種別 

  種 別 内     容  

  ＶＰＮ型 ＩＰセキュリティプロトコルによる通信

を行うことができる機能又はファイアウ

ォール機能（その装置を介してＩＰ通信網

と自営端末設備との間で行われる通信の

うち、自営端末設備へのアクセスを制限す

ることができる機能をいいます。以下同じ

とします。）を有する装置 
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  ＵＴＭ型 ファイアウォール機能又はＵＴＭ型セキ

ュリティサービス（２（料金額）に規定す

るものをいいます。）を利用することがで

きる機能を有する装置 

 

  ＢＢルーター

型 

音声通信等を行うために利用する装置  

  ＩＰｏＥルー

ター型 

IPoE方式による通信を行うために利用す

る装置 

 

  備考 ＵＴＭ型が提供する機能は、その装置を介して行わ

れる通信の安全性を全て保証するものではありませ

ん。 

 

 イ 回線制御装置の種類 

(ア) ＶＰＮ型 

  種 類 内     容  

  ＢＰ－Ⅰ型 電気通信回線を収容するインタフェース

が10BASE-T及び100BASE-TX対応のもの並

びにＩＰセキュリティプロトコルにより

設定可能な通信路の数の上限が１のもの 

 

  ＢＰ－Ⅱ型 電気通信回線を収容するインタフェース

が10BASE-T及び100BASE-TX対応のもの並

びにＩＰセキュリティプロトコルにより

設定可能な通信路の数の上限が28又は98

のものであって、ＢＰ－Ⅲ型以外のもの 

 

  ＢＰ－Ⅲ型 電気通信回線を収容するインタフェース

が10BASE-T及び100BASE-TX対応のもので

あって、ＩＰセキュリティプロトコルによ

り設定可能な通信路の数の上限が98のも

の 

 

  ＢＰ－Ⅳ型 電気通信回線を収容するインタフェース

が10BASE-T、100BASE-TX及び1000BASE-T

対応のものであって、ＩＰセキュリティプ

ロトコルにより設定可能な通信路の数の

上限が99以上のもの 

 

  ＣＴ－Ⅰ型 IPv6（IPoE）方式による通信を行う機能を

有するもの 

 

  備考  

  １ ＣＴ－Ⅰ型については、第７種オープンコンピュー

タ通信網サービスに限り提供します。 
 

  ２ ＣＴ－Ⅰ型以外のものについては、第７種オープン

コンピュータ通信網サービスには提供しません。 
 

 (イ) ＵＴＭ型 

 Ａ 削除 

 Ｂ 削除 

  Ｃ スタンダード型 
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  種 類 内     容  

  スタンダード

型 

ファイアウォール機能及びＵＴＭ型セキ

ュリティサービスを利用できるもの 

 

   ス タ ン ダ

ードⅡ型 

使用に適したＬＡＮ側のノード数の上限

が概ね100のもの 

 

  備考  

  １ スタンダードⅡ型は、２（料金額）の２－２－３に

定めるベーシックセット機能、ファイアウォールセッ

ト機能又はブリッジセット機能を利用する場合に限り

提供します。 

 

  ２ 第６種オープンコンピュータ通信網サービス（カテ

ゴリー８及びカテゴリー９のものに限ります。）には、

スタンダードⅡ型（ブリッジセット機能を利用する場

合を除きます。）を提供しません。 

 

  ３ スタンダードⅡ型（ブリッジセット機能を利用する

場合に限ります。以下この備考３において同じとしま

す。）には、次の提供条件があります。 

 

  (1) 当社は、Ｄ（ブリッジ型）に定めるブリッジⅠ型

を現に利用するＩＰ通信網契約者が、そのブリッジ

Ⅰ型の利用廃止と当該スタンダードⅡ型の利用開始

を同時に申し込む場合に限り、当該スタンダードⅡ

型を提供します。 

 

  (2) 当社は、当該スタンダードⅡ型の提供期限を令和

９年３月31日とし、その翌日付で当該スタンダード

Ⅱ型に係るサービス廃止を行います。 

 この場合、共通編第41条（サービスの廃止）第４

項に定める事前通知は、本規定をもって代えるもの

とします。 

 

  Ｄ ブリッジ型 

  種 類 内     容  

  ブリッジ型 ファイアウォール機能を利用できないも

のであって、ＵＴＭ型セキュリティサービ

スの一部機能に相当する機能を基本機能

として利用できるもの 

 

   ブ リ ッ ジ

Ⅰ型 

使用に適したＬＡＮ側のノード数の上限

が概ね10のもの 

 

  備考 ブリッジⅠ型については、第６種オープンコンピュ

ータ通信網サービス（カテゴリー１からカテゴリー９

までのものであって、タイプ３又はタイプ４に限りま

す。）において使用する場合に限り提供します。 

 

 (ウ) ＢＢルーター型 

  種 類 内     容  

  ホームゲートウェイ 音声通信を行うために利用する装

置 
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  無線ＬＡＮルーター 無線ＬＡＮ通信を行うために利用

する装置 

 

  無線ＬＡＮカード ホームゲートウェイと接続して無

線ＬＡＮ通信を行うための装置 

 

  備考  

   １ 無線ＬＡＮルーターは、契約事業者が東日本電信電

話株式会社の場合に限り提供します。 
 

   ２ 無線ＬＡＮカードは、１台のホームゲートウェイに

つき１台に限り提供します。 
 

 (エ) ＩＰｏＥルーター型 

  種 類 内     容  

  ＩＰｏＥ対応ルータ

ー01 

IPoE方式の通信を行うために利用

する装置 

 

  ＩＰｏＥ対応ルータ

ー02 

IPoE方式の通信を行うために利用

する装置であって、ＩＰｏＥ対応

ルーター01以外のもの 

 

  備考 

１ ＩＰｏＥルーター型は、第６種オープンコンピュー

タ通信網サービス（カテゴリー８及びカテゴリー９に

限ります。）に限り提供します。 

 

  ２ ＩＰｏＥ対応ルーター02は、第６種オープンコンピ

ュータ通信網サービス（ＩＰアドレスによる区別が動

的タイプのものを除きます。）に限り提供します。 

 

  ３ 当社は、第６種契約者から請求があったときは、Ｉ

ＰｏＥ対応ルーター02について、IPv6(IPoE)方式によ

る通信を可能又は不可能とする設定を行います。 

 

  

(2) 回線制御装

置の保守の区別

に係る料金の適

用 

当社は、回線制御装置使用料の基本料を適用するにあたって、

次表のとおり回線制御装置の保守の区別を定めます。 

 区 別 内     容  

  保守タイプ０ その回線制御装置の修理又は復旧につい

て当社の係員（当社の委託により修理又は

復旧を行う者を含みます。以下この表にお

いて同じとします。）を派遣しないもので

あって、ＩＰ通信網サービス取扱所の営業

時間外にその回線制御装置の修理の請求

を受け付けた場合に、その受け付けた時刻

以後の直近の営業時間においてその修理

又は復旧の手配を行うもの 
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  保守タイプ１ その回線制御装置の修理又は復旧につい

て当社の係員を派遣するものであって、Ｉ

Ｐ通信網サービス取扱所の営業時間外に

その回線制御装置の修理の請求を受け付

けた場合に、その受け付けた時刻以後の直

近の営業時間においてその修理又は復旧

を行うもの 

 

  保守タイプ２ その回線制御装置の修理又は復旧につい

て当社の係員を派遣するものであって、そ

の回線制御装置の修理の請求を受け付け

た場合に、ＩＰ通信網サービス取扱所の営

業時間にかかわらずその修理又は復旧を

行うもの 

 

  保守タイプ３ 保守タイプ０から保守タイプ２及び保守

タイプ４以外のもの 

 

  保守タイプ４ 回線制御装置に無線装置を追加して提供

するものであって、その回線制御装置及び

無線装置の修理又は復旧について保守タ

イプ０と同等のもの 

 

  備考  

  １ この(2)欄の表において「営業時間」とは、土曜日、

日曜日及び祝日（国民の祝日に関する法律（昭和23年

法律第178号）の規定により休日とされた日並びに１月

２日及び１月３日をいいます。）を除く毎日午前９時か

ら午後５時までの時間をいいます。 

 

  ２ 保守タイプ３に係る回線制御装置については、保守

タイプ０、保守タイプ１又は保守タイプ２に係る回線

制御装置を利用するＩＰ通信網契約者に限り提供しま

す。この場合、保守タイプ３に係る回線制御装置の種

別及び種類は、保守タイプ０、保守タイプ１又は保守

タイプ２に係る回線制御装置の種別及び種類と同一の

ものとします。 

 

  ３ 保守タイプ４については、ＶＰＮ型のＢＰ－Ⅰ型に

限り提供します。 
 

  ４ ＶＰＮ型のＢＰ－Ⅰ型の保守タイプ４については、

第６種オープンコンピュータ通信網サービス（カテゴ

リー３のタイプ６に限ります。）において使用する場合

に限り提供します。 

 

  ５ 第６種契約者（カテゴリー３のタイプ６に係る者に

限ります。）が提供の請求を行うことができる回線制御

装置は、ＶＰＮ型のＢＰ－Ⅰ型の保守タイプ４に限り

ます。 

 

  ６ ＶＰＮ型のＣＴ－Ⅰ型については、第７種契約者か

らの請求によらず、保守タイプ２相当のものを提供し

ます。この場合、ＣＴ－Ⅰ型を使用する第７種契約者

は、その使用に加えて、ＣＴ－Ⅰ型の保守タイプ３の

提供を請求することができます。 
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  ７ ＵＴＭ型のスタンダードⅡ型については、保守タイ

プ２に限り提供します。 

 この場合、ブリッジセット機能を利用するときを除

き、保守タイプ３を合わせて利用することができます。 

 

  ８ ＵＴＭ型のブリッジⅠ型については、保守タイプ０

（保守タイプ３を合わせて利用する場合を含みます。）

に限り提供します。 

 

  ９ ＢＢルーター型については、保守タイプ０に限り提

供します。 
 

  10 当社は、ＩＰ通信網契約者から請求があったときは、

次に掲げるものに限り、回線制御装置の保守の区別の

変更を行います。 

 

  (1) 保守タイプ０から保守タイプ１又は保守タイプ

２への変更 
 

  (2) 保守タイプ１と保守タイプ２との間の相互の変

更 
 

  (3) 保守タイプ１又は保守タイプ２から保守タイプ

０への変更（ＩＰｏＥルーター型に限ります。） 
 

  

(3) 回線制御装

置の提供の廃止

があった場合の

ＩＰ通信網契約

の取扱い 

当社は、ＩＰ通信網契約者から回線制御装置（ＶＰＮ型のＢＰ

－Ⅰ型の保守タイプ４に限ります。）の提供の廃止の申込みがあ

った場合は、その回線制御装置に係るＩＰ通信網契約の解除の

申込みがあったとみなして取り扱います。 

(4) 回線制御装

置使用料の適用 

回線制御装置使用料は、料金表通則の規定に準じて取り扱いま

す。 

 

  ２ 料金額 

   ２－１ 基本料 

    ２－１－１ ＶＰＮ型に係るもの 

     ア イ以外のもの 

１台ごとに月額 
 

区  分 料   金   額 

 保守タイプ０ 保守タイプ１ 保守タイプ２ 保守タイプ３ 

ＢＰ－Ⅰ型 2,500円 

（2,750円） 

2,900円 

（3,190円） 

3,000円 

（3,300円） 

2,100円 

（2,310円） 

ＢＰ－Ⅱ型 5,800円 

（6,380円） 

6,800円 

（7,480円） 

7,300円 

（8,030円） 

5,000円 

（5,500円） 

ＢＰ－Ⅲ型 9,500円 

（10,450円） 

11,000円 

（12,100円） 

11,500円 

（12,650円） 

8,000円 

（8,800円） 

ＢＰ－Ⅳ型 26,000円 

（28,600円） 

26,500円 

（29,150円） 

27,000円 

（29,700円） 

26,000円 

（28,600円） 

ＣＴ－Ⅰ型 ― ― ― 3,000円 

（3,300円） 
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備考 ＣＴ－Ⅰ型については、回線制御装置使用料を適用しません。 

 ただし、ＣＴ－Ⅰ型の保守タイプ３のものを合わせて使用する場合は、その

保守タイプ３のものについて、本表の料金を適用します。 

 

     イ 保守タイプ４に係るもの 

１台ごとに月額 
 

区   分 料 金 額 

ＢＰ－Ⅰ型 3,000円（3,300円） 

 

２－１－２ ＵＴＭ型に係るもの 

１台ごとに月額 
 

区  分 料   金   額 

 保守タイプ０ 保守タイプ２ 保守タイプ３ 

スタンダード

Ⅱ型 

― 8,400円 

（9,240円） 

6,700円 

（7,370円） 

ブリッジⅠ型 13,000円 

（14,300円） 

― 6,500円 

（7,150円） 

 

２－１－３ ＢＢルーター型に係るもの 

１台ごとに月額 
 

区  分 料   金   額 

 保守タイプ０ 保守タイプ１ 保守タイプ２ 保守タイプ３ 

ホームゲート

ウェイ 

― ― ― ― 

無線ＬＡＮル

ーター 

300円 

（330円） 

― ― ― 

無線ＬＡＮカ

ード 

100円 

（110円） 

― ― ― 

 

２－１－４ ＩＰｏＥルーター型に係るもの 

１台ごとに月額 
 

区  分 料   金   額 

 保守タイプ０ 保守タイプ１ 保守タイプ２ 保守タイプ３ 

ＩＰｏＥ対応

ルーター01 

500円 

（550円） 

900円 

（990円） 

1,000円 

（1,100円） 

― 

ＩＰｏＥ対応

ルーター02 

― ― 2,500円 

（2,750円） 

2,500円 

（2,750円） 

備考 

１ 当社は、ＩＰｏＥ対応ルーター01については、保守タイプ０、保守タイプ１

又は保守タイプ２に限り提供します。 

２ 当社は、ＩＰｏＥ対応ルーター02については、保守タイプ２又は保守タイプ

３に限り提供します。 
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   ２－２ オプションサービス利用料 

    ２－２－１ バックアップ設定サービスに係るもの 

１台ごとに月額 
 

区  分 料   金   額 

バックアップ設定サービス 500円（550円） 

備考 

１ 「バックアップ設定サービス」とは、回線制御装置に通常に収容される電気

通信回線（以下この表において「通常回線」といいます。）のほか、他の電気通

信回線（以下この表において「予備回線」といいます。）が収容されることを条

件として、通常回線による通信を行うことができない状態（通信に著しい支障

が生じ、通信を行うことができない状態と同程度の状態となる場合を含みま

す｡）となった場合に、予備回線に切り替えるサービスをいいます。 

２ バックアップ設定サービスは、ＶＰＮ型のＢＰ－Ⅱ型に限り提供します。 

  ただし、保守タイプ０については、バックアップ設定サービスを提供しませ

ん。 

３ バックアップ設定サービスに必要な電気通信サービスの料金等については、

ＩＰ通信網契約者に負担していただきます。 

 

    ２－２－２ 簡易設定変更サービスに係るもの 

１台ごとに月額 
 

区  分 料   金   額 

ＶＰＮ型に係

るもの 

ＢＰ－Ⅰ型 1,000円（1,100円） 

ＢＰ－Ⅱ型 1,000円（1,100円） 

 ＢＰ－Ⅲ型 3,000円（3,300円） 

 ＢＰ－Ⅳ型 8,000円（8,800円） 

ＵＴＭ型に係

るもの 

ルーター機

能及びセキ

ュリティ機

能の設定に

係るもの 

スタンダー

ドⅡ型のも

の 

8,200円（9,020円） 

備考 

１ 「簡易設定変更サービス」とは、上記の料金を支払うことを条件として、回

線制御装置の設定変更（当社指定の内容に限ります。）を、その変更に係る回線

制御装置工事費の支払いを要することなく行うことができるサービスをいいま

す。 

２ 簡易設定変更サービスは、ＶＰＮ型（ＢＰ－Ⅰ型、ＢＰ－Ⅱ型、ＢＰ－Ⅲ型

又はＢＰ－Ⅳ型に限り、回線制御装置の保守の区別が保守タイプ４のものを除

きます。）並びにＵＴＭ型のスタンダードⅡ型（ブリッジセット機能を利用する

場合を除きます。）に限り提供します。 

 

    ２－２－３ ＵＴＭ型セキュリティサービスに係るもの 

１台ごとに月額 
 

区   分 料 金 額 
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  ベーシック

セット機能 

ファイアウォー

ルセット機能 

ブリッジ 

セット機能 

セット機能  9,900円 

(10,890円) 

6,600円 

(7,260円) 

6,600円 

(7,260円) 

セキュリティ

対策機能 

ＩＰＳ（不正侵入対

策）機能 

セットに 

含む 

セットに 

含む 

セットに 

含む 

 Ｗｅｂウイルス対

策機能 

セットに 

含む 

3,800円 

(4,180円) 

セットに 

含む 

 ウイルスメール対

策機能 

セットに 

含む 

3,800円 

(4,180円) 

セットに 

含む 

 スパムメール対策

機能 

セットに 

含む 

3,800円 

(4,180円) 

セットに 

含む 

 有害サイト対策機

能 

セットに 

含む 

3,800円 

(4,180円) 

セットに 

含む 

 月次定型レポート

機能 

7,500円 

(8,250円) 

7,500円 

(8,250円) 

 

 月次分析レポート

機能 

38,000円 

(41,800円) 

38,000円 

(41,800円) 

 

 リアルタイムイベ

ント通知機能 

7,600円 

(8,360円) 

セットに 

含む 

 

 セキュリティアッ

プデート管理機能 

7,600円 

(8,360円) 

7,600円 

(8,360円) 

 

 不正アクセスログ

機能 

3,500円 

(3,850円) 

3,500円 

(3,850円) 

 

 Ping監視機能 

 

― ― ― 

備考 

１ ＵＴＭ型セキュリティサービスとは、回線制御装置（ＵＴＭ型に限ります。）

が有する各種セキュリティ対策機能を利用することが出来るものをいいます。 

２ ベーシックセット機能とは、ＩＰＳ（不正侵入対策）機能、Ｗｅｂウイルス

対策機能、ウイルスメール対策機能、スパムメール対策機能及び有害サイト対

策機能を同時に利用することが出来るものをいいます。 

３ ファイアウォールセット機能とは、ＩＰＳ（不正侵入対策）機能及びリアル

タイムイベント通知機能を同時に利用することが出来るものをいいます。 

４ ブリッジセット機能とは、ＩＰＳ（不正侵入対策）機能、Ｗｅｂウイルス対

策機能、ウイルスメール対策機能、スパムメール対策機能及び有害サイト対策

機能を同時に利用することが出来るものであって、次の提供条件があるものを

いいます。 

(1) 当社は、ＵＴＭ型のブリッジⅠ型を現に利用するＩＰ通信網契約者が、そ

のブリッジⅠ型の利用廃止とブリッジセット機能の利用開始を同時に申し込

む場合に限り、ブリッジセット機能を提供します。 

(2) 当社は、ブリッジセット機能の提供期限を令和９年３月31日とし、その翌

日付でブリッジセット機能に係るサービス廃止を行います。 

 この場合、ＩＰ通信網契約者が、ブリッジセット機能に含まれないセキュ
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リティ対策機能を合わせて利用している場合は、その合わせて利用している

セキュリティ対策機能についても廃止とします。 

 また、共通編第41条（サービスの廃止）第４項に定める事前通知は、本規

定をもって代えるものとします。 

５ 当社は、回線制御装置に係るオプションサービスとしてのＵＴＭ型セキュリ

ティサービスを、ＵＴＭ型のスタンダードⅡ型に限り提供します。 

 この場合、当社は、セット機能に限り提供します。 

 ただし、セット機能と合わせて利用する場合は、セット機能及びそのセット

機能に含まれないセキュリティ対策機能（ブリッジセット機能を利用する場合

はPing監視機能に限ります。）を提供します。 

６ セキュリティ対策機能に係る機能（セット機能に含まれるセキュリティ対策

機能に限ります。）と、セット機能に係る機能は重複して申込みを行うことはで

きません。 

７ 当社は、セット機能を提供する場合は、ベーシックセット機能、ファイアウ

ォールセット機能又はブリッジセット機能のうち、いずれか１のセット機能に

限り提供します。 

８ 当社は、ＩＰ通信網契約者からセット機能の廃止の申込みがあった場合は、

そのセット機能に係る全ての機能を廃止します。 

９ 回線制御装置の保守の区別が保守タイプ３のものについては、ＵＴＭ型セキ

ュリティサービスの料金を適用しません。 

 

 第４ 回線制御装置手数料 

  １ 適用 
 

区   分 内   容 

回線制御装置手数料の適用 ＩＰ通信網契約者は、簡易設定変更サービスの利

用の請求をし、その提供を受けたときは、２（料

金額）に規定する回線制御装置手数料の支払いを

要します。 

 ただし、回線制御装置の工事と同時に簡易設定

変更サービス利用の開始をする場合は、回線制御

装置手数料の支払いを要しません。 

 

２ 料金額 

  簡易設定変更サービスに係るもの 
 

区   分 単 位 料 金 額 

ＶＰＮ型に係るもの １台ごとに 5,000円 

（5,500円） 

ＵＴＭ型に

係るもの 

サービスの設定が営業時間に行

われた場合 

１台ごとに 5,000円 

（5,500円） 

 サービスの設定が

土曜日、日曜日及び

祝日を除く毎日午

後５時から午後10

時までに行われた

場合 

ス タ ン ダ

ードⅡ型 

１台ごとに 29,000円 

（31,900円） 

 上記以外の場合 ス タ ン ダ

ードⅡ型 

１台ごとに 35,000円 

（38,500円） 
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備考 この表において「営業時間」とは、土曜日、日曜日及び祝日（国民の祝日に

関する法律（昭和23年法律第178号）の規定により休日とされた日並びに１月２

日及び１月３日をいいます。）を除く毎日午前９時から午後５時までの時間をい

います。 

 

 第５ 回線制御装置工事費 
 

区   分 単  位 工事費の額 

回線制御装置工事費 １の工事ごとに 別に算定する実費 

 

第５の２ 第４種回線制御装置使用料等 

１ 適用 
 

区  分 内       容 

(1)  第４種回

線制御装置使

用料の適用 

ア 第４種契約者は、第４種回線制御装置の提供の開始があ

った日を含む料金月の翌料金月から起算して、第４種回線

制御装置の廃止があった日の前日を含む料金月までの期間

（提供を開始した日と廃止があった日又はその前日が同一

の料金月である場合は、１料金月の間とします。）について、

第４種回線制御装置使用料の支払いを要します。 

イ 当社は、第４種回線制御装置使用料を日割しません。 

 ウ 当社は、前項までに定めるほか、第４種回線制御装置使

用料を料金表通則の規定に準じて取り扱います。 

(2)  第４種回

線制御装置手

数料の適用 

ア 第４種契約者は、第４種回線制御装置の修理の請求をし、

その承諾を受けたときは、３（第４種回線制御装置手数料）

に規定する故障交換手数料の支払いを要します。 

 イ 第４種契約者は、第４種回線制御装置の廃止の請求をし、

その承諾を受けたときは、３に規定する回収キット手数料の

支払いを要します。 

 ウ 第４種契約者は、当社の責めによらない事由により、第４

種契約者が指定した送付先に第４種回線制御装置が到達し

なかったときは、３に規定する不達時対応手数料の支払いを

要します。 

(3)  第４種回

線制御装置工

事費の適用 

当社は、第４種回線制御装置の提供にあたり、当社の設備の設

定変更及び第４種回線制御装置の配送等に係る工事等を要す

る場合に４に規定する第４種回線制御装置工事費を適用しま

す。 

 

２ 第４種回線制御装置使用料 

月額 
 

 単  位 料  金  額 

第４種回線制御装置使用料 １台ごとに 別に算定する金額 

 

３ 第４種回線制御装置手数料 
 

区   分 単  位 料  金  額 

故障交換手数料 １台ごとに 別に算定する金額 
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回収キット手数料 １台ごとに 別に算定する金額 

不達時対応手数料 １台ごとに 別に算定する金額 

 

４ 第４種回線制御装置工事費 
 

区   分 単  位 工事費の額 

利用開始に関する工事 １の工事ごとに 別に算定する実費 

上記以外に関する工事 １の工事ごとに 別に算定する実費 

 

第６ 特定加入者回線に係る端末設備等使用料 

１ 適用 
 

区  分 内       容 

(1)  特定加入

者回線に係る

端末設備等の

提供に係る料

金の適用 

ア 当社は特定加入者回線（光コラボレーションモデルに関

する契約に係るものを除きます。以下本欄において同じと

します。）に係るＩＰ通信網契約者について、特定加入者回

線ごとに端末設備の提供等に係る料金を適用します。 

イ 端末設備に関する料金は、端末設備使用料の基本料を適

用します。 

 ウ 当社は、端末設備の提供等に係る料金を料金表通則の規

定に準じて取り扱います。 

(2) 削除 削除 

 

２ 端末設備使用料 

２－１ 基本料 

１装置ごとに月額 
 

区           分 料金額 

東日本電信電話株式会社に係るもの  

 配線設備多重装置（特定加入者

回線の終端と自営端末設備等と

の間に設置されるものであっ

て、DSL方式により１の配線設備

において共通編別記２の(1)の

特定協定事業者の提供する電話

サービス又は総合ディジタル通

信サービスに係る通信とオープ

ンコンピュータ通信網サービス

に係る通信を同時に利用できる

機能を有する装置。以下同じと

します。） 

PNA方式によるもの 350円 

(385円) 

 VDSL 方

式によ

るもの 

最大50Mbit/sま

での伝送速度に

よる通信が可能

なもの 

350円 

(385円) 

  最 大 100Mbit/s

までの伝送速度

による通信が可

能なもの 

350円 

(385円) 

     

西日本電信電話株式会社に係るもの  

 配線設備多重装置 第６種

契約の

メニュ

ーＢに

50Mb/sタイプ 400円 

(440円) 

  70Mb/sタイプ 450円 

(495円) 
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  係るも

の 
100Mb/sタイプ 500円 

(550円) 

  第６種契約のメニューＮに

係るもの 

600円 

(660円) 

備考 

１ 配線設備多重装置の提供を受ける第６種契約者は、その第６種契約者が属

する契約者グループごとに、上記のいずれか１つを選択していただきます。 

２ 配線設備多重装置を用いた通信については、配線設備多重装置に接続され

る配線設備の回線距離又は設備状況等により通信の伝送速度が著しく低下若

しくは変動する状態、符号誤りが発生する状態又は通信が全く利用できない

状態となる場合があります。 

３ 配線設備多重装置を用いた通信の伝送速度については、特定協定事業者の

定めるところによります。 

 

２－２ 削除 
 

３ 端末設備の提供等に関する工事費 

   ア 特定加入者回線が東日本電信電話株式会社に係るもの 
 

 単 位 工事費の額 

端末設備の提供に関する

工事費 

１の工事ごとに 別に算定する実費 

備考 配線設備多重装置の提供等に関する工事における訪問時刻指定工事費等に

ついては、そのオープンコンピュータ通信網サービスに係る工事の施工内容

に応じて、料金表第２表（工事に関する費用）の規定に準じて取り扱います。 

 

イ 特定加入者回線が西日本電信電話株式会社に係るもの 
 

 単 位 工事費の額 

端末設備の提供に関する

工事費 

１の工事ごとに 別に算定する実費 

備考 配線設備多重装置の提供等に関する工事における訪問時刻指定工事費等に

ついては、そのオープンコンピュータ通信網サービスに係る工事の施工内容

に応じて、料金表第２表（工事に関する費用）の規定に準じて取り扱います。 

 

第６の２ テレワーク・スタートパックプランに係るモバイルノートパソコン等の

販売価格 
 

１台ごとに 

端末種類 販売対象となるコース 販売価格 

モバイルノート

パソコン（クラム

シェルタイプ） 

テレワーク・スタートパックプランの

クラムシェルコース 

144,800円 

（159,280円） 

モバイルノート

パソコン（2in1タ

イプ） 

テレワーク・スタートパックプランの

2in1コース 

168,000円 

（184,800円） 

 

第７ 削除 
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第８ 削除 
 

第９ 削除 
 

第10 削除 
 

第11 削除 
 

第12 保守一元サービスに係る料金 

月額 
 

区分 単位 料金額 

保守一元

サービス

に係る料

金 

ア 第６種契約（カテ

ゴリー１に係るも

の、カテゴリー３に

係るもの及びカテ

ゴリー８に係るも

のに限ります。）に

係るもの又は第７

種契約（コースＵに

係るものに限りま

す。）に係るもの 

１のＤＳＬ回線又は１の

光アクセス回線ごとに 

500円 

（550円） 

 イ 第６種契約（カテ

ゴリー２に係るも

のに限ります。）に

係るもの 

１のＤＳＬ回線又は１の

光アクセス回線ごとに 

－ 

 

第13 支払証明書の発行手数料 

    支払証明書１枚ごとに     400円（440円） 

（注）支払証明書の発行を受けようとするときは、上記の手数料のほか、印紙代（消

費税相当額を含みます。）及び郵送料（実費）が必要な場合があります。 
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料金表別表１ 削除 
 

料金表別表２ 削除 
 

料金表別表３ キャンペーンによる割引等の適用 

 

現在、該当する事項はありません。 

 


